




は じ め に 

 
 （財）河川環境管理財団は，公益法人制度改革に伴い平成25年３月21日に内閣総理大臣より公益財団法人として

認定され，４月１日付で「公益財団法人 河川財団」として新たな道を歩みはじめました．前身である（財）河川

環境管理財団は昭和50年９月に設立され，河川環境の整備・保全や適正利用等に関する総合的な調査研究，河川公

園等の管理等のほか，河川愛護の普及啓発や河川美化・緑化事業を行ってまいりましたが，河川財団においても，

これまで38年間培ってきた知的財産や人とのつながりを活かし，国土の利用，整備又は保全及び国民の心身の健全

な発達を促進し，公共の福祉を増進することを目的として事業を行ってまいります． 

 

平成４年に創設された河川環境総合研究所は河川財団への移行に伴い，河川環境総合研究所の研究第１部～第３

部を統合して河川総合研究所として生まれ変わりました．河川総合研究所では引き続き、健全な河川生態系の保

全・再生に関する調査研究や健全な水循環の保全再生に関する調査研究、災害を防止するための調査・研究、良好

な水辺利用を促進するための調査・研究等について，北海道事務所，名古屋事務所，近畿事務所の地方事務所とも

連携して進めてまいります。特に、わが国では高度経済成長期に集中的に整備された社会資本の老朽化が進行して

戦略的な維持管理・更新が大きな課題となっていることから，河川における維持管理技術の体系化、基準化、人材

育成やデータベースの構築等を含む戦略的河川管理システムの構築に関する調査・研究について，重点的に取り組

むこととしています． 

 

本報告は，当財団の調査研究の成果を広く関係の方々に活用していただき，社会還元を図るものであり，河川環

境総合研究所における平成24年度の成果をとりまとめたものです．本報告をとりとりまとめることができたのは、

国土交通省をはじめ関係各位のご指導，ご支援の賜物であり，ここに厚く御礼申し上げる次第です． 

 

 今後，新たな河川総合研究所において，わが国の河川の現状と国民のニーズを十分把握し，社会の要請に的確に

応えるべく，一層の努力をしてまいる所存ですので，関係各位の暖かいご指導，ご支援をお願い申し上げる次第で

す． 

 

平成26年８月 

 

公益財団法人 河川財団 

理事長 関 克己 

 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
おことわり 

 

（財）河川環境管理財団は，平成 25 年４月１日付で公益財団法人河川財団へと移行し，これ

に伴い河川環境総合研究所は河川総合研究所に名称を変更しました．本報告は、河川環境総合研

究所が平成 24 年度に行った調査・研究成果について河川総合研究所がとりまとめたものです．

このため，本号より「河川環境総合研究所報告」の名称を新たに「河川総合研究所報告」とし，

「河川環境総合研究所報告」からの連番にて発行いたします． 
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水制工設置による多様な水生生物の 

生息環境の創出について 
 

中西史尚* 井上勇樹** 

 

１．はじめに 
 

淀川では，1995 年 1 月 17 日に発生した阪神・淡路

大震災を契機に京都－大阪間の緊急時の物資や人の輸

送等の代替手段として舟運の復活が検討されてきた．

その中で,枚方大橋付近より上流においては，渇水時に

航路に必要な水深及び川幅が不足するなどの課題があ

った．その対策として，水制工（ケレップ水制）によ

り航路を確保することとし，実施されてきている． 

 航路を確保する延長は10km以上にわたる為，河岸の

生態系等への影響が懸念されている．一方，多様な水

生生物の生息環境が創出されることが期待されている．

国土交通省淀川河川事務所においては 2006 年度から

2008年度に7基の水制工を試験的に設置して，それら

が環境に及ぼす影響や効果，航路確保機能について検

証している．本稿では，前島地区の水制工群の設置に

よる多様な水生生物の生息環境の創出について調査・

研究を行った． 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図1･1淀川水系と研究対象地 

 

2.水制工設置条件と調査内容 

 

 水制工の構造は，低水路幅 100m，水制工間隔 100m，

平水時水位からの比高50cmとされた．諸元を図2･1に

示す． 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

    

 

 

 

水制工の設置は表2･1に示すとおり，2007年3月に

は右岸側１基が施工され，2008年 3月および，2009年

3月は右岸１基，左岸2基が完成した． 

 調査は，設置前が生態環境及び物理環境調査を 2 ヶ

年，2006（平成18）年度，2007（平成19）年度にわた

り実施し，設置後のモニタリングは2010（平成22）年

度に1ヶ年実施している． 

 調査位置図を図 2･2，図 2･3 に示す．図 2･2 は設置

前から１基設置後，図2･3は3基設置後である． 
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図 2･2試験水制工の設置前から1基設置後 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2･3試験水制工の設置後 

 

表2･1試験水制工の設置図 

 

 

 

 

 

3. 物理環境と生態環境の関係考察 

 

3.1 水制工の有無と在来魚類との関係 

 表 3･1 に水制工の設置前，設置中及び設置後の魚類

捕獲調査による魚類相の変化を示す．魚類個体数は調

査地点（A，B，C）の合計値である．各調査は夏季，

秋季の２季実施されたものである． 
 

 

表 3･1 前島地区における水制工が設置される前後  

         の魚類相の変化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

         

 

 

 

 

※調査方法：2006年 三枚網，投網，タモ網 

2007年 地曳網（投網，タモ網）セルビン，刺し網 

2010年 地曳網，投網，タモ網，刺し網 

 

図 3･1 に在来魚類の総種数および流れの選好性毎の

種数の経年変化を示す．水制工の基数が増えるにつれ

て在来魚の総種数が増加している傾向がみられる． 

水制工設置前の2006（平成18）年度と水制工3基設

置後の2010（平成22）年度を比較すると，設置後では，

流れを好む魚類が 3 種新たに確認され，また淀みを好

む魚類が 3 種，どちらとも生息する魚類が 1 種増加し

た．魚類の種別をみると，淀みを好むカネヒラ，ドジ

ョウ，流れを好むアユ，カワヨシノボリ，ムギツク，

その他のカワアナゴが新たに確認された．一方で設置

後に確認されなかった種は，どちらにも生息するトウ

ヨシノボリ，淀みを好むスジシマドジョウ中型種，ウ

キゴリ，その他のゴクラクハゼの4種である． 

 2006 2007 2008 2009 2010
水制工  右岸１基 右岸１基 右岸１基

左岸2基 左岸2基

調査 事前調査 事前調査   事後調査

下
流 

在来魚

1 2 3 4 5 水制なし 水制１基 水制３基
1 コイ 4 1

フナ属　 5 5

4 カネヒラ 5 要注目 絶滅寸前

6 オイカワ 27 4 62

8 モツゴ 7 3

10 ムギツク 1 絶滅危惧II類

12 カマツカ 9 11 54 要注目

ニゴイ属　 11 22

15 スゴモロコ類　 108 24 8

16 ドジョウ 5 絶滅危惧II類

17 スジシマドジョウ中型種 1 絶滅危惧Ⅱ類 要注目 絶滅寸前種

18 ナマズ目 ギギ科 ギギ 2 2 準絶滅危惧

20 サケ目 アユ科 アユ 1

23 ドンコ 3 13 6 要注目

24 カワアナゴ 1 情報不足

25 ウキゴリ 4 絶滅危惧Ⅱ類

26 ゴクラクハゼ 1 絶滅危惧Ⅰ類 絶滅危惧種

27 トウヨシノボリ(型不明） 4

28 カワヨシノボリ 1

ヨシノボリ属　 1

2 3 5

4 6 5

0 0 3

1 2 2

コイ目

コイ科

ドジョウ科

ハゼ科

スズキ目

種数合計

計

No. 目名 科名 和名
大阪府
RDB

弱い←→強い

流れ

京都府
RDB

どちらとも生息魚　種数

流れを好む魚類　種数

その他魚類　種数

流
れ
て
い
る

環境省
RL

や
や
強
い
流

淀みを好む魚類　種数

淀
み

ほ
ぼ
淀
み

弱
い
流

7 11 15

重要種捕獲個体数

2006
(H18)
年度

2007
(H19)
年度

2010
(H22)
年度

外来魚(国内外来魚を含む）

1 2 3 4 5 水制なし 水制１基 水制３基
1 カダヤシ目 カダヤシ科 カダヤシ 14 16 特定 影響甚大

2 タウナギ目 タウナギ科 タウナギ 1 4 3

3 ブルーギル 5 18 93 特定 影響甚大

4 オオクチバス 26 42 35 特定 影響甚大

5 ハゼ科 ヌマチチブ 38 16 4 要注目

2 3 3

2 2 2

0 0 0

0 0 0

サンフィッシュ科
スズキ目

計

No. 目名 科名 和名

流れ

弱い←→強い

54

淀
み

ほ
ぼ
淀
み

弱
い
流

流
れ
て
い
る

5

環境省

その他魚類　種数

種数合計

淀みを好む魚類　種数

どちらとも生息魚　種数

流れを好む魚類　種数

や
や
強
い
流

2006
(H18)
年度
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(H19)
年度

2010
(H22)
年度

淀川河川事
務所管内侵
略的外来種
ワースト100

（2011.7)

外来種カテゴリー捕獲個体数

2010（平成22）年度調査 

淀川 

前島地区 

第1試験水制工 

（H19.3完成） 
第2試験水制工 

（H20.3完成） 

第2試験水制工 

（H20.3完成） 

第1試験水制工 

（H20.3完成） 

第3試験水制工 

（H21.3完成） 

第3試験水制工 

（H21.3完成） 

第4試験水制工 

（H21.3完成） 

魚類・底生動物調査地点 

水質・底質調査地点 

ＡＢ
Ｃ

牧野地区 

H22.5撮影空中写真

設置時期等 

（左岸） 

外来魚（国内外来魚を含む）
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図 3･1 前島地区の在来魚類の総種数及び流れの好

適性別魚類種数の経年変化 

  

次に，在来魚類の構成種の割合と確認個体数をみる

と，水制工設置前の2006（平成18）年度には第1位ス

ゴモロコ属，第２位オイカワで80％以上を占めていた

が，水制１基が設置された 2007 年（平成 19）年度に

は個体数総数が少なくなるとともに，淀んだ流れを好

む種の個体数合計が減少した．また，水制工 3 基が完

成した後の 2010（平成 22）年度には優占種が変わり，

第１位オイカワ，第２位カマツカとなり，それらの 2

種が占める割合は60％となった．また，残りをその他

の魚類で占める状況となり，多様な魚類でこの地区の

環境を占めることとなった．（図3･2，図3･3参照） 

 以上のことから，水制工の設置により前島地区の在

来魚類相が多様化していると考えられる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図3･2 前島地区の在来魚類の構成種割合の経年変化 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3･3 前島地区の在来魚類の種別個体数の経年変化 

 

3.2 魚類と地形，底質との関係 

魚類調査については，先に述べた全体的結果を，場

所別，季節別に整理し，場所毎の微地形との関係につ

いて調べた．図 3･4 に場所別の水制工設置前後の魚種

の変化を示す． 

 調査位置と在来魚類種数との関係においては，水制

工が3基完成した後の2010（平成22）年においてB地

区（ワンド地形）の魚種が多い結果となっている． 

 個体数では，2010（平成22）年夏はB地区が多くみ

られ，秋には下流側のC地区が多くみられた． 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3･4 水制工設置前後の場所別の魚種の変化 
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次に，図 3･5 に水制工設置前後の場所別の底質材

料の構成割合の変化を示す．水制工の下流部や水制工

間（ワンド）については，礫，砂及びシルト・粘土の

割合が変化し，水制設置前の2006（平成18）年度に砂，

シルトを併せて30％程度であった河床が水制３基設置

後の 2010（平成 22）年度には 60％前後に増加し，比

較的細粒分が堆積する傾向が示された．しかし，魚類

種数が増加した2010年8月においては底質の変化がほ

とんどないため，ワンドの底質の変化と魚類数につい

ては明確な関係を見いだせなかった．むしろ，地形が

ワンド状となったことで，流速など流れの条件や河岸

基質が変化したことによる影響も考えられる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3･5 水制工設置前後の場所別の底質材料の構成割

合の変化 

 
次に，代表粒径と在来魚類の種数および個体数との

関係をみた．図3･6に示すようにばらつきがあり，代

表粒径と在来魚類の種数との関係性は見られなかっ

た． 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

図3･6 代表粒径と在来魚種数との関係 

図 3･7 に在来魚類個体数と代表粒径との関係をみた．

粒径の大きさに関係なくばらつきがあり，粒径と在来

魚類との関係は見いだせなかった．強熱減量について

も同様で図 3･8 に示すとおり関係性が見られるほどの

傾向は得られなかった． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3･7 代表粒径と在来魚個体数との関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3･8 強熱減量と在来魚種数との関係 

 

次に外来魚と底質の関係について整理した． 

 図 3･9 に示すように代表粒径の大きさと外来魚の個

体数をみると，関係性が見られるほどの傾向は得られ

なかった．  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3･9 代表粒径と外来魚個体数との関係 
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また，細粒分（シルト・粘土分）の堆積が顕著であ

った場所において外来魚個体数が多かった．事例が少

ないこともあり今後もデータの集積を図り，環境要因

との相関性を分析していくことが重要である． 

図 3･10 に粒度比率と外来魚個体数との関係を示す．

一見，相関が高いように見えるが，グループ性のない

一点を除いてみると相関性は殆ど見られなかった． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3･10 粒度比率（75μm）と外来魚個体数との関係 

 

3.3 水制工の有無と底生生物との関係 

 底生生物について，水制工設置前後の確認種につい

て設置前の 2006（平成 18）年度，1 基設置後の 2007

（平成 19）年度，３基設置後の 2010（平成 22）年度

の調査結果を表3･2に整理した．３ヵ年で45科 92 種

の底生生物が確認された．設置前の2006（平成18）年

度は44種，1基完成後の2007（平成19）年度は59種，

3 基完成後の 2010（平成 22）年度は 47 種であった．

また，確認された底生生物を分類すると生活型および

摂食型に整理したものが表3･3である． 

生活型は，生息場所や河床構造，流れ環境条件と適

応した体型や生活様式を反映した類型であり，摂食型

は，餌の種類と摂餌方法による類型である． 

各年度の確認種について生活型の分類毎の種数およ

び種構成の変化をみると，図 3･11，図 3･12 に示すと

おり，2006（平成18）年度，2007（平成19）年度とも

に造巣掘潜型および匍匐（ほふく）型が優占している

のに対し，設置後の 2010（平成 22）年度においては，

それらよりも自由掘潜型が優占型となっていることが

わかる． 

 

表3･2 3ヵ年における前島地区の底生生物確認種一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

№ 綱 目 科 和名 生活型 摂食型 H18 H19 H22

1 ウズムシ ウズムシ サンカクアタマウズムシ ナミウズムシ 粘液匍匐型 ○
2 ナミウズムシ属 粘液匍匐型 ○
- サンカクアタマウズムシ科 粘液匍匐型 ○
- ウズムシ目の一種 粘液匍匐型 ○
- ウズムシ綱の一種 粘液匍匐型 ○
3 腹足 モノアラガイ カワコザラガイ カワコザラガイ 粘液匍匐型 ○
4 サカマキガイ サカマキガイ 粘液匍匐型 ○
5 原始紐舌目 タニシ科 ヒメタニシ 粘液匍匐型 ○
6 二枚貝 イガイ イガイ カワヒバリガイ 固着型 ○ ○ ○
7 イシガイ イシガイ イシガイ 自由掘潜型 ○
8 ドブガイ 自由掘潜型 ○
9 ハマグリ シジミ マシジミ属 造巣堀潜型 ○ ○ ○

10 ミミズ オヨギミミズ オヨギミミズ オヨギミミズ科 自由掘潜型 ○ ○ ○
11 ナガミミズ ミズミミズ ヤドリミズミミズ属 自由掘潜型 ○
12 ミツゲミズミミズ 自由掘潜型 ○
13 ヨゴレミズミミズ属 自由掘潜型 ○
- ミズミミズ科 自由掘潜型 採集食者 ○ ○ ○

14 Limnodrilus属 自由掘潜型 ○
15 イトミミズ エラミミズ 自由掘潜型 ○
16 ヒル ウオビル グロシフォニ ヌマビル 匍匐型 ○
17 アタマビル 寄生型 ○ ○
18 咽蛭 イシビル イシビル科 匍匐型 ○
19 甲殻 ワラジムシ ミズムシ ミズムシ 匍匐型 採集食者 ○ ○ ○
20 ヨコエビ キタヨコエビ オオエゾヨコエビ属 匍匐型 ○
21 ナリタヨコエビ 匍匐型 ○
22 マミズヨコエビ フロリダマミズヨコエビ 匍匐型 ○ ○ ○
23 エビ テナガエビ テナガエビ 匍匐型 ○ ○ ○
24 スジエビ 匍匐型 ○ ○ ○
25 ヌマエビ ミナミヌマエビ 匍匐型 ○ ○ ○
26 イワガニ モクズガニ 匍匐型 採集食者 ○
27 アメリカザリガニ アメリカザリガニ 匍匐型 ○
28 昆虫 カゲロウ コカゲロウ フタモンコカゲロウ 遊泳型 ○
29 ウスイロフトヒゲコカゲロウ 遊泳型 ○
30 クロフトヒゲコカゲロウ 遊泳型 ○
31 Ｄコカゲロウ 遊泳型 ○ ○
32 Ｈコカゲロウ 遊泳型 摘取食者 ○ ○
33 ミツオミジカオフタバコカゲロウ 遊泳型 採集食者 ○
34 フタオカゲロウ フタオカゲロウ属 遊泳型 ○
35 トビイロカゲロウ ヒメトビイロカゲロウ 匍匐型 採集食者 ○ ○
36 マダラカゲロウ シリナガマダラカゲロウ 匍匐型 ○
37 エラブタマダラカゲロウ 匍匐型 ○ ○
38 アカマダラカゲロウ 匍匐型 捕食者 ○ ○
39 ヒメシロカゲロウ ヒメシロカゲロウ属 匍匐型 ○ ○
40 モンカゲロウ科 トウヨウモンカゲロウ 自由掘潜型 ○
- トンボ イトトンボ イトトンボ科 遊泳型 ○

41 Paracercion属 遊泳型 ○
42 カワトンボ アオハダトンボ属 匍匐型 ○ ○ ○
43 ハグロトンボ 匍匐型 捕食者 ○
44 サナエトンボ ダビドサナエ属 自由堀潜型 捕食者 ○
45 ホンサナエ 自由堀潜型 ○ ○
46 アオサナエ 自由堀潜型 ○
47 オナガサナエ 自由堀潜型 ○ ○
48 コオニヤンマ 自由堀潜型 ○ ○
- サナエトンボ科 自由堀潜型 ○

49 エゾトンボ キイロヤマトンボ 自由堀潜型 ○
50 コヤマトンボ 自由堀潜型 ○ ○
51 オオヤマトンボ 自由堀潜型 ○
52 トンボ シオカラトンボ 自由堀潜型 ○
53 コシアキトンボ 自由堀潜型 ○
- トンボ科 自由堀潜型 ○
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注）種名及び学名の表記，配列については，「河川水辺の国勢調査生

物リスト［平成 17 年度 河川・ダム湖統一版］」（（財）ダム水資源地

環境整備センター）に準拠した． 
生活型および摂食型については（「底生動物の生活型と摂食型機能に

よる河川生態系評価」竹門康弘（2005）），ダムと環境の科学Ⅰ 池淵

周一編著を参考に以下の型に分類，集計した． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3･11 底生生物の全体種数および生活型別の   

      種数の経年変化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3･12 底生生物の全体種数および生活型別の   

       種数の経年変化 

 

次に，水制工設置前のみ（1 基設置後を含む）で

確認された種，設置後のみで確認された種，その両

方で確認された種に分けて整理し，さらに生活型毎

での割合を整理した． 

表 3･4 に水制工設置前後ともに確認された 16 科

27 種を示す．表 3･5 に設置前のみ（1 基設置後を含

む）で確認された 24 科 52 種を示す．設置後新たに

確認された種は表 3･6 に示すように，13 科 19 種と

少なかった．生活型毎に分類した内訳をみると，図

3･13，図3･14及び表3･5に示すように，水制工設置

前のみ（1 基設置後を含む）の構成はユスリカ科が

多く占める造巣掘潜型およびカゲロウ目やカワゲラ

目などの匍匐型が多くを占めた．  
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表3･3 底生生物の生活型と摂食型による分類

№ 綱 目 科 和名 生活型 摂食型 H18 H19 H22

54 カワゲラ クロカワゲラ クロカワゲラ科 匍匐型 － ○
55 アミメカワゲラ クサカワゲラ属 匍匐型 － ○
56 カメムシ アメンボ アメンボ 遊泳型 ○ ○
- アメンボ科 遊泳型 ○

57 ミズムシ クロチビミズムシ 遊泳型 ○
58 チビミズムシ属 遊泳型 ○
59 トビケラ クダトビケラ クダトビケラ属 携巣型 ○ ○
60 ヤマトビケラ ケシヤマトビケラ属 携巣型 ○
61 ヒメトビケラ ヒメトビケラ属 携巣型 ○ ○
62 シマトビケラ コガタシマトビケラ属 造網型 ○ ○ ○
63 オオシマトビケラ 造網型 濾過食者 ○ ○
64 ハエ ガガンボ ガガンボ属 自由堀潜型 ○
65 ウスバガガンボ属 自由堀潜型 ○
66 ユスリカ オオヌマユスリカ属 造巣掘潜型 捕食者 ○
67 サワユスリカ属 造巣掘潜型 採集食者 ○
68 ツヤユスリカ属 造巣掘潜型 採集食者 ○
69 ヌカユスリカ属 造巣掘潜型 採集食者 ○ ○
70 エリユスリカ亜科 造巣掘潜型 採集食者 ○ ○ ○
71 ユスリカ属 造巣掘潜型 採集食者 ○
72 ツヤムネユスリカ属 造巣掘潜型 濾過食者 ○ ○
73 ハモンユスリカ属 造巣掘潜型 濾過食者 ○ ○ ○
74 ナガレユスリカ属 造巣掘潜型 濾過食者 ○
75 ヒゲユスリカ属 造巣掘潜型 濾過食者 ○ ○
76 モンユスリカ亜科 造巣掘潜型 ○ ○
77 フユユスリカ属 造巣掘潜型 ○
78 ニセテンマクエリユスリカ属 造巣掘潜型 ○
79 Orthocladius属 造巣掘潜型 ○
80 エダゲヒゲユスリカ属 造巣掘潜型 ○ ○ ○
81 カマガタユスリカ属 造巣掘潜型 ○
82 スジカマガタユスリカ属 造巣掘潜型 ○
83 カワリユスリカ属 造巣掘潜型 ○
84 アシマダラユスリカ属 造巣掘潜型 ○ ○
85 コナユスリカ属 造巣掘潜型 ○
86 ユスリカ亜科 造巣掘潜型 ○ ○
- ユスリカ科の一種（蛹） 造巣掘潜型 ○

87 オドリバエ オドリバエ科 － ○
- － ハエ目 － ○

88 コウチュウ ゲンゴロウ キベリマメゲンゴロウ 遊泳型 ○
89 ヒメドロムシ ヒメドロムシ亜科 匍匐型 ○ ○
90 ヒラタドロムシ マルヒラタドロムシ属 匍匐型 ○
91 ミズスマシ コオナガミズスマシ 遊泳型 ○
92 コケムシ 櫛口 チャミドロコケムシ チャミドロコケムシ 固着型 ○

43 59 47合計 8綱20目45科92種 種類数合計 44 
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 一方，設置後のみに確認された種は図3･13，図3･14

のとおり自由掘潜型が多く，種構成の 5 割を占めた．

種としては表 3･6 に示すように，サナエトンボ科，エ

ゾトンボ科などの 8 種のトンボ目，イシガイドブガイ

などのイシガイ科二枚貝，トウヨウモンカゲロウなど

が含まれている．その他のヨコエビ目やマダラカゲロ

ウなどの匍匐型，イトトンボ科などの遊泳型，ヒメタ

ニシやサカマギガイなどの粘液匍匐型の種も新たに確

認された． 

以上のように，底生動物は，河床材料を用いて巣を

造る種類（造巣掘潜型，造網型）が減少し，土砂が移

動しても自由に掘潜できる種が増加している．このこ

とから，河床が動きやすくなり，砂・シルト等の細粒

成分が増加していると考えられる．即ち前述したよう

に，B 地区（ワンド部）や C 地区（ワンド下流部）で

は河床材料の構成のうち砂・シルト分が増加している

ことが分かる．また，設置前にもみられた，匍匐型，

遊泳型の種類については大きな種数の変化はなかった

もののそれらは確認できており，それらの種が生息す

る環境も存在すると考えられる．したがって，水制工

を設置したことにより，その内部や周辺の土砂が移動

することで，本流の底生生物相が多様性を維持しなが

ら，イシガイ科二枚貝といった砂・シルトに潜って生

活する種が増加すると考えられる．さらに，イシガイ

科二枚貝は，タナゴ類の産卵床にもなることから，本

流部への水制工の設置はタナゴ類の主な生息場である

ワンドの環境に近づくものと考えられる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表3･5 水制工設置前および１基設置直後にのみ確認  

    された底生生物リスト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 3･6 水制工設置後に新たに確認された種 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

№ 綱 目 科 和名 学名 生活形
1 ウズムシ ウズムシ サンカクアタマウズムシ ナミウズムシ Dugesia japonica 粘液匍匐型
2 ナミウズムシ属 Dugesia sp. 粘液匍匐型
- サンカクアタマウズムシ科 Dugesiidae 粘液匍匐型
- ウズムシ目の一種 Tricladida sp. 粘液匍匐型
- ウズムシ綱の一種 Turbellaria sp. 粘液匍匐型
3 二枚貝 イガイ イガイ カワヒバリガイ Limnoperna fortunei 固着型
4 ハマグリ シジミ マシジミ属 Corbicula sp. 造巣掘潜型
5 ミミズ オヨギミミズ オヨギミミズ オヨギミミズ科 Lumbriculidae 自由掘潜型
6 ナガミミズ ミズミミズ ミズミミズ科 Naididae 自由掘潜型
7 甲殻 ワラジムシ ミズムシ ミズムシ Asellus hilgendorfi hilgendorfi 匍匐型
8 ヨコエビ マミズヨコエビ フロリダマミズヨコエビ Crangonyx floridanus 匍匐型
9 エビ テナガエビ テナガエビ Macrobrachium nipponense 匍匐型

10 スジエビ Palaemon paucidens 匍匐型
11 ヌマエビ ミナミヌマエビ Neocaridina denticulata 匍匐型
12 昆虫 カゲロウ ヒメシロカゲロウ ヒメシロカゲロウ属 Caenis sp. 匍匐型
13 トンボ カワトンボ アオハダトンボ属 Calopteryx sp. 遊泳型
14 サナエトンボ ホンサナエ Gomphus postocularis 自由掘潜型
15 オナガサナエ Onychogomphus viridicostus 自由掘潜型
16 コオニヤンマ Sieboldius albardae 自由掘潜型
17 エゾトンボ コヤマトンボ Macromia amphigena amphigena 自由掘潜型
18 カメムシ アメンボ アメンボ Aquarius paludum paludum 遊泳型
19 トビケラ シマトビケラ コガタシマトビケラ属 Cheumatopsyche sp. 造網型
20 ハエ ユスリカ エダゲヒゲユスリカ属 Cladotanytarsus sp. 造巣掘潜型
21 エリユスリカ亜科の一種 Orthocladiinae sp. 造巣掘潜型
22 ヌカユスリカ属 Thienemanniella sp. 造巣掘潜型
23 ユスリカ属 Chironomus sp. 造巣掘潜型
- ユスリカ科の一種（蛹） Chironomidae sp. (pupa) 造巣掘潜型

24 Orthocladius属 造巣掘潜型
25 ハモンユスリカ属 Polypedilum sp. 造巣掘潜型
26 アシマダラユスリカ属 Stictochironomus sp. 造巣掘潜型
27 ヒゲユスリカ属 Tanytarsus sp. 造巣掘潜型

合計 5綱13目16科27種

表3･4 水制工設置前後ともに確認された底生動物

№ 綱 目 科 和名 学名 生活形
1 腹足 モノアラガイ カワコザラガイ カワコザラガイ Laevapex nipponica 粘液匍匐型
2 ミミズ ナガミミズ ミズミミズ ヤドリミズミミズ属 Chaetogaster sp. 自由堀潜型
3 ミツゲミズミミズ Nais bretscheri 自由堀潜型
4 ヨゴレミズミミズ属 Slavina sp. 自由堀潜型
- ミズミミズ科 Naididae sp. 自由堀潜型
5 イトミミズ エラミミズ Branchiura sowerbyi 自由堀潜型
6 イトミミズ科 Tubificidae sp. 自由堀潜型
7 ヒル ウオビル グロシフォニ ヌマビル Helobdella stagnalis 匍匐型
8 アタマビル Hemiclepsis marginata 寄生型
9 咽蛭 イシビル イシビル科 Erpobdellidae sp. 匍匐型

10 甲殻 エビ イワガニ モクズガニ Eriocheir japonicus 匍匐型
11 昆虫 カゲロウ コカゲロウ フタモンコカゲロウ Baetis taiwanensis 遊泳型
12 ウスイロフトヒゲコカゲロウ Labiobaetis atrebatinus orientalis 遊泳型
13 クロフトヒゲコカゲロウ Labiobaetis tricolor 遊泳型
14 Ｄコカゲロウ Nigrobaetis sp.D 遊泳型
15 Ｈコカゲロウ Tenuibaetis sp.H 遊泳型
16 ミツオミジカオフタバコカゲロウ Acentrella gnom 遊泳型
17 フタオカゲロウ フタオカゲロウ属 Siphlonurus sp. 遊泳型
18 トビイロカゲロウ ヒメトビイロカゲロウ Choroterpes (Euthraulus) altioculus 匍匐型
19 マダラカゲロウ シリナガマダラカゲロウ Ephacerella longicaudata 匍匐型
20 エラブタマダラカゲロウ Torleya japonica 匍匐型
21 アカマダラカゲロウ Uracanthella punctisetae 匍匐型
22 トンボ カワトンボ ハグロトンボ Calopteryx atrata 匍匐型
23 カワゲラ クロカワゲラ クロカワゲラ科 Capniidae 匍匐型
24 アミメカワゲラ クサカワゲラ属 Isoperla sp. 匍匐型
25 カメムシ ミズムシ クロチビミズムシ Micronecta (Dichaetonecta) orientalis 遊泳型
- チビミズムシ属 Micronecta sp. 遊泳型

26 トビケラ クダトビケラ クダトビケラ属 Psychomyia sp. 携巣型
27 ヤマトビケラ ケシヤマトビケラ属 Padunia sp. 携巣型
28 ヒメトビケラ ヒメトビケラ属 Hydroptila sp. 携巣型
29 シマトビケラ オオシマトビケラ Macrostemum radiatum 造網型
30 ハエ ガガンボ ガガンボ属 Tipula sp. 自由掘潜型
31 ウスバガガンボ属 Antocha sp. 自由掘潜型
32 ユスリカ オオヌマユスリカ属 Macropelopia sp. 造巣掘潜型
33 モンユスリカ亜科 Tanypodinae sp. 造巣掘潜型
34 サワユスリカ属 Potthastia sp. 造巣掘潜型
35 ツヤユスリカ属 Cricotopus sp. 造巣掘潜型
36 フユユスリカ属 Hydrobaenus sp. 造巣掘潜型
37 ニセテンマクエリユスリカ属 Tvetenia sp. 造巣掘潜型
38 カマガタユスリカ属 Cryptochironomus sp. 造巣掘潜型
39 スジカマガタユスリカ属 Demicryptochironomus sp. 造巣掘潜型
40 ツヤムネユスリカ属 Microtendipes sp. 造巣掘潜型
41 カワリユスリカ属 Paratendipes sp. 造巣掘潜型
42 ナガレユスリカ属 Rheotanytarsus sp. 造巣掘潜型
43 コナユスリカ属 Corynoneura sp. 造巣掘潜型
44 エダゲヒゲユスリカ属 Cladotanytarsus sp. 造巣掘潜型
45 ツヤムネユスリカ属 Microtendipes sp. 造巣掘潜型
46 ハモンユスリカ属 Polypedilum sp. 造巣掘潜型
47 ユスリカ亜科の一種 Chironominae sp. 造巣掘潜型
48 オドリバエ オドリバエ科 Empididae －
- － ハエ目 Diptera －

49 コウチュウ ヒメドロムシ ヒメドロムシ亜科 Elminae sp. 匍匐型
50 ヒラタドロムシ マルヒラタドロムシ属 Eubrianax sp. 匍匐型
51 ミズスマシ コオナガミズスマシ Orectochilus punctipennis 遊泳型
52 コケムシ 櫛口 チャミドロコケムシ チャミドロコケムシ Paludicella articulata 固着型

合計6綱13目24科52種

生活形
1 腹足 モノアラガイ サカマキガイ サカマキガイ Physa acuta 粘着匍匐型
2 原始紐舌 タニシ ヒメタニシ Bellamya (Sinotaia) quadrata histrica 粘着匍匐型
3 二枚貝 イシガイ イシガイ イシガイ Unio douglasiae douglasiae 自由掘潜型
4 ドブガイ Sinanodonta sp. 自由掘潜型
5 ミミズ ナガミミズ ミズミミズ Limnodrilus属 自由掘潜型
6 甲殻 ヨコエビ キタヨコエビ オオエゾヨコエビ属 Jesogammarus sp. 匍匐型
7 ナリタヨコエビ Jesogammarus naritai 匍匐型
8 エビ アメリカザリガニ アメリカザリガニ Procambarus clarkii 匍匐型
9 昆虫 カゲロウ モンカゲロウ トウヨウモンカゲロウ Ephemera orientalis  自由掘潜型

10 マダラカゲロウ Ephemerella属 匍匐型
11 トンボ イトトンボ イトトンボ科 Coenagrionidae 遊泳型
12 Paracercion属 遊泳型
13 サナエトンボ ダビドサナエ属 Davidius sp. 自由掘潜型
14 アオサナエ Nihonogomphus viridis 自由掘潜型
- サナエトンボ科 自由掘潜型

15 エゾトンボ キイロヤマトンボ Macromia daimoji 自由掘潜型
16 オオヤマトンボ Epophthalmia elegans 自由掘潜型
17 トンボ シオカラトンボ Orthetrum albistylum speciosum 自由掘潜型
18 コシアキトンボ Pseudothemis zonata 自由掘潜型
- トンボ科 自由掘潜型

19 コウチュウ ゲンゴロウ キベリマメゲンゴロウ Platambus fimbriatus 遊泳型

合計 5綱9目13科19種

№ 綱 目 科 和名 学名
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図3･13 水制工設置前後の底生生物の全体種数および

生活型別の種数の変化 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図3･14 水制工設置前後の底生生物の生活型別の種数

構成割合の変化 

 

 

 

 

４．まとめ 

 
本調査・研究は，前島地区において水制工の試験

施工にあたり，水制工設置前後の環境を比較するこ

とにより，当地域近の環境の特性を整理した．設置

後の調査は 1 年後の結果のみであったが，設置前と

比較し，魚類，底生生物相に変化がみられ，その結

果から次の傾向がうかがえた． 
◆ 本流部に水制工を設置することによって，生物

相にとってより良い環境が得られまた，在来魚類

種数も増えている．流れと淀み（ワンド）の両方

に生息する種の個体割合が増加し，加えて流水を

好む種も確認された． 
水制工を設置することで多様な流れ環境になり，

魚類相豊かな水域を創出することができる． 
◆ 本流部に水制工を設置することによって，ワン

ドやその下流の底質粒径は礫・砂から，砂・シル

ト・粘土に変化し，相対的に小さくなる傾向にあ

る． 
水制工によって，新たな底質粒径の環境を創出

し，底質の多様化をもたらすことができる． 
◆ 水制工設置によってできたワンドやその下流に

おいては，上述のような底質になることから，イ

シガイ科の二枚貝やサナエトンボ科などの自由掘

潜型の底生生物が増加する傾向がある． 
イシガイ科二枚貝は，タナゴ類の産卵母貝であ

ることから，タナゴ類の生息場としての効果が期

待できる． 
 

５．課題 

 

本調査・研究は，舟運の為の航路確保のために水制

工を試験的に前島地区に設置した．そこには，河川環

境から見た良好な生態系が生成される副次効果が期待

されていた．そこで，今後実施される水制工において，

生態系から見た良好な環境を生成するための一助とす

ることを目的に調査・研究を実施した． 

その結果を踏まえた，今後の課題を以下に述べる． 

今回の調査は，設置前調査として生態環境及び物理

環境調査を2ヶ年，2006（平成18）年度，2007（平成
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19）年度にわたり実施し，設置後は2010（平成22）年

度に 1 ヶ年実施している．そのことから，設置後のデ

ーター数が少なく全体に，水制工設置と環境との関係

に明瞭な関係を見いだすことは出来なく，関係が良好

であった項目についても，単年度（１回）のみで評価

するには，短絡過ぎる． 

そこで，水制工設置による多様な生物の生息環境が

創出の状況には，生態環境，周辺環境が安定する，４

～５年後の調査を行い検討を加え，評価を行うことが

重要である．以上 
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「水教育ガイドライン」策定に関する研究 

～子どもたちの感性から理性へ～ 

 
吉野英夫*・三輪準二**・ 山本嘉昭***・ 菅原一成**** 

 
１．はじめに 
 

「水」は，私たち人間をはじめ，地球上の全ての

生き物の生命維持のために必要不可欠なものであり，

私たちの日常生活や産業活動においても直接的・間

接的に利用されて，生活や経済活動の基盤として社

会を支えている．また，海，川，湖などの水辺環境

は，多くの生物の生息の場，多様な景観，人々の遊

び場等を提供し，私たちの生活に潤いや憩いを与え

てくれている． 
このような水，及び水辺環境の普遍的価値は，産

業革命以降の人口増加と人間活動の飛躍的拡大の中

で，人工的な部分が増大し，それに伴って，水に関

わる様々な課題が生じてきた．水及び，水辺環境に

まつわる課題は，身近な日常生活レベルから，地球

規模レベルに拡大し，複雑化，深刻化してきている． 
例えば，都市の拡大，工業地帯の出現，大規模農

業による水の大量消費，深刻な水不足で安全できれ

いな飲み水にアクセスできない人が１１億人もいる

こと．気候変動に伴う局地的な豪雨，台風の大型化・

強大化による洪水・土砂災害・高潮，津波等，水関

連の大規模災害の増加である．  
このように私たちを取り巻く地域の水及び水環境

について，単に家庭や地域社会で取り扱うのではな

く，学校教育に於いて取り組まれることが望ましい． 
これまでにも，社会全体や家庭・地域へ働きかけて

河川流域住民と児童を河川活動へ誘うよう努力が重

ねられてきたが，川の専門家に任せきりであったり，

危険である事を理由に，子どもたちを水環境から遠

ざけてきた経緯がある．そこで，水教育を教育内容

に取り入れ，「生きる力」で重視している思考力・判

断力・表現力を育成することが，水教育の認知を高

めるために有効であると考えられる． 
そこで，学校教育に「水教育」を普及させるため

には，①学習指導要領に準拠した内容で水教育の体

系化を図る．②簡潔明瞭で教育関係者に理解が容易

な手引書を提供することが重要と考え，当財団では，

教育関係者からなる「水教育ガイドライン検討委員

会」を設置した．２年間の調査研究の成果として「水

教育ガイドライン」をまとめたので，その概要につ

いて述べる． 
 
２．『川に学ぶ』社会をめざした取組 

 

２－１．川に学ぶ社会をめざした「河川環境教育」

の取組み 

平成９年５月，「河川法」が改正され，それまでの

「治水」及び「利水」に加え「河川環境の整備と保

全」が新たに法律の目的の一つとして位置付けされ

た．「河川法」の改正を受け，平成１０年６月に「河

川審議会」の「川に学ぶ小委員会」から「『川に学ぶ』

社会をめざして」の報告が出された．この報告をま

とめる議論の過程では，川に学ぶ社会をめざすには

人と川との関わりを再構築するために「川を活かし

た環境教育として河川環境教育の取組みが必要とさ

れた．そこでは，「川を活かした環境教育は，いわゆ

る“教育”ではなく，ちかづく・感じるといった広

い意味であり，“川に学ぶ”姿勢を重視した議論」が

行われた． 

その後，「『川に学ぶ』社会をめざして」の報告に

示された下記の４つの基本方針に沿って，さまざま

な取組が進められてきている． 

*（公財）河川財団 子どもの水辺サポートセンター次長 
** 国土交通省 水管理・国土保全局 水資源部水資源計画課 総合水資源管理戦略室長（前 （公財）河川財団 子どもの水辺サポートセンター長）

***（公財）河川財団 河川総合研究所 上席研究員 
****（公財）河川財団 子どもの水辺サポートセンター 研究員 
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①「人々の関心を高める魅力ある川づくり」 

②「正しく広範な知識・情報の提供」 

③「川に学ぶ機会の提供」 

④「川に学ぶ社会に向けて必要とされる主体的・

継続的活動」 

その具体的な取組みの一つとして，国土交通省，

文部科学省，環境省の３省連携施策として，平成１

１年５月に「『子どもの水辺』再発見プロジェクト」

がスタートした． 

この施策は，教育関係者，河川管理者，市民団体

などが連携して全国各地の河川等において「子ども

の水辺」を選定・登録し，子どもたちの河川の利用

を促進し，地域における子どもたちの体験活動の充

実を図ろうというものである．さらに，平成１４年

５月には，「『子どもの水辺』再発見プロジェクトの

更なる推進について（通知）」が出され，川や水辺を

フィールドとして子どもたちが活動するにあたって

の全国に向けた支援組織として，平成１４年７月に

財団法人河川環境管理財団（現在，公益財団法人河

川財団）内に「子どもの水辺サポートセンター」が

設置された． 

また，平成 12 年９月には，人々を川に誘い安全に

楽しく体験活動を指導できる知識とスキルを有する

川の指導者育成を目的とした「川に学ぶ体験活動協

議会（略称：RAC）」が，全国各地の川や水辺をフィ

ールドとして活動する NPO や市民団体等を構成メン

バーとして設立され，子どもの水辺サポートセンタ

ーと緊密な連携を図りながら河川環境教育の推進を

担ってきている．  

「河川環境教育」は，次世代を担う子どもたちを

対象として，川や水辺における多様な自然について

学ぶ「環境学習」や川を知り，川の楽しさや素晴ら

しさを体感し好きになってもらうための様々な「体

験活動」を実践することと合わせ，それぞれの河川

における歴史や文化，地域社会や流域の人々との関

係やつながりについても学ぶこととしており，当然，

「治水」対策のための河川整備や水資源開発のため

のダム建設の重要性について学ぶ「利水」について

も併せて学ぶ取り組みを行ってきたところである． 

 

一方，世界においても，水に関わる川や水辺だけ

ではなく様々な分野での自然環境に関する問題が取

り上げられ，身近な自然環境から地球規模の環境問

題までを見据えた環境教育の重要性が高まってきて

いる． 

くしくも，環境をテーマとした国際会議である「国

連人間環境会議」において，環境教育の取り組みの

必要性・重要性が議論され，１９７７年のトビリシ

で開催された「環境教育に関する政府間会議」にお

いて，環境教育の取り組みの目標として，子どもの

成長や発達段階に応じ，段階的に５つの目標がトビ

リシ宣言の中に明示された． 

その内容は，次のとおりとなっている． 

（１）関心：社会集団と個々人が，環境全体及び環

境問題に対する感受性や関心を獲得

する（気づく）ことを助ける． 

（２）知識：社会集団と個々人が，環境及びそれに

伴う問題の中で様々な経験を得るこ 

と，そして環境及びそれに伴う問題に

ついて基礎的な知識を獲得すること

を助ける． 

（３）態度：社会集団と個々人が，環境の改善や保

護に積極的に参加する意欲と行動力を

獲得することを助ける． 

（４）技能：社会集団と個々人が，環境問題を確認

したり，解決する技能を獲得すること

を助ける． 

（５）参加：環境問題の解決に向けたあらゆる活動

に積極的に関与できる機会を，社会集

団と個々人に提供する． 

「環境教育に関する政府間会議」において，明示

された，関心・知識・態度・技能・参加という５段

階の目標は，日本の教育における評価の基準，関心・

意欲・態度，知識・理解，思考・表現，技能を身に

つけ，実践に結びつけることの出来る児童の育成を

目標とする日本の学校教育の目標とほぼ同様である

ことが判明した． 

 

２－２．「河川環境教育」における「防災教育」 

近年，局地的な豪雨による洪水や土砂災害の発生，
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毎年繰り返される台風や梅雨前線による豪雨災害な

どの水に関する災害（水災害）の発生，そして，平

成２３年３月１１日の東日本大震災による巨大な津

波による激甚な災害を契機として，国民の防災に対

する認識が大きく変化し，防災対策に関する意識や

関心が高まってきている． 

しかし，多くの国民は，天候不順でも河川敷でキ

ャンプを行い，川の水が増量して中州に取り残され，

救助される，大雨の後，水量の増した川で活動し，

流れに呑まれる，震災時にも避難場所の選定などが

不適切であったなど，水災害に関する知識や認識の

不足から危険な状況に身を置いてしまうと言う事例

はよく見られる．これは，「川遊び・水遊び」は，幼

児にも手軽に楽しめるレジャーであり，防災意識の

ない若い親世代が自然を求めて気軽に出かけてしま

う事が一因である．この様な事故が起こるのは，若

い親世代に，水辺の安全教育，地形や天候による自

然事象の変化に関する関心がないことに原因がある

と考えられる． 

すなわち，川の活動家人口は決して少ないとは言

えないが，構成員の年齢を調査すると，活発に活動

している人材は高齢化しており，２０代～４０代と

いった，子どもの教育に携わる層が少ないことが明

らかになった．平成９年からおよそ２０年を経てい

るが，この間に，行わなければならなかった次世代

教育が十分ではなかったと考えられる． 

このような現状を踏まえ，今後は，『河川環境教育』

から河川に関わる水災害に関連する「防災教育」も

含め河川に関するさまざまなテーマについてより広

範に学ぶ『河川教育』として取り組むことが重要で

あると考えたところである．防災教育については，

「釜石の奇跡」と言われた事例を以下に紹介する 

  

防災教育の重要性を再認識したのは，東日本大震

災において多くの国民や世界からも注目を浴びた

「釜石の奇跡」の事例がある． 

「釜石の奇跡」では，津波という災害には，まず

自分の命は自分で守るための行動を率先してできる

ように，繰り返し訓練した結果であり，自らの命を

守ろうとして行動した子どもたちは，巨大津波発生

時にも，日頃から訓練しているごくごくあたりまえ

なことをしただけで，特別な行動をとったとは思っ

ていないとのことである． 

釜石市の学校教育を中心とした津波防災教育の取

組みは，釜石市の行政，教育委員会，学校現場の関

係者ならびに，津波防災教育の必要性を釜石市に働

きかけ指導してきた片田敏孝群馬大学教授の話を総

合すると，「いきなり津波の恐ろしさを教えるのでは

なく，子どもたちが日頃から身近にある海からの恵

みや自然について学び，海に対する興味・関心を持

たせることからはじめ，時には津波という災いを発

生させることを常に認識してもらうこと」を，時間

をかけて繰り返し行い，さまざまなケースを想定し

避難訓練を実践し，習慣化することを行ってきた結

果であったと報告されている．（下線は，平成２３年

度「川に学ぶ全国事例発表会」講演より引用） 

   

以上のことから，川や水辺を活用した「河川環境

教育」の中に「防災教育」を加え，川に対する理解

や関心を高め，洪水や土砂災害などの水災害につい

ての認識を深めて，災害時に自分の身を守る基礎的

な知識やスキルを学ぶことが重要と考えている．  

  

２－３．「環境教育」から「学校教育」に 

今後は，河川という環境の価値を「環境教育」「防

災教育」に加えて「学校教育」で取り組む方略を見

いだす必要がある． 

本財団では，広く一般の方々を対象とした河川環

境や水防災等に関するシンポジウムや講演会を多く

開催してきたが，このような会に進んで参加する

人々は，元来，河川活動に理解と造詣が深い人であ

る．繰り返し開催しても同じ人が毎回参加し，新入

会員の参入が少ない現状があり，より多くの人々へ

の広がりを持たせるのは難しい現状となっている． 

 

これは，川に学ぶ社会の活動に携わっている人が

多かったことから，新会員の参入を必要としなかっ

たため，河川活動に理解や造詣の深い人たちのみの

活動で充足し，当時小・中・高校生，その親世代へ

の働きかけが不十分であった．子どもたちは 15 年後
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には大人になり，さらにもう 10 年経てば親世代にな

り，さらに自分の子どもを教育する立場になる． 

このため環境，防災，に加えて，学校教育に於い

て実施することが重要になる．とりわけ，このサイ

クルを維持していくためには，現在約 1,000 万人の

児童・生徒が学ぶ小学校・中学校を対象に，学校教

育の中に河川教育を取り入れていくことが重要であ

ると考えられる． 

しかしながら，河川をフィールドとして，河川教

育を学校教育に組み込み，カリキュラム開発をして

定着させるには，以下の様な困難な点があると考え

られる． 

・河川を教材とし，学校教育（特に小学校を対象と

すると）の中で取り扱おうとすると，立地条件や

安全対策への対応等から限定される． 

・河川や水辺を活用した体験型学習活動の実践事例

のほとんどが，学校の近くに活動しやすい河川や

水辺が存在するという恵まれた環境にあり，子ど

もたちの移動や安全管理の面を考慮すると，地理

的な制約などからある程度限定されている現状に

ある． 

・河川を教材とした体験型学習の事例のほとんどは

「総合的な学習の時間」で実践されている．しか

し，「総合的な学習の時間」の活動内容は非常に幅

広く，その設定は，それぞれの学校に任されてい

ることから，「社会」や「理科」などの教科学習の

関連する単元の学習素材として導入・活用しても

らうことで，より多くの子どもたちに河川を教材

とした学習の機会を提供することができると考え

られる． 

・これまでに収集した河川活動の事例は，単発的

で，イベント型が多く，教科教育の目標を達成

していないなど，継続発展が難しい． 

・良い活動内容があったとしてもその知見が蓄積・

研究されておらず，活用することが出来ない． 

・そこで，河川や水辺の基は「水」であり，「水」を

素材とすることで，対象となる学習の幅も広がり，

教科学習への導入の可能性も高くなり，発展性が

あると考えられる． 

 

以上のような問題点を踏まえ，学校教育に幅広く

河川教育を展開していくためには，子どもたちに「水」

を教材とした学習をさせ，諸感覚（いわゆる五感だ

けではなく第六感も含めた人間の持つさまざまな感

覚を言う．）を伸張する．その学習の中で広範な河川

に関連する知識や認識を深める．これらの学習に併

せて，発達段階に応じ，「河川環境」や「水防災」に

対する知識を深める段階的な学習の取組みを「水」

という切り口で統合し，カリキュラム化することが

が必要である． 

「水」を教材化することで，学校種による導入に

も可能性が広がると考えられる．すなわち，幼稚園，

小学校，中学校，に「河川環境」や「水防災」を教

材とし，発達段階に合わせた学習プログラムのもと

に教育が展開されることが重要であり，身近な存在

としての「水」を，学習教材として指導計画を開発・

作成することができれば，「総合的な学習の時間」だ

けではなく，「社会」，「理科」，「家庭」，「生活」さら

には「国語」などの教科学習の中に導入・活用する

ことが出来ると考えている． 

 

２－４．「水教育ガイドライン」の策定へ 

「河川教育」を推進・展開していくためには，中

長期的展望に立ち，次世代を担う子どもたちが学ぶ

学校教育現場への継続的な働きかけをしていくこと

が重要となる．そのためには，河川の基底となって

いる「水」を学習の素材やテーマとすることで，学

習の幅も広がり，学校現場でより取り扱いやすくな

ることが考えられる． 

私たちにとって最も身近で重要な存在である「水」

を教材とした「水教育」を学校教育（今回の調査研

究は，小学校を対象とする．）の「総合的な学習の時

間」をはじめ，生活，国語，社会，理科，家庭など

の教科学習の中に取り込んでいくにはどのようにす

ればよいのか，これまでの取り組みの中では深く検

討してこなかったのが実情である． 

このため，現在の学習指導要領をはじめとする教

育制度ならびに学校現場での実情や学習内容等を踏

まえ，水教育を実践するうえでの指針や目標を体系

化し，これまでの実践事例を踏まえたカリキュラム
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作成を含めた「水教育ガイドライン」を策定し，こ

れをもとに関係機関や教育関係者に働きかけていく

ことが必要と考えた． 

以上のことを踏まえ，教育関係の有識者をメンバ

ーとする「水教育ガイドライン検討委員会」を当財

団内に設置し，２年間の調査研究の結果を整理し，

「水教育ガイドライン」として取りまとめたところ

である． 

水教育ガイドライン委員 

（所属は作成当時） 

 

３．「学習指導要領」と「水教育」との関連 

 

「学校教育の中で水教育を導入・実践していく」

ためには，学校教育における仕組みや学校現場の実

情を十分考慮する必要がある．そこで，最初の取組

として，学校教育の基本となっている「学習指導要

領」と「水」とが関連すると思われる内容等につい

て抽出・整理した． 

「小学校学習指導要領」では，教科毎・学年毎に

目標及び内容等が示されている． 

小学校の教科等は，各教科（「国語」，「社会」，「算

数」，「理科」，「生活」，「音楽」，「図画工作」，「家庭」，

「体育」）及び「道徳」，「外国語活動」，「総合的な学

習の時間」，「特別活動」となっている． 

特に，教育の初期段階となる小学校の学習指導要

領においては，基礎的な知識や技能を身に付け（知

識や理性）させ，自ら考え，判断し，表現する力を

育み，学習する意欲を養うとしている．基礎的な知

識や技能（理性や知識）を身に付けさせるためには，

子どもたちの成長に合わせそれぞれの発達段階に応

じ，人間として本来有する諸感覚を十分に活用し，

気づきや興味・関心を持たせる感性や感覚を育み・

高めさせることが重要となる． 

調査のはじめに，平成２０年３月改訂の現行の「小

学校学習指導要領」から抽出・整理した教科毎・学

年毎の目標について整理した． 

参考として「社会」，「理科」，「生活」の３つの教

科について明示されている目標の一部について整理

した．（表 3-1．参照） 

さらに，各教科の目標に明示されている中から子 

どもたち（児童）が獲得する能力や態度等に関わる

キーワードを抽出し，「感性や感覚」及び「理性や知

識」に類するものとして分類・整理した．（表 3-2．

参照） 

 

  氏名  所    属 

委員

長 
角屋 重樹 

文部科学省 国立教育政策研究所

教育課程研究センター基礎研究部

部長 

副委

員長 
金沢 緑 

広島修道大学人文学部人間関係学

科 元海田町立海田東小学校長 

委員 石井 雅幸 大妻女子大学 家政学部准教授 

々 後藤 良秀 町田市立鶴川第二小学校 

々 佐原 和久 元さいたま市立南浦和小学校校長

々 丸 節子 三鷹市立北野小学校長 

々 三田村 裕 府中市立府中第五小学校長 

々 渡邉 和子 豊島区立富士見台小学校長 

々 河﨑 和明 （財）河川環境管理財団参事 
ｵﾌﾞｻﾞ
ｰﾊﾞｰ 

遠藤 瞳 大妻女子大学家政学部学生 

 社会 理科 生活 

教科の 

目標 

○社会生活についての理解

を図り，我が国の国土と歴

史に対する理解と愛情を

育て，国際社会に生きる平

和で民主的な国家・社会の

形成者として必要な公民

的資質の基礎を養う． 

 

○自然に親しみ，見通しをもって観察，実

験などを行ない，問題解決の能力と自然

を愛する心情を育てるとともに，自然の

事象・現象についての実感を伴った理解

を図り，科学的な見方や考え方を養う．

 

※A 分野・・・物質・エネルギー 

 （各学年は１．に対応・記述） 

※B 分野・・・生命・地球 

 （各学年は２．に対応・記述） 

○具体的な活動や体験を通し

て，自分と身近な人々，社

会及び自然とのかかわりに

関心をもち，自分自身や自

分の生活について考えさせ

るとともに，その過程にお

いて生活上必要な習慣や技

能を身に付けさせ，自立へ

の基礎を養う． 

 

 

表 3-1．３～６学年における「社会」，「理科」及び 1～2学年の「生活」の目標 
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３学年 

の目標 

《社会：第３～４学年》 

１．地域の産業や消費生活の様子，人々の健康な生

活や良好な生活環境及び安全を守るための諸活動

について理解できるようにし，地域社会の一員と

しての自覚を持つようにする． 

２．地域の地理的環境，人々の生活の変化や地域の

発展に尽くした先人の働きについて理解できるよ

うにし，地域社会に対する誇りと愛情を育てるよ

うにする． 

３．地域における社会的事象を観察，調査するとと

もに，地図や各種の具体的資料を効果的に活用し，

地域社会の社会的事象の特色や相互の関連などに

ついて考える力，調べたことや考えたことを表現

する力を育てるようにする． 

《理科：第３学年》 

１．物の重さ，風やゴムの力並びに光，磁石及び電

気を働かせたときの現象を比較しながら調べ，見

いだした問題を興味・関心をもって追求したりも

のづくりをしたりする活動を通して，それらの性

質や働きについての見方や考え方を養う． 

２．身近に見られる動物や植物，日なたと日陰の地

面を比較しながら調べ，見いだした問題を興味・

関心をもって追求する活動を通して，生物を愛護

する態度を育てるとともに，生物の成長のきまり

や体のつくり，生物と環境とのかかわり，太陽と

地面の様子との関係についての見方や考え方を養

う． 

４学年 

の目標 

《理科：第４学年》 

１．空気や水，物の状態の変化，電気による現象を

力，熱，電気の働きと関係付けながら調べ，見い

だした問題を興味・関心をもって追求したりもの

づくりをしたりする活動を通して，それらの性質

や働きについての見方を養う． 

２．人の体のつくり，動物の活動や植物の成長，月

や星の位置の変化を運動，季節，気温，時間など

と関係付けながら調べ，見いだした問題を興味・

関心をもって追求する活動を通して，生物を愛護

する態度を育てるとともに，人の体のつくりと運

動，動物の活動や植物の成長と環境とのかかわり，

気象現象，月や星の動きについての見方や考え方

を養う． 

５学年 

の目標 

《社会：第５学年》 

１．我が国の国土の様子，国土の環境と国民生活と

の関連について理解できるようにし，環境の保全

や自然災害の防止の重要性について関心を深め，

国土に対する愛情を育てるようにする． 

２．我が国の産業の様子，産業と国民生活の関連に

ついて理解できるようにし，我が国の産業の発展

や社会の情報化の進展に関心を持つようにする．

３．社会的事象を具体的に調査するとともに，地図

や地球儀，統計などの各種の基礎的資料を効果的

に活用し，社会的事象の意味について考える力，

調べたことや考えたことを表現する力を育てるよ

うにする． 

《理科：第５学年》 

１．物の溶け方，振り子の運動，電磁石の変化や働

きをそれらに関わる条件に目を向けながら調べ，

見いだした問題を計画的に追究したりものづくり

をしたりする活動を通して，物の変化の規則性に

ついての見方や考え方を養う． 

２．植物の発芽から結実までの過程，動物の発生や

成長，流水の様子，天気の変化の条件，時間，水

量，自然災害などに目を向けながら調べ，見いだ

した問題を計画的に追究する活動を通して，生命

を尊重する態度を育てるとともに，生命の連続性，

流水の働き，気象現象の規則性についての見方や

考え方を養う． 

６学年 

の目標 

《社会：第６学年》 

１．国家・社会の発展に大きな働きをした先人の業

績や優れた文化遺産について興味・関心と理解を

深めるようにするとともに，我が国の歴史や伝統

を大切にし，国を愛する心情を育てるようにする．

２．日常生活における政治の動きと我が国の政治の

考え方及び我が国と関係の深い国の生活や国際社

会における我が国の役割を理解できるようにし，

平和を願う日本人として世界の国々の人々と共に

生きていくことがたいせつであることを自覚でき

るようにする． 

３．社会的事象を具体的に調査するとともに，地図

や地球儀，年表などの各種の基礎的資料を効果的

に活用し，社会的事象の意味をより広い視野から

考える力，調べたことや考えたことを表現する力

を育てるようにする． 

《理科：第６学年》 

１．燃焼，水溶液，てこ及び電気による現象につい

ての要因や規則性を推論しながら調べ，見いだし

た問題を計画的に追求したりものづくりをしたり

する活動を通して，物の性質や規則性についての

見方や考え方を養う． 

２．生物の体のつくりと働き，生物と環境，土地の

つくりと変化の様子，月と太陽の関係を推論しな

がら調べ，見いだした問題を計画的に追求する活

動を通して，生命を尊重する態度を育てるととも

に，生物の体の動き，生物と環境のかかわり，土

地のつくりと変化のきまり，月の位置や特徴につ

いての見方や考え方を養う． 
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表 3-2．小学校学習指導要領の各教科等における目標に明示されている児童が獲得する 

能力や態度等に関わるキーワードの抽出及び分類 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
児童が獲得する能力や態度等に関わるキーワード 

備考 
感性や感覚に類するもの 理性や知識に類するもの 

各教科の 
目標に明 
示されて 
いるキー 
ワード 

・思考力（国語） 
・想像力（国語） 
・言語感覚（国語） 
・国語を尊重する態度（国語） 
 
・国土と歴史に対する愛情（社会） 
 
・楽しさや良さに気付く（算数） 
・生活や学習に活用しようとする態度（算数） 
 
・自然を愛する心情（理科） 
・自然の事象・現象の実感を伴った理解（理科） 
 
・自分と身近な人々，社会や自然とのかかわりに関

心をもつ（生活） 
・自分自身や自分の生活について考えさせる（生活）

・習慣や技能を身に付けさせる（生活） 
・自立への基礎（生活） 
 
・音楽を愛好する心情（音楽） 
・音楽に対する感性（音楽） 
 
・豊かな情操（音楽，図画・工作） 
・感性を働かせながらつくりだす喜びを味わう 
（図画・工作） 

・造形的な創造活動の基礎的な能力（図画・工作）

 
・家庭生活を大切にする心情（家庭） 
・生活をよりよくしようとする実践的な態度（家庭）

 
・道徳的な心情，判断力（道徳） 
・実践意欲と態度などの道徳性（道徳） 
 
・コミュニケーションを図ろうとする態度（外国語）

 
・主体的，創造的，協同的の取り組む態度 
（総合的な学習の時間） 

 
・心身の調和のとれた発達と個性の伸長 

（特別活動） 
・自主的，実践的な態度（特別活動） 
 

・理解する能力（国語） 
・伝え合う力（国語） 
 
・国土と歴史に対する理解（社会） 
・公民的資質（社会） 
 
・筋道を立てて考える（算数） 
・筋道を立てて表現（算数） 
 
・問題解決の能力（理科） 
・科学的な見方や考え方（理科） 
 
・音楽活動の基礎的な能力（音楽） 
 
・日常生活に必要な基礎的・基本的な 
知識及び技能（家庭） 

 
・道徳的価値の自覚（道徳） 
・自己の生き方についての考え（道徳） 
・道徳的実践力の育成（道徳） 
 
・コミュニケーション能力の素地を養う 
（外国語） 

 
・自ら課題を見付け，自ら学び，自ら考え，

主体的に判断し，よりよく問題を解決す

る資質や能力（総合的な学習の時間） 
・学び方やものの考え方 
（総合的な学習の時間） 

・自己の生き方を考えることができる 
 （総合的な学習の時間） 
 
・自己の生き方についての考えを深める 
（特別活動）  

・自己を生かす能力（特別活動） 
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「学校教育の中で水教育を導入・実践していく」

ためには，学校教育を取り巻くしくみや学校現場の

実情を十分考慮する必要がある．そこで，「学習指導

要領」と「水」とが関連すると思われる内容等を抽

出・整理した．（アンダーラインは関連の深い箇所） 

 

３－１．学習指導要領（平成２０年３月改訂）の

基本方針 

21 世紀は，新しい知識・情報・技術が政治・経済・

文化をはじめ社会のあらゆる 

領域での活動の基盤として飛躍的に重要性を増す，

「知識基盤社会」の時代であると言われている．こ

のような知識基盤社会化やグローバル化は，アイデ

ィアなど知識そのものや人材をめぐる国際競争を加

速させる一方で，異なる文化や文明との共存や国際

協力の必要性を増大させている．このような状況に

おいて，確かな学力，豊かな心，健やかな体の調和

を重視する「生きる力」をはぐくむことがますます

重要になっている． 

―中略― 

このため，平成 17 年２月には，文部科学大臣から，

21 世紀を生きる子どもたちの教育の充実を図るた

め，教員の資質・能力の向上や教育条件の整備など

と併せて，国の教育課程の基準全体の見直しについ

て検討するよう，中央教育審議会に対して要請があ

り，同年４月から審議を開始した．この間，教育基

本法改正，学校教育法改正が行われ，知・徳・体の

バランス（教育基本法第２条第１号）とともに，基

礎的・基本的な知識・技能，思考力・判断力・表現

力等及び学習意欲を重視し（学校教育法第 30 条第２

項），学校教育においてはこれらを調和的にはぐくむ

ことが必要である旨が法律上規定されたところであ

る．中央教育審議会においては，このような教育の

根本にさかのぼった法改正を踏まえた審議が行われ，

２年 10 か月にわたる審議の末，平成 20年１月に「幼

稚園，小学校，中学校，高等学校及び特別支援学校

の学習指導要領等の改善について」答申を行った． 

この答申においては，  

①改正教育基本法等を踏まえた学習指導要領改訂 

②「生きる力」という理念の共有 

③基礎的・基本的な知識・技能の習得 

④思考力・判断力・表現力等の育成 

⑤確かな学力を確立するために必要な授業時数 

の確保 

⑥学習意欲の向上や学習習慣の確立 

⑦豊かな心や健やかな体の育成のための指導の充実

を基本的な考え方として，各学校段階や各教科等に

わたる学習指導要領の改善の方向性が示された． 

―中略― 

⑦の豊かな心や健やかな体の育成のための指導の

充実については，徳育や体育の充実のほか，国語を

はじめとする言語に関する能力の重視や体験活動の

充実により，他者，社会，自然・環境とかかわる中

で，これらとともに生きる自分への自信を持たせる

必要があるとの提言がなされた． 

 

この答申を踏まえ，平成 20 年３月 28 日に学校教育

法施行規則を改正するとともに，幼稚園教育要領，

小学校学習指導要領及び中学校学習指導要領を公示

した．小学校学習指導要領は，平成 21 年４月１日か

ら移行措置として算数，理科等を中心に内容を前倒

しして実施するとともに，平成 23 年４月１日から全

面実施する． 

 

教育基本法の改正の内容は，次のとおりである． 

 《参考：学校教育の基本となる法律「教育基本法」》 

 

  
 ◆教育基本法（抜粋）（平成 18 年 12 月 22 日，法律

第 120 号） 

（教育の目標） 

第２条 教育は，その目標を実現するため，学問の自

由を尊重しつつ，次に掲げる目標を達成するよう

行われるものとする．  

１ 幅広い知識と教養を身に付け，真理を求める態度

を養い，豊かな情操と道徳心を培うとともに，健

やかな身体を養うこと． 

２ 個人の価値を尊重して，その能力を伸ばし，創造

性を培い，自主および自立の精神を養うととも

に，職業及び生活との関連を重視し，勤労を重ん

じる態度を養うこと． 

３ 正義と責任，男女の平等，自他の敬愛と協力を重

んずるとともに，公共の精神に基づき，主体的に

社会の形成に参画し，その発展に寄与する態度を

養うこと． 
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教育基本法では，4 「生命を尊び，自然を大切に

し，環境の保全に寄与する態度を養うこと．」 5 「伝

統と文化を尊重し，それらをはぐくんできた我が国

と郷土を愛するとともに，他国を尊重し，国際社会

の平和と発展に寄与する態度を養うこと．」に水教育

との関連がうかがえる．自然とは，日本の国土であ

り，山や川，海や湖といった自然環境である．また，

そこにはぐくまれる生命を尊ぶこと，水にまつわる

伝統や文化を通して我が国と郷土を愛する態度をは

ぐくむことが求められている． 

特に第 10 条が新設され，保護者が第一義的責任を

有するとされたことは，学校と連携して子の教育に

当たるという新しい視点である． 

 

 《参考：「学校教育法（抄）》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆学校教育法（抜粋）（平成 19 年６月 27 日法律第 96

号） 

第２章 義務教育 

第 21 条 義務教育として行われる普通教育は，教育

基本法（平成 18 年法律第 120 号） 

第５条第２項（義務教育として行われる普通教

育は，各個人の有する能力を伸ばしつつ社会にお

いて自立的に生きる基礎を培い，また，国家及び

社会の形成者として必要とされる基本的な資質を

養うことを目的として行われるものとする．）に規

定する目的を実現するため，次に掲げる目標を達

成するよう行われるものとする．  

１ 学校内外における社会活動を促進し，自主，自立

及び協同の精神，規範意識，公正な判断力並びに

公共の精神に基づき主体的に社会の形成に参画

し，その発展に寄与する態度を養うこと． 

２ 学校内外における自然体験活動を促進し，生命

及び自然を尊重する精神ならびに環境の保全に

寄与する態度を養うこと． 

３ 我が国と郷土の現状と歴史について，正しい理

解に導き，伝統と文化を尊重し，それらをはぐ

くんできた我が国と郷土を愛する態度を養うと

ともに，進んで外国の文化の理解を通じて，他

国を尊重し，国際社会の平和と発展に寄与する

態度を養うこと． 

４ 家族と家庭の役割，生活に必要な衣，食，住，

情報，産業その他事項について基礎的な理解と

技能を養うこと． 

５ 読書に親しませ，生活に必要な国語を正しく理

解し，使用する基礎的な能力を養うこと． 

６ 生活に必要な数量的な関係を正しく理解し，処

理する基礎的な能力を養うこと． 

７ 生活にかかわる自然現象について，観察及び実

験を通じて，科学的に理解し，処理する基礎的

な能力を養うこと． 

８ 健康，安全で幸福な生活のために必要な週間を

養うとともに，運動を通じて体力を養い心身の

調和的発達を図ること． 

９ 生活を明るく豊かにする音楽，美術，文芸その

他芸術について基礎的な理解と技能を養うこ

と． 

10 職業についての基礎的な知識と技能，勤労を重

んずる態度及び個性に応じて将来の進路を選択

する能力を養うこと． 

４ 生命を尊び，自然を大切にし，環境の保全に寄

与する態度を養うこと． 

５ 伝統と文化を尊重し，それらをはぐくんできた

我が国と郷土を愛するとともに，他国を尊重し，

国際社会の平和と発展に寄与する態度を養うこ

と． 

（生涯学習の理念） 

第３条 国民一人一人が，自己の人格を磨き，豊かな

人生を送ることができるよう，その生涯にわたっ

て，あらゆる機会に，あらゆる場所において学習

することができ，その成果を適切に生かすことの

できる社会の実現が図られなければならない． 

（義務教育） 

第５条 国民は，その保護する子に，別に法律で定め

るところにより，普通教育を受けさせる義務を負

う． 

２ 義務教育として行なわれる普通教育は，各個人

の有する能力を伸ばしつつ社会において自立的

に生きる基礎を培い，また，国家及び社会の形

成者として必要とされる基本的な資質を養うこ

とを目的として行なわれるものとする． 

３ 国及び地方公共団体は，義務教育の機会を保障

し，その水準を確保するため，適切な役割分担

及び相互の協力の下，その実施に責任を負う． 

４ 国又は地方公共団体の設置する学校における義

務教育については，授業料を徴収しない． 

（家庭教育） 

第 10 条 父母その他の保護者は，子の教育について

第一義的責任を有するものであって，生活のため

に必要な習慣を身に付けさせるとともに，自立心

を育成し，心身の調和のとれた発達を図るよう努

めるものとする． 
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学校内外とは，学校敷地内の他，校区の自然環境

を指す．道路，橋，山，川，滝，河川敷，小川，溝，

池，沼，田んぼ，畑，あぜ道，上下水道，堰，ダム

などがある． 

 これらの自然にはぐくまれる生命は，トンボ，チ

ョウ，バッタ，カマキリ，ガなどの昆虫とその幼虫，

卵，ミズカマキリ，ミズスマシ，ゲンゴロウ，タガ

メ等の水生昆虫とその幼虫，卵，ハヤ，コイ，フナ，

ヨシノボリ，メダカ，ドジョウなどの魚，ヌマエビ，

カワエビ，サワガニなどの甲殻類，カメ，カエル，

イモリ，ヤモリ，トカゲなどの両生類やは虫類とそ

の幼生がいる．さらに，それらの生命をはぐくむ水

質の違いなど子どもたちが探求したくなる素材にあ

ふれている． 

 《参考：「学習指導要領」平成 20 年 3 月改訂》 

  

平成20年3月に改訂された学習指導要領の基本的

なねらいは，下記の３つとなっている．（※平成 20

年 8 月，小学校学習指導要領解説「総則編」から） 

①教育基本法改正等で明確となった教育の理念を踏

まえ「生きる力」を育成すること． 

②知識・技能の習得と思考力・判断力・表現力等の

育成のバランスを重視すること． 

③道徳教育や体育などの充実により，豊かな心と健

やかな体を育成すること． 

 

 さらに，新しい学習指導要領における教育課程編

成の一般方針ならびに改訂の基本方針の概要につい

ては，次の通りである． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 学校の教育活動を進めるに当たっては、各学校にお

いて、児童に生きる力を育むことを目指し、創意工夫

を生かした特色ある教育活動を展開する中で、基礎

的・基本的な知識技能を確実に習得させ、これらを活

用して課題を解決するために必要な思考力、判断力、

表現力その他の能力を育むとともに、主体的に学習に

取り組む態度を養い、個性を生かす教育の充実に努め

なければならない． 

 

２．改訂の基本方針（抜粋） 

①教育基本法改正等で明確となった教育の理念を踏

まえ「生きる力」を育成すること． 

・「生きる力」とは、変化の激しい社会を担う子ども

たちに必要な力とは、基礎・基本を確実に身に付け、

いかに社会が変化しようと、自ら課題を見つけ、自

ら学び、自ら考え主体的に判断し、行動し、よりよ

く問題を解決する資質や能力、自らを律しつつ、他

人とともに協調し、他人を思いやる心や感動する心

などの豊かな人間性、たくましく生きるための健康

や体力である． 

―中略― 

・今回の改正により、教育の理念として、新たに「公

共の精神を尊ぶ」、「環境の保全に寄与する」、「伝統

や文化を尊重し我が国と郷土を愛する」、「他国を尊

重し国際社会の平和と発展に寄与する」ことが規定

された．  

②知識・技能の習得と思考力・判断力・表現力等の育

成のバランスを重視すること． 

・各教科において基礎的・基本的な知識・技能の習得

を重視するとともに、観察・実験やレポートの作成、

論述などの知識・技能の活用を図る学習活動を充実

する． 

・総合的な学習の時間を中心として行なわれる、教科

等の枠を超えた横断的・総合的な課題について各教

科等で取得した知識・技能を相互に関連付けながら

解決するといった探究活動の質的な充実を図るこ

となどにより思考力・判断力・表現力等を育成する．

―中略―    

③道徳教育や体育などの充実により、豊かな心や健や

かな体を育成すること． 

・道徳教育については、道徳の時間を要として学校の

教育活動全体を通じて行なうものであることを明

確化した上で、発達段階に応じた指導内容の重点化

や体験活動の推進、道徳教育推進教師（道徳教育の

推進を主に担当する教師）を中心に全教師が協力し

て道徳教育を典型することの明確化、先人の伝記、

自然、伝統と文化、スポーツなど児童が感動を覚え

る教材の開発と活用などにより充実させる． 

―後略― 

◆学習指導要領（幼稚園，小学校，中学校） 

（平成 20 年 3 月改正） 

（※平成 20 年 8 月，小学校学習指導要領解説「総則

編」から） 

 

１．教育課程編成の一般方針 

（※平成 20 年 3 月，学習指導要領の第１章教育課

程編成の一般方針から） 
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３－２．学習指導要領に示された各教科学習の目

標（教育効果） 

 学習指導要領では，教科毎・学年毎に目標が示さ

れている．小学校においては，各教科（国語，社会，

算数，理科，生活，音楽，図画工作，家庭，体育），

道徳，外国語活動，総合的な学習の時間，特別活動

である． 

平成２０年３月の小学校学習指導要領から抽出・

整理した教科毎・学年毎の目標のうち，水教育に関

連する事項を抜粋すると，「表 3－2－1．新学習指導

要領の各教科の目標（小学校）」のとおりである． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．「水教育」を通して獲得する力 

 

このように各教科における「水」に関連したキー

ワードを抽出することによって，基礎的な知識や技

能を習得する小学校教育の学習素材として活用で

きるものである．そこで，小学校現場において「水」

を素材として教科学習や総合的な学習の時間等で

３．教育内容改善のポイント 

（※平成 22 年 8 月、文部科学省）   

①言語の力をはぐくみます 

 言語活動は、知的活動（理論や思考）、コミュニケ

ーション、感性、情緒の基盤となるものです．子ど

もたちの思考力・判断力・表現力等をはぐくむため

に、たとえば 

・体験から感じ取ったことを表現する 

・事実を正確に理解し伝達する 

・概念・法則・意図などを解釈し、説明したり活用し

たりする 

・情報を分析・評価し、論述する 

・課題について、構想を立てて実践し、評価・改善す

る 

・互いに考えを伝え合い、自らの考えや集団の考えを

発展させる 

②理数の力をはぐくみます 

国際的に通用するカリキュラムにするとともに、新

しい科学的知見を取り入れるなどの観点から教え

る内容を充実します．たとえば、 

・小学校理科では、身近な自然の観察（３年生）等 

③外国語教育を充実します 

小学校における「外国語活動」の導入をはじめとし

て、小・中・高等学校を通して、外国語（英語）教

育の充実を図っています． 

・小学校５・６年生で「外国語活動」を導入します．

④伝統や文化に関する教育を充実します 

国際社会で活躍する日本人の育成を図るため、各教

科において、我が国や郷土の伝統や文化を受け止

め、それを継承・発展するための教育を充実します．

⑤体験活動を充実します 

子どもたちの生活や学習が豊かになるためには豊

かな体験活動が必要です．他者や社会、自然や環境

の中での直接体験のきっかけづくりを行ないます．

たとえば， 

・学校行事（特別活動）において，自然の中での集団

宿泊活動の推進（小学校） 

⑥道徳教育の充実 

 小学校，中学校における道徳教育は，道徳の時間（年

間３５時間，週１時間）を要として，学校の教育活

動全体を通じて行なわれます．たとえば，小学校で

は 

・自立心や自立性，自他の生命の尊重する心を育てま

す．（全学年） 

・あいさつなどの基本的な生活習慣，人間としてし

てはならないことをしないことを学びます．（低

学年） 

・集団や社会のきまりを守ることを学びます．（中学

年） 

・法やきまりの意義の理解，相手の立場を理解し，支

え合う態度，集団における役割と責任を学びます．

（高学年） 

⑦健やかな体を育てます 

 生涯にわたって運動に親しみ，健康を保持増進し，

豊かなスポーツライフを実現できるように，一人一

人に応じた体力の向上を目指します．また，学習し

たことを実生活，実社会において生かすことを重視

し，学校段階間の接続や発達の段階に応じて，児童

生徒に指導する内容を整理し，体系化を図りまし

た． 

⑧社会の進展に対応した教育を行ないます 

 環境教育の充実：持続可能な社会をつくることの重

要性について，たとえば    

・小学校の社会では，節水や節電などの資源の有効利

用（３・４年生） 

・小学校の理科では，身近な自然の観察（３年生） 

・小学校の家庭では，自分の生活と身近な環境とのか

かわりについての気付き，物の使い方などの工夫

（５・６年生） 

⑨さらに，次のような内容も充実します 

・社会では，情報化した社会の様子や自然災害防止の

取組みを学習します．（小学校５年生） 
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の導入・実践を目指した「水教育」について検討を

行った． 

水教育の活動範囲は，「水」が存在する屋内の水槽

からプール，そして身近な水辺や河川をフィールド

として行うことである．こうした場で諸感覚を通し

た感性を育むとともにさまざまな事象に気付き，自

ら調べ・学ぶことを繰り返し体験することを通して，

「理性（知識）」を獲得できると考えた． 

 

小学校低学年段階では，上記の「理性（知識）」に

区分される内容が多く含まれているが，人間として

本来有する諸感覚を通して育まれる「感性（感覚）」

を高めることも大切と考えている． 

そこで，「水教育」の中で「水」に触れ，諸感覚を

通しての好奇心や気付きから探究心へ，そして，さ

まざまな学びや体験の中から得られた理性（知識）

を含めた獲得される力を検討した．これらを「感性」，

「知識」，「態度」，「技能」のカテゴリーで分類して

みる． 

「感性」 

・水の冷たさや美しさなどの感性 

・流れる水の力を実感しながら水の力に関する 

感性 

「知識」 

・生物の多様な生き様（生態や生息環境）に関す

る知識 

「態度」 

・他者への視点 

・他者への配慮 

・集団で協力する 

・自分の意思を決定するという主体性 

・注意事項を守り，活動に取り組むという安全性 

・公共のものを大切にし，集団活動のルールを守

るという社会性 

・目的や目標を達成しようとする挑戦や向上心 

「技能」 

 ・水に関する知識や技能 

 

以上の分類では，態度の項目が多く，評価基準を

示しにくいという特徴がある．それは，これまで態

度目標を掲げ，子どもたちにつけたい力を明確にす

ることなく活動に終始してすることが多かったとい

う事を表している． 

そこで，今後は，トリビシ宣言に明示された「関

心」・「知識」・「態度」・「能力」・「技能」・「参加」の

項目を参考に日本の学習指導要領でに照らして以下

の点について下位項目の検討を行う． 

 

・「水と関わる体験活動を通して得られる感性」 

・「水中の生物と関わることから得られる知識・技

能」 

・「知識を得るために用いる能力」 

・「人と関わることから得られる態度」 

 

４－１．水と関わる体験活動を通して得られる感

性 

子どもたちは，身近な自然の河川や水辺に出かけ，

水を見たり，水に触れたりする中で様々なことを感

じ取っていくと考えられる．たとえば，春に水辺に

いくと，心地よい水の流れる音にふれるといった経

験もする．夏に川や水辺に来た子どもたちは，水に

触れ，水の冷たさ，気持ちよさや心地よさを感じる．

また，水辺が太陽の光で輝く様子を見て美しさやま

ぶしさを感じていくと考えられる．冬の寒い日に川

原に行くと肌を刺すような寒さを感じ，こうした中

で，水に触れると水が温かく感じることもある．こ

うした河川教育の中で，子どもは水や水辺の心地よ

さ，美しさ，気持ちよさ，厳しさ，冷たさなどの感

性を獲得していくと考えられる． 

 

①快・不快の感覚 

身近に存在するプール，校庭などの水たまり，川

や池，田んぼ，雨水，水道などの水に触れる，手足

を洗う，泳ぐ，水遊びなどの体験をすることで，清

潔な水，汚れた水を体感・認識することで快・不快

の感覚を育むことができると考えられる． 

 

②周りの風や水に包まれる感覚 

身近な川や水辺の自然の中に身をおき，川のせせ

らぎや力強い流水の音を聴く体験やライフジャケッ
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トを着用した川の流れ体験やボートやイカダに乗っ

て水面を移動する体験などから，子どもたち自身が

風や水に包まれる感覚を体験し表現させることがで

きる． 

 

③対象を制御する感覚 

水を素材としたさまざまな遊びを通して，水・泥・

砂・雪などを自分の意思のもとに制御（自由にコン

トロール）するという以下のような体験をし，表現

させることができると考えられる． 

 

④具体的な活動 

・水と泥や砂を使って，いろいろなものを造った

り壊したりする 

・水鉄砲で，水を遠くに飛ばす 

・水の流れを利用して水車を回す 

・コップ等で水を汲んだり，運んだり，流したり

する 

・雪だるま作りや雪合戦などの体験・体感する活

動 

 

⑤畏敬の念，限界，謙虚さ 

身近な川という自然は，平常時には，さまざまな

生き物が生息する場であり，日常生活や社会経済活

動に不可欠な水の源として，私たち人間に大きな恵

みを与える存在となっている． 

一方，東日本大震災による未曾有の津波被害等を

教訓とするとともに，台風や集中豪雨時の洪水によ

る整備された堤防の破壊，都市部での冠水や地下街

等への浸水被害について学ぶことを通して，自然に

対する畏怖の念や科学における技術や予測に限界

があることをとらえるようになることが考えられ

る． 

 

４－２．水中の生物と関わることから得られる知

識・技能 

①知識 

子どもは，「魚とり」，「虫とり」や「草花を見るこ

と」を好む．そこで，生き物を見つけたり追いかけ

たり採集したりする中で，水中や水辺にはいろいろ

な生物がいること，食べ物や生息場所，生物の多様

な生態や生息環境に関する知識を獲得することがで

きると考えられる． 

 

②具体的な活動 

・植物の葉などの水滴（凝集力，表面張力） 

・水の流れから感じる力（圧力＝水力） 

・水の流れてくる方向や流れてゆく方向 

（上流＝高い，下流＝低い） 

・水の流れの速さ（川の形状により流速が変化） 

・水に浮く（浮力） 

・水面の波の広がり（波の伝搬） 

・水に濡れることでの冷たさ（気化熱，熱伝導） 

 

４－３. 知識を得るために用いる能力 

 子どもたちは，水中の生物を見るとき，既習の昆

虫と比較しながら情報を得る，また，生き物が生息

している環境と生き物の大きさや数とを関係づけて

考えたりどんな条件があるのかを調査する．得られ

た情報を整理して多面的に推論する能力も培われる

と考えられる． 

 

①他者という視点を獲得して知を作る 

川や水辺の観察・調査で採取した植物や“がさが

さ”や“魚とり”などの体験活動で捕まえた生き物

（ザリガニや魚）をプランターや水槽で育てる継続

した活動をとおして，育てている生き物を「他者と

いう視点」でとらえる「能力」や自然を大切にする

「態度」が育成されると考えられる． 

 

②部分と全体の関係で対象をとらえ知を作る 

 自分たちが遊び，活動した身近な川の存在を通し

て上流や下流の存在にも興味・関心を持つことから，

地図を使った川全体を読み取る活動を通して，部分

（身近に存在する川）と全体（上流や下流にも目を

向ける自分たちの活動）の関係についての認識を深

め，対象（身近な川）を全体と部分でとらえるよう

になると考えられる． 
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③弁別する力 

身近な河川等の観察や水質調査活動を通じ，水質

汚濁とその改善に向けた取り組み等を比較させるこ

とで，対象を弁別することができるようになると考

えられる． 

 

④言語力の育成 

 「寝耳に水」「我田引水」など，水に関する諺（こ

とわざ）や故事成語はたくさんある．例えば，「我田

引水」の故事を知ることで，人間にとって水がどの

ようなものだったかを理解するように，さまざまな

ことわざを理解することを通して，水をいろいろな

側面からとらえるようになると考えられる． 

水に関する言葉のもつ意味や内容を理解すること

から，言葉で表現された川や水辺などの自然がもつ

様々な豊かさ・美しさ・力強さ等を感じ取り，水の

もつ多様な表情を区別して認識するようになると考

えられる． 

すなわち，我が国の伝統文化である和歌や俳句を

用いれば，「学習指導要領」の改訂により小学生も親

しむようになり，身近な川などの自然の景物を詠ん

だり，水と人との関わりを捉えて述べさせるなど効

果的な教材であるといえる．例えば，「五月雨をあつ

めて早し最上川」という俳句のように，水の情景を

理解するとともに，そこに暮らす人々の生活にも思

いをはせることができると考えられる． 

 

４－４．人と関わることから得られる態度 

①共同して学ぶ態度 

河川で行う個別の探究活動は，情報を交換する仲

間を求め，体験を交流させて新しい探究の方法を考

えだし，判断して決定し・実行する能力を育む． 

すなわち，砂遊びや礫河原等での人工水路づくり

体験，イカダづくりとイカダ乗船体験などである． 

また，Ｅボート組立・乗船・撤収を通した体験な

どを理解・認識することで，自ら進んで行動する態

度を身に付けることができると考えられる．子ども

は，川や水辺をフィールドとして，クラス単位や仲

間同士のグループで体験活動を行うことができる．

たとえば，１０人乗りのＥボート（空気を注入する

大型のゴムボート）を活用した体験活動事例では，

つぎのような力を獲得できると考えられる． 

・Ｅボートを組み立てたり，水面への運搬・移動

させたり，操船したりすることを一緒に活動す

る仲間やメンバーに対する気配りから「他者へ

の配慮・気遣い」 

・グループで共同してＥボートを操船するという

同一の目的・目標に向けて取り組み達成するた

めに，「集団で協力する」という人間関係の大切

さを認識 

・Ｅボートの組み立てでは，グループ内で役割分

担しながら協力して作業を進める必要があるこ

とから，自分は何をどのように行動すべきであ

るかという，自己の意思を決定するという「主

体性」 

・川や水辺に内在する危険に対処するできる態度

や行動，さらに，一人一人が常に安全な活動の

ための注意事項を守り活動に取り組むという

「安全性」 

・河川施設や公共の水面，みんなが使うＥボート

などの公共のものを大切にし，集団活動のルー

ルを守るという「社会性」 

・いままでに経験したことのない体験を通して，

より高次な目的や目標を設定し，その目的や目

標を達成しようとする「挑戦や向上心」 

 

②自己と他者を関係づけて学ぶ態度 

川や水辺の生き物とそれらの生息環境との関係を

調べる活動から，生物や場所による違いを比較した

り，生き物固有の生活の仕方を見いだす活動から，

生活環境と生き方とを関係づけたりするようになる

と考えられる． 
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５．おわりに 

 
 平成１０年の「河川審議会・川に学ぶ小委員会」

の報告「『川に学ぶ』社会をめざして」以降，次世代

を担う子どもたちを対象とし，川や水辺をフィール

ドとした体験活動を主体とした「河川教育」を推進

し，「川に学ぶ」社会の再構築をめざし，さまざまな

取組を行ってきたが，より多くの子どもたちに「河

川教育」の機会を提供するという目標達成の限界も

感じてきた． 

そこで，全ての子どもたちが学ぶ学校教育現場の

総合的な学習の時間や教科学習の中で，河川教育に

つながる「水」を素材とした「水教育」学習を導入

することができれば，子どもたちへの学習や体験活

動の機会を提供することができると考えている． 

水教育ガイドライン検討委員会において，「水教育」

の教育効果や子どもたちが成長する上で必要な感性

を育み・高め・深めることから獲得できる能力や理

性（知識）について，学校教育の基本となっている

「学習指導要領」の内容を踏まえて整理・体系化し

た． 

本調査研究の成果としてまとめた「水教育ガイド

ライン」が，河川整備基金助成事業の「河川教育」

部門の助成を受けた小学校等を中心とした学校関係

者をはじめ，川をフィールドとして活動する市民団

体等の指導者などの関係者の皆様に利活用されるこ

とを期待するとともに，検討会に参加し専門的な立

場から積極的なご議論と貴重なご意見をいただいた

諸先生方に感謝申し上げる． 

当財団としては，「水教育」及び「河川教育」の展

開に向け，更なる調査・研究の必要性を考えている． 

 

「水教育ガイドライン」は，「当財団・子どもの水

辺サポートセンター」のホームページに公表してい

る． 

 

http://www.mizube-support-center.org/contents

/guideline.html 

  

水教育ガイドライン検討委員会 
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市民等による水質調査結果の活用に関する研究 
 

菅原一成*・ 山本嘉昭**・ 吉野英夫***・ 江幡禎則**** 

 

 
 

１．はじめに 
 

近年，水環境に対する意識の高まりを受け，現在

全国各地の河川等で，NPO 法人や学校などといった

数多くの市民等による水質調査が実施されている． 

このような取り組みは，人々の水環境に関する理

解と関心，流域の連携を深めるという効果があるば

かりか，きめ細かに面的な水質把握をすることがで

きるという特徴がある． 

その特徴を活かし，市民等による水質調査を，河

川管理に活用することにより，より広く水環境を把

握することができるのではないだろうか．もちろん，

市民等による調査結果は河川管理者等により一部公

開されているものもあるが，それらの調査結果はよ

り実務的に河川管理に活用でき得るのではないだろ

うか． 

そういった視点から，本研究はこれまでに蓄積さ

れた市民等による水質調査事例の収集・整理及び調

査結果の評価を行い，より的確に水環境を把握する

方策等を検討することを目的として研究を行った． 

 

２．市民等による水質調査活動の例 

 

現在，数多くの市民等による水質調査が全国各地

の河川等で実施されているが，それらの取組のなか

でも，平成１６年にスタートした「身近な水環境の

全国一斉調査」は，毎年６月初旬の日曜日に全国一

斉で水質調査を行い，市民自らの手によって身近な

水環境の実態を把握するという取り組みであり，調

査数や参加人数が多く，市民等による水質調査の代

表的な事例と言える（当財団はその一斉調査のスタ

ート時点から参画し，活動を支援している）． 

調査項目としては，パックテスト等の簡易法によ

るＣＯＤ及び水温等の測定を基本項目として実施し

ているが，団体によっては様々な項目追加を実施し

ている．機材を用いた科学的な水質調査や感覚的に

水環境を調べる方法等，様々な側面から調査を行う

ことが，水辺環境を総合的に診断する上で求められ

ている． 

我が国では，水質汚濁に係わる環境基準としてＣ

ＯＤやＢＯＤが用いられているが，ＢＯＤの測定は

５日間を要するなど繁雑なため，簡易法ではＣＯＤ

がしばしば用いられている． 

図 1・1で示すように，「身近な水環境の全国一斉

調査」は,国土交通省や当財団も関係者として加わっ

た「身近な水環境の全国一斉調査実行委員会」でま

とめた「水辺環境を総合的に診断する」という大き

な目標のもと，少なくともＣＯＤを共通項目として

調査を継続して行っている． 

水質

水辺の様子生き物

・水温
・窒素
・リン
・溶存酸素

・大腸菌数
・微量物質

安全性評価項目

測定項目
基本項目

・pH
・電気伝導度
・BOD

・COD

新しい水質指標
・におい

・ゴミ

・河床の感覚（ヌルヌルさ）

・透視度（クリンメジャー）

地域の歴史・文化 地域の土地利用・下水道普及状況

調べる・身近な水辺

水辺環境を総合的に診断する

感覚で調べる

科学的に調べる

・護岸・河川敷

・水の量

・水の流れ方

・付着藻類

・水辺植物

・底生生物

・魚類

 
図 1・1「調べる・身近な水辺」 

（出典：身近な水環境の全国一斉調査資料） 

 

*（公財）河川財団 子どもの水辺サポートセンター 研究員 
**（公財）河川財団 河川総合研究所 上席研究員 

***（公財）河川財団 子どもの水辺サポートセンター 次長 
****  飛鳥建設株式会社 首都圏土木支店 技術部長（前 財団法人 河川環境管理財団 河川総合研究所 研究第二部 担当部長） 
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図 1・2で示すように「身近な水環境の全国一斉調

査」は 2004 年の第 1回調査から 2013 年の第 10 回調

査まで，累計で全国のべ52，400地点以上がのべ71，

000 人以上の参加者により調査されている．（参加者

数についての報告があった団体のみ集計しているた

め，実際の調査人数は公式発表数より多い．） 

 

 
図 1・2 調査地点数と結果の推移 

（出典：身近な水環境の全国一斉調査資料） 

 

これらの取り組みは，多くの人たちが調査に参加

することにより，きめ細やかにかつ面的につながり

のある結果を得ることができる．図 1・3で多摩川流

域の水質マップを例として示す．同一日に同じ河川

の上流と下流などで調査すれば，相互に比較できる

等の結果を得ることができ，また多くの参加者の間

で連携の意識が生まれる． 

 

図1・3 多摩川流域の水質マップ（COD） 2012年 6月 

（出典：身近な水環境の全国一斉調査資料） 

このような面的な広がりに加え，同一の定点箇所

を継続的に調査することにより，図 1・4で示すよう

に水質の経年変化を明らかにすることができる． 

 

 

 

図 1・4 水質の経年変化グラフの例 

（多摩川水系多摩川・野川・浅川） 

（出典：身近な水環境の全国一斉調査資料） 

 

さらに図 1・5では国土交通省水文水質データーベ

ースに掲載されている多摩川の「水質・底質観測所」

全 17 箇所の位置も追加した．赤い丸で囲った部分が

「水質・底質観測所」の位置となる．市民等による

水質調査地点がいかに流域全体で行われているかが

分かる． 

 

 

図1・5 多摩川流域の水質マップ（COD） 2012年 6月 

（出典：身近な水環境の全国一斉調査資料を改変） 
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また，全国規模のマップも国土交通省のウェブサ

イト等で見ることができるが，図 1・3で示した多摩

川流域の水質マップは「美しい多摩川フォーラム」

という任意団体が作成しており，現状ではこのよう

に市民の手によって多くのマップが公開されている． 

「身近な水環境の全国一斉調査」の目的と意義を

表 1・1に示す．これらの調査は統一したマニュアル

に基づき，精度管理を行うことで，結果を他の場所

や過去のデータと比較する事ができる（この場合の

精度管理は 3回測定することによる異常値の排除や

データのバラツキを抑えるなどの方法がある）．また，

その過程で水の汚れの原因を調べ，考え，実践活動

に結びつけることができる． 

そして，定点調査を継続することにより水質の経

年変化が明らかになり，将来を予測することにつな

がる． 

さらに，子どもたちが調査に参加することにより，

その活動を将来に引き継ぐことができる． 

「身近な水環境の全国一斉調査」の取り組みは，

こういった水環境に対する市民の理解と関心の拡

大・向上に貢献している点や次世代を見据えた活動

の継続性（「100 年の眼」）などが評価され， 2012

年の第 14 回日本水大賞における国土交通大臣賞を

受賞している． 

 

表 1・1 身近な水環境の全国一斉調査「目的と意義」 

（出典：身近な水環境の全国一斉調査資料） 

・身近な水環境を自ら調べ，実態をすぐに知ることがで

きる 

・他の地点や過去のデータと比較することにより，身近

な水環境の状態を理解し，評価することができる 

・水の汚れの原因を考えるきっかけとなる 

・水環境の保全・修復のための実践活動に結びつけるこ

とができる 

・子どもたちの参加により，将来に活動を引き継ぐこと

ができる 

 

 

 

３．市民等による水質調査活動の現状 

 

この研究の目的である，これら市民等による水質

調査結果を河川管理へ活用するためには，データの

信頼性が重要となる．そこで，これらの水質調査活

動の現状を述べる． 

これら市民等による水質調査活動の実情や河川管

理者等との連携状況を把握することを目的に，長年

一斉調査を行っている 67 団体を選定して，表 3・1

で示す項目でアンケート調査を行った． 

 

表 3・1 アンケート調査項目 

設問 内容 

設問 1．  調査項目 必須項目および独自項目の実施状況 

設問 2．  独自調査の実施項目 具体的な実施項目（12 項目） 

設問 3．  独自調査の実施状況 一斉調査と同時，あるいは別途調整 

設問 4．  測定精度管理の取り組み マニュアル，講習会等の活用 

設問 5．  精度確保のための指導 指導者の有無 

設問 6．  指導者の属性 教育関係者，行政関係者 

設問 7．  水質調査の実施状況 定点を設定した継続箇所の実施 

設問 8．  水質調査の実施地点数 一斉調査，独自調査の実施地点 

設問 9．  調査手法・調査結果の集計 調査手法，調査結果の集計・整理 

設問 10． 調査地点の整合 一斉調査と公定法との同地点の有無 

設問 11． 調査日の整合 一斉調査と公定法との同地点の有無 

設問 12． 調査結果の活用 独自の活用事例 

設問 13． 調査実施時の連絡先 他団体・河川管理者との連携状況 

設問 14． 他の市民団体との連携方法 具体的な連携方法，連携のメリット 

設問 15． 学校関係との連携方法 具体的な連携方法，連携のメリット 

設問 16． 企業との連携方法 具体的な連携方法，連携のメリット 

設問 17． 河川管理者との連携方法 具体的な連携方法，連携のメリット 

設問 18． 関係行政機関との連携方法 具体的な連携方法，連携のメリット 

設問19． 調査結果の測定精度の評価
測定精度の評価・分析にあたり，河川管
理者の水質データの活用 

設問 20． 具体的な情報，入手方法な
ど 

具体的な情報，入手方法，河川管理者の
データの活用方法 

設問 21． 継続する上での課題など 
一斉・独自調査を継続する上での課題・問
題点，河川管理者に対する要望・期待 

設問 22． 課題等への考え方など 課題や問題点に対する考え方，対応状況

設問 23． 自由意見 
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図 3・1で示すように「水質調査の測定精度を確保

するための取り組み」に関する設問では，回答があ

った 56 団体中，4 団体を除き，「マニュアル」・「事

前講習会」・「取扱説明書の活用」・「独自調査マニュ

アルの作成」が実施している取り組みとして挙げら

れており，各団体において何らかの精度管理の取り

組みが行われていることが分かった． 

28

16

12

9

8

4

取扱説明書等の使用

マニュアルの事前配布

その他

独自マニュアルの作成

講習会

特になし

 

図 3・1 問 4「測定精度の信頼性を確保するために，

具体的にどのような取り組みを行っているか」に対

する回答（重複回答有り）（N=56） 

 

次に，測定精度の確保・管理を行なっている団体

に対し，「専門的な知識やスキルを有する指導者の有

無」に関する設問を設定した． 

その結果，図 3・2で示すように約８割の団体にお

いて「指導者が団体内にいる」もしくは「外部から

招聘している」と回答しており，各団体において専

門的な知識やスキルを有する人材を確保しているこ

とが明らかとなった． 

いる

72%

外部指導

者

12%

いない

16%

 

図 3・2 問 5「団体員や参加者等に対する講習会等

を実施・指導する専門的な知識やスキルを有する指

導者がいるか」に対する回答（N=51） 

更に図 3・3で示すように問 5の回答における「専

門的な知識やスキルを有する指導者」についての設

問では，「長年にわたり水質調査に取り組んでいる市

民団体の指導者」が３１団体と回答団体の約２／３

を占めていることも明らかとなった．次いで「大学

関係者」「研究機関関係者」「学校関係者」との回答

となっており，河川管理者が指導を行っている事例

は少ないことが分かった． 

 

31

14

10

9

5

5

5

1

1

市民団体の責任者

大学関係者

研究機関関係者

学校関係者（小・中・高校）

行政関係者（河川管理者以外）

河川管理者（国）

その他

河川管理者（都道府県）

河川管理者（市町村）
 

 

図 3・3 問 6「問 5での指導者はどのような方か」

に対する回答（重複回答有り）（N=48） 

 

また，図 3・4で示すように，調査を実施するにあ

たり，14 団体を除く 37 団体は様々な主体と何らか

の連携関係を構築していることが分かった． 

 

27

24

14

13

12

11

7

他の市民団体

学校関係

連携なし

関係行政機関

河川管理者（国・都道府県）

企業

その他
 

 

図 3・4 問 13「調査を実施するにあたり，他団体や

河川管理者等と連携を取っているか」に対する回答

（重複回答有り）（N=57） 

 

図 3・5 で示すように，河川管理者との連携では「国

との連携」が 13 団体であり，また実際の調査時に「河

川管理の担当者が参加」していると返答したのは 10
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団体であった． 

これらの調査からみると，連携状況ではあまり活

発ではないようだが，河川管理者と連携するメリッ

トとして，市民からは「調査活動の情報発信・広報，

広範な情報収集」が他の設問の回答で挙げられてい

る． 

13

3

7

10

6

2

0

0

1.河川管理者（国）と連携して実施

2.河川管理者（都道府県）と連携して実施

3.河川関係部局（市町村）と連携して実施

4.河川管理の担当者が参加

5.調査器材等の支援・協力

6.活動資金の一部を支援

7.水質調査業務の受注

8.その他

 

図 3・5 問 17「河川管理者との連携状況」に対する

回答（重複回答有り）（N=57） 

 

次に，図 3・6で示すように自分たちが調査したデ

ータの評価・分析を行うに当たって，約３割の（17

団体）の団体が河川管理者の水質調査結果を活用し

ている一方，７割近い団体（33 団体）が「活用して

いない・または情報の入手方法がわからない」とい

う現状にあることが分かった． 

1.活用し

ている

34%

2.入手方

法等がわ

からない

12%

3.活用し

ていない

6%

4.活用を

考えたこ

とがない

48%

 

図 3・6 問 19「河川管理者（国・都道府県）が実施

している水質調査のデータ等の活用状況」に対する

回答（N=50） 

 

また，図 3・7，図 3・8，図 3・9で示すように，

問 19 で「活用している」と答えた団体のうち，河川

管理者からの入手データは「水質」が多く，入手方

法は「ホームページ」となっており，河川管理者と

「協働による水質調査」や「情報交換の機会」は少

ない状況にある．また，活用内容としては「精度管

理」「啓発資料の作成」などとなっており，一部の団

体では調査地点のデータを，毎年度河川管理者のデ

ータとの比較に活用していることが分かった． 

このように長年一斉調査に係わっている団体でも，

河川管理者との連携やデータの活用状況は多くない

ことが明らかとなった． 

17

8

6

5

5

2

0

水質

河川環境全般

河川情報（水位・流量など）

生き物

防災関係

市民との連携

その他

 

図 3・7 問 20-1「具体的な情報」に対する回答 

（重複回答有り）（N=17） 

 

11

5

4

4

4

3

HP

その他

インターネット

広報やパンフレット

協働による水質調査

情報交換の機会

 

図 3・8 問 20-2「情報の入手方法」に対する回答 

（重複回答有り）（N=15） 

 

8

7

6

2

2

精度管理（毎年度継続）

精度管理（数回）

啓発資料の作成・発行

入手したが役立てたことがない

その他

 

図 3・9 問 20-3「データの活用内容」に対する回答 

（重複回答有り）（N=20） 
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４．市民等による水質調査結果の信頼性評価 

 

次にその多くの市民等による水質調査結果の信頼

性を評価・検証するために，河川管理者が行った調

査データとの比較を試みた． 

はじめに，市民等の調査地点と同じ場所で，河川

管理者が調査を行っている地点があるかどうかにつ

いて質問したところ，図 4・1で示す通り「ない・わ

からない」と回答したのは８割（43 団体）となって

おり，長年「身近な水環境の全国一斉調査」に継続

して参加している団体でも河川管理者の水質調査の

実施について十分認識していないことが分かった． 

1.ない

16%

2.わから

ない

63%

3.ある

21%

 

図 4・1 問 10「調査地点の中で，河川管理者（国・

都道府県）の公定法による調査地点と同じ場所があ

るかどうか」に対する回答（N=56） 

 

また図 4・2で示すように，「同一地点がある」と

答えた団体でも，実際はその 1/4 しか河川管理者と

同一日に調査を行っていないことが明らかとなった． 

4

1

9

0

3

5

2

1.一斉調査は河川管理者と同一日（統一日）

2.一斉調査は河川管理者と同一日（統一日以外）

3.一斉調査は河川管理者とは別日

4.独自調査は河川管理者と同一日

5.独自調査は河川管理者とは別日

6.わからない

7.その他

 
図 4・2 問11「河川管理者（国・都道府県）の調査と

同じ日に実施しているかどうか」に対する回答（N=20） 

次に，これらの回答者の調査地点と同じ場所で，

河川管理者が実施した一斉調査データがあるかどう

かを探してみた． 

図 4・1で示す表の上の上段が河川管理者による調

査データで，下段が市民等による調査データとなる． 

確かに河川管理者による調査データと市民等によ

る調査データの緯度経度はほぼ同一地点となってい

るが，採水日，つまり調査日が異なっている．周知

のとおり，同じ調査地点であっても採水日が異なる

と，COD 値を変化させる多くの要因が存在するため，

正確な比較をすることができなくなる． 

 

表 4・1 同一地点における河川管理者と市民等によ

る調査データ：東京都世田谷区兵庫橋（多摩川） 

区
分 

緯
度
（
度
）

緯
度
（
分
）

緯
度
（
秒
）

経
度
（
度
）

経
度
（
分
）

経
度
（
秒
）

採
水
日 

時
間 

当
日
天
候

前
日
天
候

気
温 

現
地
水
温

試
水
水
温

C
O
D

（1

）

C
O
D

（2

）

C
O
D

（3

）

A 35 36 42 139 37 29
2012

6/5 10:20 曇 晴 23．5 21．5 21．5 5 6 5

B 35 36 42 139 37 30
2012

6/3 9:50 曇 曇 22 20．5 22 6 4 3

A：河川管理者による調査データ B：市民等による調査データ 

 

また， 調査日時が同一としても，図 4・3で示す

ように，調査地点同士は近いが正確な比較をするこ

とができない場合がある． 

青色は市民などによる水質調査データ，黄色はテ

レメーターによる河川管理者のデータとなっており，

調査地点は比較的近いものの，両地点の間に別の支

川が流入しているような場合は，データを比較する

ことができない． 

北海道豊頃町茂岩橋付近

一斉調査データ

河川管理者のデータ
間に支川が流入しているためデータ
を比較することができない

 

図 4・3 河川管理者と市民等による調査位置の検

証例（電子国土データを使用） 
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そこで，簡易法による調査結果の信頼性を評価す

るために京浜河川事務所で行った「河川管理者がパ

ックテストと公定法の両方で調査したデータ」を用

いることにした． 

この調査結果は「第 9回一斉調査」が実施された

2012 年 6 月 5 日に採水された試水を使用しており，

表 4・2で示す値の現地測定はパックテスト，室内測

定は公定法（工場排水試験法（JISK0102））により実

施されている． 

 

表 4・2 河川管理者による現地測定値と室内測定値

の比較（出典：国土交通省京浜河川事務所） 

河川名 多摩川 浅川 大栗橋

地点名 調布橋 永田橋 拝島橋 日野橋 関戸橋 是政橋 鶴巻橋 高幡橋 報恩橋

COD
(mg/l)

現地測定 0 0 0 6 2 6 0 4 4

室内測定 1.1 1.0 1.2 3.6 2.1 4.4 1.2 1.8 2.5 
 

 

これらの同一地点および同一日時の現地測定値と

室内測定値を用いて相関図を作成し，図 4・4で示す

ように相関関係を把握することとした． 

この結果，パックテストによる測定値と公定法に

よる測定値の相関性は高いことが分かった． 

また，全国一斉調査で用いている簡易型水質調査

結果の信頼性については，これまでにいくつかの文

献等により精度評価が行われている． 

y = 0. 4279x + 1. 0541
R² = 0. 8543

0. 0

1. 0

2. 0

3. 0

4. 0

5. 0

6. 0

7. 0

8. 0

0 2 4 6 8

室
内

測
定

値
（

m
g/

l）
公

定
法

現地測定値（mg/l）パックテスト  
 

図 4・4 現地測定（パックテスト）と室内測定に

よる水質調査結果の相関関係 

（出典：国土交通省京浜河川事務所） 

図 4・5 及び図 4・6で示す風間ふたば氏及び国土

交通省の文献では，パックテストは公定法による測

定値と相関関係にあることが示されており，公定法

の COD 測定値の代替として利用できる有効な方法と

している． 

 

0 2 4 6 8 10
0

1

2

3

4

5

6

y = 0.2467x + 2.4912

        R2 = 0.8616

C
O

D
M

n平
均
値

（m
g/

l）
パックテスト（mg/l）  

図 4・5  CODMn 平均値との相関図 

（出典：市民参加型河川水質調査における簡易水

質分析法の精度評価，風間ふたば，2004） 

 

 

図 4・6 公定分析法とパックテストの測定値比較 

（出典：吉野川流域一斉水質調査 2006，国土交通

省ほか，2006 年） 

 

ただし，簡易法の測定は公定法で求められる値と

イコールではないことも明らかになっている． 

さらに，市民が実施する水質調査結果の信頼性の

評価を確認すべく，有識者への意見聴取を実施した． 

表 4・3の質問項目で行った学識者へのヒアリング
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では，「身近な水環境の全国一斉調査では実施手順が

マニュアルとして整備されており，一定の基準を満

たす調査結果が得られるように精度管理が行われて

いることから，信頼性が確保できている」と評価さ

れた． 

ただし「調査を正確に実施しないとデータの信頼

性は得られない．初めて調査に参加する方も，長年

実施されている方も必ずマニュアルに沿って実施す

ることが重要」といった課題に関する意見も得るこ

とができた． 

 

５．信頼性評価のとりまとめと課題 
 

「4.市民等による水質調査結果の信頼性評価」を

踏まえ，市民等による水質調査データの信頼性を確

保するにはやはり精度管理を行い，その精度を評価

する上で，当面は河川管理者データとの比較を行う

ことが重要となる． 

そのためには，河川管理者の行ういくつかの調査

地点と市民等が行う調査地点を合致させるように調

査を行う必要がある． 

そしてその調査地点を合わせるための前提条件と

して，河川管理者と市民などによる調査地点の緯度

経度の情報をお互いにオープンにして情報を共有す

ることが必須となる． 

その後，経年的なデータを得るためには，市民等

による水質調査場所をある程度同一とし，継続的に

調査を実施する必要がある． 

こうした観点から，河川管理者が毎月１回行って

いる常時監視地点と同じ場所で市民等が水質調査を

行うことや，河川管理者と市民とが同一地点・同一

日・同一時間に調査を行うこと等が今後両者のデー

タを比較検証する上で望まれる． 

河川管理者にとっても，市民等による調査がしっ

かりとした精度管理の下で実施されれば，流域全体

のデータをより広範囲に得られることから，常時監

視地点の無い地点での市民等によるモニタリングは，

河川管理上，有効なデータとなると考えられる． 

 

 

６．河川管理への活用方策 
 
河川管理者が市民などの調査データを活用するた

めの手順をまとめると，図 6・1で示すように４つの

ステップがあると考える． 

最初のステップは情報共有の円滑化である．河川

管理者の行っている水質調査結果について，誰でも

わかりやすいように情報提供を行い，流域内の市民

とコミュニケ―ションを図ることが必要となる． 

そしてステップ２として，市民と連携ならびに信

頼関係を構築し，日頃から連携を深めることが求め

られる． 

さらにステップ３として，市民と河川管理者でそ

れぞれの調査の日時を合わせたりするなど，協働で

水質調査を行ったり，精度管理について確認を行う

ことが必要となる． 

最後にステップ４として市民等による水質調査結

果を「河川水質調査計画」における水質調査内容（調

査地点,調査項目,調査時期,調査手法等）に活用する

などを行い，水環境の保全・改善に向けた取組みの

広範な展開と協働による適切な河川管理の継続に努

めることが望まれる． 

管理区間外の流域や水系全体を広範囲に数多くの

調査地点において，市民団体等が適切な精度管理の

下で水質調査を継続して実施し，信頼性が確保され

た場合の水質調査結果を活用することができれば，

「河川水質調査計画」の見直しの際の参考データや

補完資料となると考えられる． 

こういった課程を通じて，市民等による水質調査

データを活用するには精度管理と信頼性の確保が不

可欠であることを指導者ならびに参加者に十分理解

してもらう必要がある． 

そのため，市民などによる水質調査データを活用

するには，表 6・1で示すように河川管理者としては

事前研修を行うなど，精度管理に関する認識を市民

にもってもらうような啓発活動や情報提供を行う必

要がある． 
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表 6・1 市民等の水質調査に対する精度管理・ 

信頼性の評価に向けて必要な事項 

・測定器材や機器の信頼性と品質確保 

・調査・測定の統一マニュアルの活用 

・調査参加者の知識ならびに測定技術の向上と熟練度の確保 

・水質調査目的ならびに測定技術の指導者の確保 

・調査参加者（測定者）への事前研修等の実施 

・調査参加者（測定者）への指導者による現地指導 

・調査地点の選定と同一地点の継続調査 

・河川管理者の水質調査結果との比較・検証 

 

市民等の水質調査データの活用方法とその具体的

な取り組み方策については，「水系全体の水環境・水

質状況の把握」や前述の「河川水質調査計画」への

活用を行うほか，流域住民への啓発活動の取り組み

に活用する事が考えられる． 

さらに，市民等と連携・協働した水質調査を継続

することが流域住民の河川整備や河川管理への理解

と意識の向上につながるということを認識する必要

があると考えられる． 

「身近な水環境の全国一斉調査」でも，参加者の

固定化や高齢化・マンネリ化等が課題として挙がっ

ているが，自分たちが調査したデータが評価され，

河川管理に活用されることは，活動を継続していく

大きなモチベーションとなり，河川管理者にとって

も有用で効果的な水質調査の継続につながると考え

られる．そのため，河川管理者もこの活動がまさに

100 年続いていくよう，支援及び活用を行っていく

必要があると考えられる． 
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図 6・1 市民等による水質調査データの活用に向けた手順 

河川の水環境の保全・改善に向けた取組みの広範な展開と協働による適切な河川管理の継続

情報共有の円滑化

・水質調査結果について分かりやすい情報提供についての検討と周知
・流域内の市民団体等とのコミュニケーションを図る交流活動の推進

ステップ

1

連携ならびに信頼関係の構築

・「川は地域共有の公共財産である」との共通認識の醸成
・日頃からの情報交換と交流活動を通した連携と相互の信頼関係の構築
・ネットワークの維持

ステップ

2

協働した水質調査の継続

・市民団体等の水質調査の調査内容・方法等の情報収集
・調査日を合わせたりするなど、相互の特徴を活かした協働による水質調査の取組を展開
・連携・協働した水質調査を継続する仕組みの構築（人的・物的な支援を含めた協働による調査の継続実施）

ステップ

3

河川水質調査計画への活用と見直し

・市民団体等の水質調査を「河川水質調査計画」に活用することを検討
・市民団体等の協働した水質調査の特徴を活かした「河川水質調査計画」の見直しの検討

ステップ

4
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河川に関する歴史資料の 

整理・公開手法に関する研究 

－木曽三川下流域治水史年表中間報告－ 

 

平光 文男*・小野 正雄** 

 

 

 

１．はじめに 

 

木曽三川の治水事業は，本格的な土木事業として

現在に伝えられているものに，天正14年（1586）の

木曽川大洪水による尾張国の荒廃を救うため，豊臣

秀吉による文禄2年（1593）から始められた「文禄の

治水」がある． 

その後，江戸時代に入り，徳川御三家筆頭の尾張

藩を水害から守るため，木曽川の左岸，現在の犬山

市から同じく弥富市に至る約47kmに亘る「御囲堤」

が築堤された．この「御囲堤」のため，右岸側の美

濃の国側では常習的な洪水の氾濫に見舞われ，ひと

たび三川が氾濫すれば「四刻八刻十二刻」と言われ，

先ず揖斐川が氾濫し，次に長良川，木曽川の氾濫と

続き，湛水は長時間に及んだ．そのため，美濃の国

では，16世紀からつくられてきた輪中がさらに発達

することになった．その後，江戸幕府が外様大名の

薩摩藩に御手伝普請を命じた宝暦治水が，宝暦4年

（1754）から始まった． 

時代が下がって明治時代に入り，オランダ人技師

ヨハネス・デ・レーケの計画による明治改修事業が，

明治20年（1887）に始まり明治45年（1912）に完成

した．これらの治水事業については，様々な文献に

より窺い知ることができる． 

去る平成24年（2012）は，明治45年の明治改修事

業が完成し，100年が経過した年にあたる． 

（公財）河川財団 名古屋事務所では，この記念の

年に，近代から現代にかけて100年間の木曽三川の治

水事業と治水に関わる様々な事象について，自主事

業として取り纏めることとした． 

対象とした100年の期間は，大きな治水事業が行わ

れたのではなく，木曽川上流域を中心とした治山・

治水事業計画を作成し，その事業の進捗を図ってき

たが，一方，洪水は頻繁に発生し，幾度かの計画の

見直しが余儀なくされた期間であった．また，戦後

の高度経済成長，とりわけ工業を中心とする産業の

発達が原因と言える地下水の過剰な汲み上げによ

り，濃尾平野での広域的な地盤沈下が発生した．こ

の地盤沈下に伴う治水計画の練り直しなども生じて

いる． 

産業の発展は，その原動力として電気の需要を高

め，包蔵水力の多い木曽川では，発電ダムの建設が

多く進んだ．さらに，名古屋市を中心とする都市部

の急激な人口の増加に伴う水需要の増加に対し，水

道用水の開発も活発となった．また，農業用水の合

理化，発電施設の建設，都市用水の開発のために必

要な法制度が合わせて整備された． 

一方，産業の発展は，負の側面である公害をもた

らした．木曽川流域では前述の広域的な地盤沈下が

発生し，そのため工業用水などとして用いる地下水

の汲み上げの制限が行われた．その後，水質汚濁や

水質の悪化を監視する体制や法制度が整備される
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と，国民は自然との調和や豊かさ，親水や景観など

を河川に求めるようになった． 

このように治水と治水に絡む利水，環境，防災等

の事象は，明治以降は川の流れのようにそれぞれの

事象の進展が速まったり，止まったり，また，相互

に交わって現在に至っている．この流れを時代の変

化とともに捉え，公開することを目的に，本研究を

行った． 

 

２．治水事業の経緯 

 

木曽三川の治水事業の経緯について，その概要を

明治改修の前後に分けて整理した． 

先ず，明治改修前であるが，前述のとおり，天正

の大洪水により木曽川は大きく流れが変わった．さ

らなる変化を避けるために始まったのが文禄の治水

である．ただし，文禄の治水については，その内容

について史料が見出せず，以下の図面の一部（図 2･

1の天正大洪水）を用いた概要を記すのみである． 

その直後に徳川家康の命による「御囲堤」の築堤

が行われたと云われ，言い伝えによれば，犬山から

弥富まで築堤されたとあるが，これも詳細な史料が

見出すことができない．これらの図面を図 2･1に示

す． 

次の史実に名高い改修事業は「宝暦治水」である． 

宝暦治水については，木曽三川を分流することを

目的として，揖斐川・長良川・木曽川の洪水が，発

生の順にそれぞれ別々に河口まで早く流下させるた

めに，締切堤防，洗堰，水制などを造った． 

時代は下り宝暦治水の130年後に，オランダ人技師

ヨハネス・デ・レイケの指導による「明治改修」事

業が明治20年から始まった．この明治改修は，江戸

時代に着手した木曽三川下流部の分流を完全に行う

ものであった． 

 

図 2･1 明治改修までの木曽三川下流部の主な治水事業 

 

治水効果を抜本的に高めた明治改修事業の完成前

後の木曽三川下流部の地形図を図 2･2に示した． 

明治24年と大正9年の地形図は，明治改修が始まる

前と完成直後の状態を示している．この2枚の図面を

詳しく観ると，木曽三川の流路が大きく変わってい

るのに気づく．それに対して次の2枚の図面では川の

形はほとんど大正9年と変わっていない．これは，明

治改修直後から100年を経過した現在までに大きな

改修事業が行われなかったことを示すものである． 
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図 2･2 明治改修から現代までの木曽三川下流部の変化 

 

３ 治水史年表作成方法 

 

3.1 治水史年表作成の手順 

 

治水史年表の作成にあたっては，「木曽三川下流

域における治水史とりまとめ手法研究委員会」を平

成23年秋に設立した．委員会では，治水事業や治水

事業に関わる事象について，様々な出来事（本資料

では「インデックス」と云う）を検索し，それを分

類した後に重要性の評価を行った．さらに，利用者

に「見やすく使いやすい方法」について研究を進め

た．本研究の流れを図 3･1に示す．なお，委員会の

メンバーは，学識者，行政経験者，さらに行政の現

職の者から5名を選任した． 

以下に本研究の経過の概要を示すが，治水史作成

の方針等は全て委員会に図り決定した． 

①インデックスの抽出 

年表の対象期間は，明治改修開始から100年間とし

たが，その前段からみる必要があることから，明治

元年にさかのぼり，現在（平成23年）までとした． 

インデックスは，木曽三川下流部を中心とする治

水事業と治水事業に絡む記事を抽出した． 

②インデックスの分類 

インデックスは，「治水」「利水」「環境」「防

災」さらに「社会情勢」の5分類でカテゴライズした． 

③インデックスの評価 

インデックスは，年表で見やすくするために重要

度のランク付けの評価を行うこととした．当初イン

デックスの評価は，「重要」「普通」「その他」の3

分類としていたが，治水史年表の見せ方の議論の中

で，「重要」と判断されるものから，さらに治水史

のターニングポイントとなるような注目される事象

を特別に抽出した方が，利用者が治水史の流れを捉

え易いのではないかと云う合意を得て，「最重要」

として抽出することとし，4分類とした． 

④見せ方 

見せ方について，以下の点に留意し議論を行った． 

・対象者は地域と関わりのある一般の人とする． 

・インデックスの表示方法を工夫して，時代の流れ

や背景が分かり易いようにする． 

・分類の選択により，分類に関する記事を容易に閲

覧できるようにする． 

・利用者の汎用性と操作性に配慮し，ソフトはＥＸ

ＣＥＬを採用した．ただし，最終成果は現時点で

のセキュリティの関係から閲覧のみとしＰＤＦデ

ータで作成した． 

・成果品は，ＣＤ－Ｒに収納して，さらに，年表作

成の経緯や凡例を盛り込むことにした． 
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図 3･1 木曽三川下流域治水史年表作成の手順

3.2 治水史年表の組み立て 

 

治水史年表は，第一ステップとして，5分類毎に纏

めることとし，分類毎に時代の流れとともに治水事

業等が取組まれたことが分かるようにする．第二ス

テップでは，利用者が関心を持った分類項目ごとに

自由に並べ替え，それぞれの項目間の関連を見なが

ら治水事業の流れが分かるようにする． 

以上の手順により研究を進めたが，時間の制約等

により完成できず，本報告では第一ステップの5分類

別にインデックスを分類評価した段階（図 3･2参照）

までを報告する．その後，社会情勢については，全

国または世界の動きもインデックスとして取り入

れ，時代の流れを示す指標のみとして示すこととし

た．つまり，「治水」「利水」「環境」「防災」の4

分類に，時代背景として「社会情勢」を並列して年

表をまとめた（図 3･3参照）． 

 

 

 

図 3･2 分類別インデックスの評価 

 

 

図 3･3 ４分類と社会情勢の年表（治水の例） 
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ここで，見せ方について議論した際に，利用者の

汎用性と容易に時代の流れがつかめる方法として操

作性の良いＥＸＣＥＬを採用することとし，それに

より整理した内容を次に述べる． 

①データベースの作成 

今回のデータは，図 3･4のインデックスの欄と属

性の年代・分類・重要性をデータベースとして蓄積

したが，利用者がさらに発展的に年表を活用するこ

とが可能となるように，図に示すようにユーザーに

より記事の追加ができるようにした．

 

図 3･4 データベースのイメージ 

 

②データベースの位置付け・並び替え・作成 

年表として見やすく表示するため，大量にあるイ

ンデックスに年代・分類・重要性の位置付けを行い，

自動的に並べ替える作業を委員会で確定したデータ

ベース内で行うようプログラミングを行った（図 3･

5参照）．

 

図 3･5 データベースの位置付け 
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次の図 3･6に，年表の作成の手順を示す． 

これは治水と社会情勢を並列させた例であり，デー

タベース上の位置付けをさらに年表形式にするもの

であり，年代ごとに重要性で評価された順に並べ，

インデックスを重要度に応じてインデントを下げて

表示させた．年表は合計２列で分類別にインデック

スを表示させるようにし，一列目と二列目で表示さ

せたい分類は変更することができ，また表示させた

い重要度項目もフィルターをかけることができる．

 

図 3･6 年表の作成 

 

3.3 治水史年表 

 

今回の成果としての治水史年表は，治水と社会情

勢，利水と社会情勢，環境と社会情勢，防災と社会

情勢の４種類の年表として整理した．図 3･7に治水

と社会情勢の例を示す．見やすさを考慮し分類毎に

タイトル色を変えた．治水は紫，利水は青，環境は

緑，防災は橙，社会情勢は桃で着色した． 

図 3･2の手順により図 3･7に示されるように自動

的に年表がアウトプットされるが，年ごとに最重要，

重要，普通，その他の順に表示され，最重要は赤字

でさらにフォントを大きくした．重要以下は黒字と

し，フォントの大きさとインデントを順次下げて表

した．また，社会情勢については，前述したとおり

評価を行わず，時代の指標として整理した． 
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図 3･7 治水史年表の成果 

 

４．明治時代以降の治水等の流れ 

（中間とりまとめ） 

 

治水史年表を明治時代以降について作成したが，

治水史にかかわるインデックスを４分類に分けたこ

とで時代に即してどのような流れがあったのか，見

えてきた時代の流れについて以下で分類別に述べ

る．ただし，治水と防災はお互いに関連しているこ

とから同時に整理した． 

また，それぞれの「流れ」については，本研究と

は別に，明治以前の治水史と治水に関連する項目等

を参考に整理したものであり，本研究の成果の活用

方法の事例として示した． 

 

4.1 治水（防災）の流れ（図 4･1参照） 

 

・明治6年オランダ技師ヨハネス・デ・レーケが日本

政府に招聘され来日し，木曽川の下流改修事業の

指導を行い，明治20年に横満蔵地先で明治改修工

事が着工された． 

・明治改修の途中，明治三大洪水（明治26・29年）

等が発生し，改修計画の見直しが図られつつ，明

治45年に三川分流工事は完成した． 

・大正10年に木曽川上流改修事業が始まるが，その

後においても洪水は頻繁に発生し，計画の見直し

を行いながら改修工事が進められた．また，自然

災害による被害は続出し，洪水は昭和7・13年と発

生．さらに昭和19年の東南海地震，昭和21年の南

海地震が発生した． 

・昭和30年には丸山ダムが治水目的を加えて完成し，

木曽川の洪水調整がダムにより行われる． 

・昭和32年には特定多目的ダム法が制定され，治水

事業がダムを含めて行われるようになる． 

・昭和34年の伊勢湾台風により未曾有の被害を蒙る．
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木曽川上流部では昭和35・36年に大水のため災害

が発生する． 

・その後昭和39年には横山ダムの完成とともに，新

河川法が制定され，新しい治水計画等による治水

事業が始まる． 

・昭和47年に建設が着手された長良川河口堰は平成7

年に完成し，平成9年には河川法に環境項目等が加

わり新しい河川法が施行された． 

・平成19年には木曽川水系河川基本方針が策定され，

翌年の平成20年には整備計画が策定された． 

 

4.2 利水の流れ（図 4･2参照） 

 

・東京を中心に鉄道が整備され，電灯が灯り，明治

16年（1883）に東京電灯会社が開業される． 

・明治22年（1889）名古屋に電灯がつき，東海道線

が全線で開通する．さらに，関西鉄道や中央線で

名古屋を中心に一部区間で鉄道が開通する． 

・明治44年（1911）木曽川発電所が完成．同じ年，

電気事業法が制定される． 

・大正13年（1924）福沢桃介が大井ダムを完成させ

る．日本初のダム式発電所の完成． 

・昭和12年（1937），木曽川の発電事業の影響で，

既農業用水事業の新たな取り組みが始まり，宮田

用水頭首工が着工される． 

・昭和21年（1946）名古屋市の上水道用水事業とし

て木曽川朝日取水から一部給水が開始される． 

・昭和27年（1952）丸山ダムが河川総合開発事業に

採択され昭和31年に完成する．同じ年，電源開発

促進法が制定される． 

・昭和32年（1957）特定多目的ダム法が制定される．

利水開発の法制度が整理され，その後，水資源開

発に伴うダム事業・用水事業等が着工・完成され

る． 

・昭和39年（1964）新河川法が制定されると同時に

横山ダムが完成する． 

・昭和45年（1970）木曽川総合用水木曽川大堰着工

し，昭和51年に完成する． 

・昭和61年（1986）木曽川大渇水で，水源ダムであ

る牧尾ダムの貯水量がゼロとなる． 

・昭和63年（1988）長良川河口堰本体着工（平成7

年（1995）完成． 

・平成6年（1994）木曽川大渇水． 

・平成10年（1998）長良川導水取水開始． 

 

4.3 環境の流れ（図 4･3参照） 

 

・明治政府の殖産興業による産業の発展は，同時に

全国で公害を発生させた．中部管内木曽川下流域

では，地下水の過剰な汲み上げによる地盤沈下が

生じた． 

・昭和23年（1948）木曽川下流部で地盤沈下復旧工

事が行われる． 

・昭和30年（1955）水質汚濁防止連絡協議会が発足

され，同年水質調査が実施される． 

・昭和33年（1958）水質保全二法（公共用水域の水

質保全に関する法律・工業排水等の規制に関する

法律）が制定される． 

・昭和42年（1967）公害対策基本法が制定される． 

・昭和45年（1970）水質汚濁防止法が制定される． 

・昭和46年（1971）東海三県地盤沈下調査会が発足

される．環境庁が発足する． 

・昭和56年（1961）河川審議会において「河川環境

管理の在り方について」答申される． 

・昭和58年（1983）木曽川河川環境管理基本計画策

定が始まる． 

・平成2年（1990）河川水辺の国勢調査が始まる． 

その後「桜づつみモデル事業」「魚ののぼりやすい

川づくり」「多自然型川づくり」など河川環境の

創造などの事業化が進む． 

・平成5年（1993）公害対策基本法から環境基本法へ

岐阜県で清流ルネッサンス21事業が採択される． 

・平成6年（1994）環境基本計画が閣議決定され，建

設省は環境政策大綱を策定する． 

・平成9年（1997）環境を内部目的化した河川法が改

正される． 

・平成19年（2007）木曽川水系河川基本方針が策定

される． 

・平成20年（2008）木曽川水系河川整備計画が策定

される． 
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図 4･1 治水事業年表とその流れ図 
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図 4･2 利水事業の年表とその流れ 
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図 4･3 治水環境史とその流れ 
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５．今後の課題 

 

木曽三川下流部は，明治改修完成から平成24年で

100年の節目を迎えた．明治以降の治水と治水に関わ

る歴史の変遷を，学識者・行政経験者及び現職の行

政職員を委員とする「木曽川下流域における治水史

とりまとめ手法研究委員会」において研究を進めた． 

この100年間は，明治から昭和の時代における大規

模な災害の発生による災害復旧や治水事業は，災害

の都度，治水計画の変更を繰り返し実施されてきた． 

一方，経済の高度成長，各種分野における技術の

発展により，河川の利用形態は，より広域化・大規

模化した．反面，河川環境に与える影響も大きく，

河川の水質悪化や地下水の汲み上げによる地盤沈下

などが発生した．昭和から平成に移ると木曽川流域

の人々の河川に対するニーズは高まり，河川を通し

て生活に豊かさを求めるようになった． 

このように木曽三川下流部における，治水（防

災）・利水・環境は，それぞれに関連を持ちながら

変化していった． 

本研究はこの流れを具体的に明らかにすることを

目標とした．しかし，中間段階のため，本稿ではそ

れぞれの分類毎の整理はできたが，分類間の関連付

けは十分にできなかった． 

以下に本研究の課題を整理した． 

①木曽三川下流域治水史は，治水（防災），利水，

環境の分類別に時代の流れは把握できたが，それ

ぞれの分類毎にからませた流れについて，明らか

にする必要がある． 

ここに，システムとしては完成していないが，

手作業により分類毎の流れを見るため，図 5･1に

例を示した． 

②インデックスに出典を付けることにより，詳細な

内容を検索できるようになり，さらに詳しい歴史

を明らかにすることが可能となる． 

③年代ごとにインデックスは整理できたが，今後は

関連するインデックス同士のつながりを持たせる

ことにより，特定な項目に対する歴史の流れを整

理，理解することが可能となる． 

図 5･1に分類別の重要事項を年次順に並べた事例

を示す．このように整理することにより以下のよう

な流れを見ることができる． 

治水（防災）は明治の初めに多くのインデックス

が集中しているが，利水は明治から平成まで平均的

にインデックスが発生している．環境は，経済・産

業の高度化により河川の汚濁が進んだことから，イ

ンデックスが増えた． 
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図 5･1 分類別の歴史の流れを見る一方法 

 

年 治水 防災 利水 環境
1873年(明治6年) オランダ人工師、ヨハネス・デ・レーケ外4名来日

1877年(明治10年)
木曽川にて最初の直轄工事(低水工事、上流砂防）に
着手

1878年(明治11年) デ・レーケ木曽三川の各河川流域の調査に着手 岐阜県水防規則・水防組編制例則制定

1887年(明治20年)
明治改修第一期工事が木曽川横満蔵の築堤から始
まった

1891年(明治24年)
濃尾地震（震源地：岐阜県西部、M8.0）全延長28kmに
達する根尾谷新断層発生

1896年(明治29年)
第9回帝国会議において旧河川法成立（近代河川制
度の誕生）
明治改修第二期工事として、三川分流を目的とする木
曽・長良背割堤に着工した

1898年(明治31年) 宮田用水普通水利組合設立
1899年(明治32年) 木曽・長良川の締切（背割）堤完成
1900年(明治33年) 愛知・岐阜・三重三県合同の「三川分流成功式」挙行

明治改修第三期工事として、揖斐川の改修を行う
1906年(明治39年) 第四期工事として明治改修工事の最後の段階に入る

1911年(明治44年)
木曽川発電所完成（大正6年八百津発電所に名称を
改める、昭和49年廃止）（福沢桃介が携わった初めて
の発電所）

1923年(大正12年)
関東大震災（震源地：相模湾、M7.9）（死者・行方不明
者合わせて14万余）

1924年(大正13年) 大井ダム完成（我が国初のダム式発電）
1931年(昭和6年) 電気事業法制定
1933年(昭和8年) 三陸地震津波（震源地：岩手県沖、M8.1）

木曽川下流増補決定
1935年(昭和10年) 牧田川頭首工堰完成
1936年(昭和11年) 木曽川下流改修増補工事着手

1937年(昭和12年)
河水統制調査（～昭和18年：全国64河川）
木曽川下流増補に着手

宮田用水頭首工着工（昭和26年完成）

1944年(昭和19年) 東南海地震（震源地：三重県沖、M7.9）

1945年(昭和20年)
枕崎台風（台風16号）により岐阜県下で内水などの被
害、死者5名、負傷者6名、全壊家屋145戸、半壊家屋
262戸、堤防決壊216箇所等

1946年(昭和21年) 南海地震（震源地：紀伊半島沖、M8.0） 名古屋市上水道朝日取水口から一部給水開始
1948年(昭和23年) 木曽三川下流部で地盤沈下復旧工事着手 木曽三川下流部で地盤沈下復旧工事着手
1949年(昭和24年) 水防法制定
1951年(昭和26年) 国土総合開発法により、木曽川特定地域に指定
1952年(昭和27年) 丸山ダムが河川総合開発事業に採択

ダイナ台風（台風2号）により長良川で洪水 電源開発促進法制定
1953年(昭和28年) 昭和28年度以降木曽川改修総体計画策定
1955年(昭和30年) 愛知用水公団設立し、愛知用水事業に着手
1956年(昭和31年) 丸山ダム全工事完成（昭和26年着工）
1957年(昭和32年) 特定多目的ダム法制定 濃尾用水事業着手（昭和42年完成）

愛知用水、牧尾ダム工事着手（昭和36年完成）
1958年(昭和33年) 濃尾用水犬山頭首工着手（昭和37年完成） 水質保全二法制定（水質保全法・工場排水等規則法）

1959年(昭和34年)
伊勢湾台風（台風15号）による高潮や各河川の洪水
で愛知・岐阜・三重を始め各地で大災害、東海三県で
死者4,487名

伊勢湾台風（台風15号）による高潮や各河川の洪水
で愛知・岐阜・三重を始め各地で大災害、東海三県で
死者4,487名

1960年(昭和35年) 台風11．12号により揖斐・長良川で洪水
南米チリにて大地震（チリ地震の影響により太平洋岸
に津波来襲）

木曽三川協議会発足

愛知用水工業用水道供給開始
1961年(昭和36年) 愛知用水完成

水資源開発公団法制定
1964年(昭和39年) 横山ダム完成　（揖斐川、中部電力） 北伊勢工業用水道長良川から取水開始（第2期事業）

新河川法制定（昭和40年施行） 横山ダム完成　（揖斐川、中部電力） 横山ダム完成　（揖斐川、中部電力）
新河川法制定（昭和40年施行）

1965年(昭和40年) 木曽川水系工事実施基本計画策定 木曽川水系工事実施基本計画策定
木曽川水系が水資源開発水系に指定
木曽川水系水資源開発基本計画策定
木曽川水系緊急水利調整協議会発足

1968年(昭和43年) 四日市公害訴訟提起

1970年(昭和45年)
木曽川総合用水木曽川大堰着工（昭和51年10月完
成）

1971年(昭和46年) 東海三県地盤沈下調査会発足 環境庁設立
1972年(昭和47年) 木曽川水系水質汚濁対策連絡協議会発足
1974年(昭和49年) 電源三法制定

1976年(昭和51年)
長良川本川安八町大森地先の右岸堤で破堤(安八水
害)

長良川本川安八町大森地先の右岸堤で破堤(安八水
害)

1981年(昭和56年) 河川審議会答申「河川環境管理のあり方」について
1982年(昭和57年) 愛知用水2期事業着手

西濃用水岡島頭首工完成し、暫定取水開始

1983年(昭和58年)
台風10号と秋雨前線の影響により大雨、木曽川で洪
水、美濃加茂市及び坂祝町で浸水被害　（丸山ダムで
初めて）

1984年(昭和59年) 長野県西部地震
1986年(昭和61年) 木曽川大渇水
1987年(昭和62年) 国営木曽三川公園中央水郷地区開園
1988年(昭和63年) 長良川河口堰本体着工（平成7年7月完成） 長良川河口堰本体着工（平成7年7月完成） 桜づつみモデル事業開始

ラブリバー制度発足
長良川河口堰本体着工（平成7年7月完成）

1990年(平成2年)
河川審議会答申「今後の河川整備はいかにあるべき
か」

河川水辺の国勢調査開始

木曽川水系河川環境管理基本計画策定
1991年(平成3年) 魚がのぼりやすい川づくりモデル事業着手

木曽三川上流多自然型川づくり

1992年(平成4年)
長良川河口堰に関する追加調査報告書（水質・回遊
性魚類・動植物への影響の3項目、長良川の河口から
約30kmの環境調査）を公表
長良川河口堰に関する技術報告書（治水効果・浚渫
後の塩水遡上の解析など）を公表
長良川河口堰にかかわる治水計画の技術評価（土木
学会社会資本問題研究委員会）

1993年(平成5年) 清流ルネッサンス21（岐阜県）採択
1994年(平成6年) 木曽川水系大渇水 環境基本計画

環境政策大網
清流ルネッサンス21計画策定（岐阜県・長良川）

1995年(平成7年) 阪神・淡路大震災 河川審議会答申「今後の河川環境のあり方について」
長良川河口堰運用開始 長良川河口堰運用開始 長良川河口堰運用開始 長良川河口堰運用開始

1997年(平成9年)
新河川法改正（治水・利水・環境の総合的な河川制度
の整備）

新河川法改正（治水・利水・環境の総合的な河川制度
の整備）

新河川法改正（治水・利水・環境の総合的な河川制度
の整備）

木曽川水系水資源開発基本計画（全部変更）

1998年(平成10年)
長良導水取水開始(愛知県知多半島)、三重県中勢地
域への取水開始

2000年(平成12年) 東海豪雨による浸水被害（死者10名）
分かり易い洪水予報部の実施（洪水予報文発表形式
の高度化）・・・「危険水位」

木曽川・長良川・揖斐川自然再生事業に着手（干潟再
生、ヨシ原再生）

東海豪雨による浸水被害（死者10名）
2007年(平成19年) 木曽川水系河川基本方針策定 木曽川水系河川基本方針策定 木曽川水系河川基本方針策定
2008年(平成20年) 木曽川水系河川整備計画策定 木曽川水系河川整備計画策定 木曽川水系河川整備計画策定
2011年(平成23年) 東日本大震災
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生物多様性の豊かな堤防植生を創出させる 
緑化技術開発 ～第三報～ 

 
山本 嘉昭*・中嶋 大次郎**・山田 政雄***・吉田 高樹****・河﨑 和明***** 

 
１．研究の背景 

 

1.1 これまでの堤防植生管理に関する研究 

（1）堤防植生に求められる機能に関する研究 

河川堤防は，河川および流域の治水安全度を確保

する上で最も重要な構造物である．この堤防を覆う

植生に求められる機能としては，図 1.1 に示すよう

に「治水機能」と「環境機能」の 2つに大別される． 

治水機能としては，洪水や雨水による侵食に対し，

耐侵食性を確保すること，また，堤防点検や水防活

動の支障とならない草丈であることが重要である．

また，環境機能は，植生が創出する緑の空間が保持

され，野草や昆虫類等の生物の生育・生息の場など

となることが重要である．特に，堤防の安全度を確

保する上で，植生による耐侵食性の確保は，必須な

要素となっている． 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.1 堤防植生の 2 つの機能 

 

このような機能が求められる堤防植生は，主にそ

の優占種と被度により，タイプ区分することができ

る．関東地方における主要河川の堤防植生調査結果

から，堤防植生タイプ区分の研究結果より，以下の

４つに区分できることがわかっている． 

①シバタイプ 

②チガヤタイプ 

③外来牧草タイプ（ネズミホソムギ等） 

④その他植生タイプ（オギ・ススキ，広葉タイプ） 

 

 

 

 

  

図 1.2 関東地方における主要河川の堤防植生タイプ 

 

また，植生に覆われた法面の耐侵食機能は，旧建

設省土木研究所の研究により，根毛層によって発揮

されることが明らかとなっている．このように，堤

防法面の表面付近に均一で，厚い根毛層があること

が重要である． 

 

 

 

 

 

 

図 1.3 地表面近傍の根毛量と侵食速度の関係概念図 

 

植生タイプ別に表層から 20cm までの平均根毛量

を図 1.4 に示す．この図から堤防植生の治水機能，

耐侵食性としては，シバタイプ・チガヤタイプは，

外来牧草タイプより優れていると言える． 

*（公財）河川財団 河川総合研究所 上席研究員 

** 株式会社テイコク 技術第 2部 技術 4課 係長（前 公益財団法人 河川財団 河川総合研究所 研究員） 

***（公財）河川財団 河川総合研究所 主管研究員 

****（公財）河川財団 河川総合研究所 副所長 

*****（公財）河川財団 河川総合研究所 参事 

①シバタイプ   ②チガヤタイプ ③外来牧草タイプ 
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図 1.4 植生タイプ別平均根毛量（表層～20cm） 

 

堤防植生は，シバ張による施工が一般的であり，

その理由として，施工後の初期段階からの耐侵食機

能の確保，経済性が挙げられる．このシバ堤防は，

施工後の 3年間は年 4回除草等による養生工が行わ

れるが，その後は年 2回の通常の堤防除草に切り替

わることで，数年後には外来牧草の堤防に遷移する

ケースがほとんどであるという課題を抱えている． 

 

（2）シバに代わる堤防植生に関する研究 

このようなシバが抱える課題がある一方で，ネズ

ミホソムギによるイネ科花粉症の防止や除草コスト

縮減への対応という観点から，（公財）河川財団（以

下，当財団）では堤防植生の主なタイプ別の堤防植

生管理手法に係る研究を実施してきた．この研究過

程において，シバと同様の耐侵食機能等を持ちつつ，

少ない除草回数で維持できる堤防植生として「日本

古来より生育するチガヤ」に着目した． 

研究の結果，チガヤを含む堤防植生の生活史を考

慮した除草時期の調整によって，求められる治水機

能・環境機能を維持し，外来牧草の生育・拡大が防

除可能であることが明らかとなった． 

 

1.2 生物多様性に富んだ堤防植生の創出への新たな

取り組み 

（1） 河川堤防に見られる生物多様性 

平成 20 年に生物多様性基本法の制定されたこと

から，生物多様性を持つ自然環境を創出する取組み

の必要性，要望が高まってきた．特に，適度な人為

的攪乱のもとで維持されてきた草地環境の減少は顕

著であり，草地性の種を確保する取組みが重要とな

った．このような背景の中，定期的な除草管理が行

われる河川堤防において，かつて日本の里地・里山

で見られた数多くの在来植物が共存しているチガヤ

型半自然草地の存在が確認された． 

このことから，チガヤ堤防は年 2回除草において

も耐侵食機能を確保しつつ，外来牧草の生育を抑制

し，生物多様性に富んだ緑地空間を創出・維持し得

る可能性が見出された． 

 

（2）チガヤを基盤とした生物多様性に富んだ堤防植

生の創出 

これらを受けて，河川堤防において，適度な人為

的管理（堤防除草）で維持可能な生物多様性に富ん

だ堤防植生を創出・保全できる緑化技術について研

究する新たな取組みを行うこととした． 

取組みは，チガヤに関する当財団の研究実績を踏

まえ，幅広い研究者の協力を得ながら，河川に日本

の原風景（半自然草地）を復元する生態緑化技術を

開発するプロジェクトとして発展させたものである． 

平成 21 年 10 月には，「河川堤防および周辺域にお

ける生態緑化技術の開発に関する研究会」を発足さ

せた．この生態緑化技術は「Eco Friendly Green 

Technology」と名付けられ，研究会は通称「EFGT 研

究会」と呼んでいる． 

本稿では，生態緑化技術開発の第三報として，再

度，研究の概要を述べるとともに，各研究項目の主

な研究内容とこれまでの成果等を報告する． 

 

２．生態緑化技術の研究概要 
 

2.1 研究の目的 

本研究は，幅広い研究者の協力を得て，当財団の

これまでの堤防植生に関する研究成果を踏まえ，「河

川堤防等に耐侵食性に優れたチガヤを優占種とし，

かつ日本固有の多様な野草（在来植物）を創出させ，

維持管理コストを軽減しつつ，洪水に強く，「日本の

四季を実感できる緑空間」を効率的に創造しようと

する緑化技術の開発」を行うことを目的とする． 

2.2 研究体制・研究期間 

当財団が事務局となって，東京大学大学院 特任
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研究員である根本正之氏を座長とする学識者等の参

画による「EFGT（Eco Friendly Green Technology：

生態緑化技術）研究会」（以下，EFGT 研究会という）

を組織し，研究を実施している． 

なお，研究期間は平成 21～26 年度までを予定して

いる． 

 

表 2.1 研究体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．各研究項目のこれまでの成果 
 

以下に，これまでの研究成果を紹介する．なお，

各研究・調査の結果については，実施途中段階であ

り，最終的に報告書としてとりまとめ，公表する予

定である． 

 

3.1 モデル植生箇所の生態および堤防機能調査 

（1）目的 

緑化技術の目標である“生物多様性のあるチガ

ヤ・在来植物から構成される半自然草地”が成立し

ている堤防法面を“モデル植生箇所”とし，生態系

機能，堤防機能を現地調査により把握する． 

（2）成果 

生態系機能調査の結果，春と秋（年 2回）の除草

は，草丈の高い植物を除去することで，多くの希少

種を含む草丈の低い植物の生存を助け，結果として

多様性に富む群落を維持していることが判明した． 

堤防機能調査結果より，「モデル植生箇所」と「チ

ガヤタイプ箇所」の根毛量および根毛量の深さ分布

の比較では，「モデル植生箇所」においても表層に多

くの根毛量を持ち，耐侵食性が高いことが明らかと

なった． 

3.2 在来植物栽培試験 

（1）目的 

生態緑化技術への適用性（チガヤとの共生の可否）

を判断するため，チガヤと共存している在来植物の

発芽・生育特性，および維持・保全に必要な条件を

把握する． 

（2）成果 

このため，表 3.1 の主要な在来植物（31 種）につ

いて発芽特性ならびに土質別生育試験，耐陰性試験，

耐刈取り性試験を実施しており，実験結果について

は現在，整理中である． 

 

表 3.1 在来植物栽培試験種（31 種） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
3.3 現存するチガヤ堤防の成立要因分析等 

（1）目的 

チガヤ堤防において共存している在来植物の生態

的特性を把握するため，種類組成や群落を調査する． 

（2）成果 

3.4 全国の堤防植生実施調査と併せて実施してい

る． 

 

3.4 全国の堤防植生実態調査 

（1）目的 

全国のチガヤと多様な在来植物が生育している箇

所を調査し，チガヤを中心とした多様な在来植物の

生育環境の維持・保全のために必要な条件（維持管

■EFGT 研究会 委員名簿 

座長 根本 正之 東京大学大学院 特任研究員 

小笠原 勝 宇都宮大学 教授 

河﨑 和明 （公財）河川財団 参事 

冨永 達 京都大学 教授 

服部 保 兵庫県立大学 名誉教授 

山田 晋 東京大学 助教 

■事務局 （公財）河川財団 

NO 種名 NO 種名

1 キキョウ 17 ユウガギク

2 オミナエシ 18 ツルボ

3 ホタルブクロ 19 オトギリソウ

4 ウマノアシガタ 20 アキノタムラソウ

5 スミレ 21 ノハラアザミ

6 ワレモコウ 22 トダシバ

7 ツリガネニンジン 23 ノカンゾウ

8 コスミレ 24 カワラナデシコ

9 ノジスミレ 25 フジバカマ

10 ヒメスミレ 26 ﾅｶﾞﾎﾞﾉｼﾛﾜﾚﾓｺｳ

11 ハハコグサ 27 ウツボグサ

12 チチコグサ 28 ヒオウギ

13 オヘビイチゴ 29 スズサイコ

14 ミツバツチグリ 30 オオヂシバリ

15 ノアザミ 31 ﾑﾗｻｷｻｷﾞｺﾞｹ

16 コウゾリナ - -
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理方法，土壌条件等）を明確にする． 

（2）成果 

上記 3.3 および 3.4 に関わる全国のチガヤが優占

する堤防植生調査の結果，種組成，優占種，種多様

性などの実態を明らかした．また，チガヤの導入の

可能性や共存させる種については，現在，研究・整

理中である． 

 

3.5 外来種の侵入・定着のメカニズム解析 

（1）目的 

チガヤと他の在来種からなる緑地空間の創出を図

るため，外来種（帰化植物）の河川堤防への侵入や

拡大の現状を把握するとともに，そのメカニズムを

解析する． 

（2）成果 

オニウシノケグサとチガヤの混播試験による結果

では，チガヤは生育初期においてオニウシノケグサ

と競合し，幼個体が枯死することが明らかとなった． 

また，タチスズメノヒエやメリケンカルカヤなど

の外来イネ科植物の侵入についてのデータを現在，

解析中である． 

 

3.6 緑化技術工法の試作・実証実験 

（1）目的 

チガヤと在来植物からなる堤防植生を，速やかに

創出させる緑化技術を開発するため，実証実験によ

り各種のチガヤ植栽工の施工性・効果等を検証する． 

（2）成果 

種子吹付・客土吹付工区の調査では，チガヤ，ス

ミレ，ワレモコウ，ユウガギクの生育が確認された． 

これらの植物定着率は，種子吹付工区の方が若干

高い割合となっており，有望な植生工法であること

が示唆された． 

また，張芝間植栽工法の播種による実験では，芝

部において発芽率が高かった． 

 

４．緑化技術工法の試作・実証実験の中間

報告 
 

本研究で扱う生態緑化技術は，実際の河川堤防に

て実施するものである．このことから，これまでの

研究成果を踏まえ，平成 24 年度より利根川の堤防に

おいて緑化技術工法の実証実験を開始した． 

 

4.1 目的 

実際の堤防法面で実施可能な生態緑化技術を確立

するため，現地堤防での試験施工を行い，生態緑化

技術の施工性・効果等を検証する． 

 

4.2 実験概要 

（1）実施場所 

チガヤを主体とした堤防植生を目指し，各種工法

を用いて実際の堤防に施工を行い，生態緑化技術の

効果を検証する．実験地は治水上の支障を考慮して

強化堤防対策が実施された堤防の川裏が適している

と考えられる． 

これらの条件から，図 4.1 に示す埼玉県加須市大

越地先に位置する利根川（140.5ｋ付近）の右岸の堤

防法面（川裏）を選定した． 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.1 実証実験 位置図 

 
（2）工法の選定 

チガヤ主体の植栽を河川堤防に施工する工法とし

て，現在，緑化工法として広く普及しており，広範

囲の面積を低コストで緑化施工可能な種子吹付工法

および客土吹付工法を選定した． 
また，新設堤防において張芝が行われている現状

を鑑み，張芝への在来種の導入を目的とした張芝間

植栽工法を実施した．加えて，ヤシ繊維マット上に

チガヤを主体とし，在来植物を植栽したチガヤ多様

性マットを設置した． 
 

施工箇所
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（3）試験区の設定 

実証実験の試験区（約 1,700ｍ2）を 4工区に分け，

下記の 4工法による試験を実施した． 

①種子吹付工法（20m×10m） 

②客土吹付工法（20m×10m） 

③張芝間植栽工法（20m×15m） 

④チガヤ多様性マット工法（1.7m×4m） 

 

 

 

 

 

写真 4.1 現地実証実験地 施工前状況 

（左：種子吹付工，中央：客土吹付工，右：張芝間植栽工） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.2 現地実証実験地 詳細図 

 

（4）工法の概要 

1）種子吹付工法 

チガヤと他の在来植物（スミレ，ワレモコウ，ユ

ウガギク）の種子を混合した種子を吹付けた． 

また，降雨による法面の侵食や外来種の侵入を防

止するため，早期に成長するノシバ（在来種）の種

子を用い，吹付け材料は，粘着剤を混合した繊維と

した． 

表 4.1 種子吹付工法の配合 

 

 

 

 

 

2）客土吹付工法 

客土（購入土に粘着剤を混ぜたもの）に，チガヤ

と他の在来植物（スミレ，ワレモコウ，ユウガギク）

の種子を混合した材料を吹付けた． 

また，降雨による法面の侵食や外来種の侵入を防

止するため，早期に成長するノシバ（在来種）の種

子も混入した． 

 

表 4.2 客土吹付工法の配合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 4.2 供試植物，使用材料 

 

3）張芝間植栽工法の概要 

芝を 2種類の方法（目地張，市松張）で張り，張

芝の隙間に，チガヤ，スミレ，ノアザミ，ユウガギ

ク等の播種・苗植栽を実施した．併せて，緑化の効

果を確認するため，対照区を設けた． 

「在来種播種エリア」は，各調査区の左端および

231m
2
当り

材料 品名 数量 単位 備考(1m2当り)
種子 チガヤ 462,000 粒 2,000粒

ノシバ 4,620 g 20g
スミレ 147,312 粒 640粒
ワレモコウ 14,535 粒 60粒
ユウガギク 38,115 粒 165粒

生育基盤材 GSソイル3号 6,000 ﾘｯﾄﾙ 26.0ﾘｯﾄﾙ
バーク堆肥 780 ﾘｯﾄﾙ 3.4ﾘｯﾄﾙ

養生材 GSﾌｧｲﾊﾞｰ 90 Kg 0.4kg
土壌安定剤 ﾙﾅｿﾞｰﾙAN 75 Kg 0.3kg

粘着剤 ｸﾘｺｰﾄC-402 3.0 Kg 0.01kg
水 5,400 ﾘｯﾄﾙ 23.4ﾘｯﾄﾙ

※客土吹付工法は、77m3（1施工あたり）×3回を実施

200m2当り

材料 品名 数量 単位 備考(1m
2当り)

種子 チガヤ 400,000 粒 2,000粒
ノシバ 4,000 g 20g
スミレ 127,543 粒 640粒
ワレモコウ 12,584 粒 60粒
ユウガギク 33,000 粒 165粒

養生材 GSﾌｧｲﾊﾞｰ 32 Kg 0.16kg
土壌安定剤 ﾙﾅｿﾞｰﾙAN 0.2 Kg 0.001kg

水 800 ﾘｯﾄﾙ 4ﾘｯﾄﾙ

寒冷紗（20m×4m） 

チガヤ多様性マット 

（1.7m×4m） 
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下端よりそれぞれ 1m 離したところから 1.4m×1.4m

（=2m2）の範囲に設定した．また，調査区端から 1

ｍ離した「苗植栽エリア」を設定した． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.3 試験区内の配置 
（在来種播種ｴﾘｱ・苗植栽ｴﾘｱ） 

 

4）チガヤ多様性マット工法の概要 

ヤシ繊維マットを利用しチガヤや在来植物を植栽

したものを作製し，設置した．マット 1枚の大きさ

は 1.7m×0.7m とし，これを 5枚使用した．植栽した

在来植物はチガヤマット（2,000 粒/m2播種）をベー

スに，カワラナデシコ，カントウヨメナ，ノアザミ，

カントウタンポポ，フジバカマである． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 4.3 チガヤ多様性マット 

 

4.3 実験区の施工 

（1）種子および客土吹付工法 

平成24年6月5日に吹付工法による播種を実施し

た．種子吹付工法および客土吹付工法に用いる供試

植物および播種量は，表 4.1，表 4.2 より m2当たり

表 4.3 のとおりである． 

 

表 4.3 供試植物および播種量（1m2当り） 

品名 播種量 品名 播種量 

チガヤ 2,000 粒 ノシバ 20g 

スミレ 640 粒 ワレモコウ 60 粒 

ユウガギク 165 粒 -  - 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 4.4 種子吹付工法による施工 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 4.5 種子吹付施工 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 4.6 客土吹付工法による施工 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 4.7 客土吹付（2cm 厚）施工 

5m

5m

1m

1m

在来種播種エリア

苗植栽エリア
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2）張芝間植栽工法 

平成 24 年 4 月 24 日に，在来種播種エリアにノハ

ラアザミ，ワレモコウ，スミレ，ツリガネニンジン

の播種を実施した．播種密度は，前 3者については

100 個体/m2とし，ツリガネニンジンは種子量の制約

のため 50 個体/m2とした． 

張芝試験区においては芝が張りつけられていない

部分に種子を播種し，対照区においては播種エリア

全面に種子を播種した． 

また，平成 23 年に播種・育成したツリガネニンジ

ン，ワレモコウ，スミレの 2年生苗を，在来種播種

エリア以外かつ調査区端から 1m 以上離した試験区

のなかに，苗植栽エリアを設定し，試験区あたり各

植物種 3株ずつを植栽した．これらの苗の植栽は平

成 24 年 5 月 15 日に実施した． 

張芝（目地張り区）と張芝（市松張り区）につい

ては，平成 24 年 5 月 28 日にチガヤの苗を 50 個体

/25m2の密度で植栽した． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 4.7 張芝（目地張り区） 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 4.8 張芝（市松張り区） 

 

3）チガヤ多様性マット工法 

チガヤ多様性マットは，ヤシ繊維マットを利用し

服部委員により作製したものである．平成 24 年 6

月 30 日に，2,000 粒/m2でチガヤ種子を播種し，同

年 10 月にカワラナデシコ，カントウヨメナ，ノアザ

ミ，カントウタンポポ，フジバカマの苗を植栽して

チガヤ多様性マットを作製した．平成 25 年 3 月 15

日に，大越地先の実験区法面に設置した． 

 

 

 

 

 

 

 

写真 4.9 チガヤ多様性マット工法 

 

4.4 モニタリング結果 

（1） 種子および客土吹付工法 

施工 4ヶ月後の種子吹付・客土吹付工区のモニタ

リング結果では，供試植物であるチガヤ，スミレ，

ワレモコウ，ユウガギクの生育が確認された． 

これらの植物定着率は，種子吹付工区で若干高い

割合となっており，有望な植生工法であることが示

唆された． 

 

表 4.4 チガヤ，他の在来種の発芽状況（H24.10） 

 種子吹付工法 客土吹付工法 配合 

チガヤ 13（0.7％） 23（1.2％） 2,000 粒

スミレ 14（2.2％） 11（1.7％） 640 粒

ワレモコウ 4（6.7％） 2（3.3％） 60 粒

ユウガギク 34（20.6％） 5（3.0％） 165 粒

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 4.10 客土吹付工法 植生状況（H24.10） 

※1）コドラート（1m×1m）調査結果 
※2）（ ）内は，種子の播種量（粒）に対する萌芽

した本数の割合（％） 
※3）種子吹付工法は寒冷紗施工箇所，客土吹付工法

はチガヤが多く見られた箇所を選定 
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また，種子吹付工法では当初，寒冷紗を約 2 週間施

工した範囲では雑草の侵入が見られず，施工 4 ケ月後

にはユウガギクが繁茂した．寒冷紗による保湿効果お

よび雑草等の初期侵入が抑えられたものと考えられる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 4.11 種子吹付工法 植生状況（H24.10） 

 

（2）張芝間植栽工法 

山田委員による張芝間植栽工法の調査結果を示す． 

平成24年4月に播種した個体の発芽率および残存

率は図 4.4 に示したとおりであり，ノハラアザミ，

ワレモコウ，スミレについては，目地張り区，市松

張り区の発芽・残存率は類似しており，いずれも無

施工区と比較して，顕著に高い傾向が見られた．ツ

リガネニンジンは全く発芽個体が確認されなかった． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.4 播種個体の発芽・残存率の推移 

 

2 年生苗の植え付け後の成長の推移を，図 4.5 に

示す．移植した苗の草高は，ワレモコウ，スミレ，

ツリガネニンジンともに，目地張り区，市松張り区，

無施工区の 3施工区において同じであった． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.5 苗移植種における成長量（草高） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 4.12 張芝間植栽工法 植生状況（H24.8） 

（左上）移植した苗（ワレモコウ） 

 

 （3）チガヤ多様性マット工法 

平成25年3月に設置したチガヤ多様性マットのチ

ガヤ群落内には，植栽したカワラナデシコ，カント

ウヨメナ，ノアザミの他，周辺から侵入したと考え

らえるコウゾリナ等が確認された． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 4.13 ﾁｶﾞﾔ多様性ﾏｯﾄ工法 植生状況（H25.9） 
（カントウヨメナ） 

7月

8月

10月
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５．生態緑化技術に関する事例紹介 
「七草堤防プロジェクト」の取組み 

生態緑化技術は，チガヤを主体とした在来植物に

よる「日本の四季を実感できる緑空間」の創出を目

的としている．本稿で紹介する事例は，本研究の趣

旨に沿った堤防植生づくりを地域との協働により行

っているものである． 

 

5.1 七草堤防プロジェクトとは 

「七草堤防プロジェクト」と名づけられたこの取

組みは，地震により被災し，復旧した堤防（利根川

右岸 38.7k 川表法面）に，地域と協働してシバやチ

ガヤの堤防に地域の在来植物が共生する生物の多様

性に富んだ堤防植生づくりを行っている． 

このプロジェクトでは活動を通じて，地域と河川

との関わりの深まりや地域への愛着，環境教育の場

としての活用などを目指している． 

 

 

 

 

 

 

 

図 5.1 七草堤防プロジェクト 

 

5.2 七草堤防づくり 

七草堤防づくりは，地域の方々と協働して，治水・

環境機能に優れたチガヤや地域の在来植物を栽培し，

苗を植え付け，観察・草刈等の管理を行いながら，

目標とする生物の多様性に富んだ堤防づくりを行っ

ていくことを基本としている． 

 

 

 

 

 

 

 

 

5.3 プロジェクトメンバーと活動内容 

プロジェクトメンバーは，メインとなる団体を中

学校とし，地域のボランティア，地元自治体，学識

者，河川管理者で構成されている． 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5.3 プロジェクトメンバーと活動内容 

 

5.4 プロジェクトの活動状況 

現在までの活動としては，植物の学識者の指導の

もと，中学校の生徒を中心としたプロジェクト関係

者による，地域の在来植物の種子採取，ポット苗づ

くり，堤防へのポット苗の植え付け活動が実施され

ている． 

ポット苗づくりでは，当時 1年生（約 180 名）が

ポット苗の作り方を教わりながら，ひとりひとりが

積極的にポット苗を作成していた． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5.4 七草堤防プロジェクトの活動状況 

（種子採取とポット苗づくり） 

 
●プロジェクトメンバー 

・メインとなる団体：佐原中学校 

・サポーター（ボランティア）： 

   川の駅 水の郷さわらボランティアスタッフなど 

・地元自治体：香取市役所 

・植物の学識者：東京大学大学院 根本特任研究員 

         兵庫県立大学 服部名誉教授 

・河川管理者：利根川下流河川事務所 

 

●現在までの主な活動内容 

・平成 24 年１１月 地域の在来植物の種子採取 

・平成 25 年 2 月  ポット苗づくり（佐原中学校にて） 

・平成 25 年 5 月  堤防へのポット苗の植え付け 

                                    ポットの植え付け（6.15 工法香取掲載）

図 5.2 七草堤防づくりの手順 
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平成25年5月に実施した堤防へのポット苗の植え

付けでは，2 年生になった中学生やボランティア，

一般参加者など 200 名を超える参加者全員が協力し

て，チガヤやノコンギク，カワラナデシコなど約

5,000 個のポット苗を利根川の堤防へ植え付けた． 

ポット苗の植え付けについては，地元自治体の広

報誌の表紙として採用され，プロジェクトの活動に

ついてアピールすることができ，生徒たちの励みや

自信にもつながっている． 

中学校の科学部員を中心としたメンバーで実施し

た種子採取や堤防植生への水やりでは，植物や堤防

への関心が高まり，積極的に学ぶ姿が見られた． 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 5.5 七草堤防プロジェクトの活動状況 

（堤防へのポット苗の植え付け） 

 
６．今後の展開 

 

今後の展開として，2点が挙げられる． 

1 点目は，生態緑化に関する専門的な技術，試験

や実証実験による知見等を集積した学術書としての

報告書を作成する． 

2 点目は，生態緑化技術（EFGT）をより多くの団

体等に活用してもらえるよう，その普及・活用を目

的とした手引書を作成する．現在想定している対象

は，河川管理者，土木技術者，教育関係者を考えて

いる． 
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鬼怒川における 
泥岩・沖積粘性土層の河床低下について 

 
中嶋 大次郎*・鈴木 克尚**・山本 晃一*** 

 
 
１．はじめに 

 

鬼怒川は，流域面積 1760km2，幹川流路延長

176.7km の河川である． 

山地流域におけるダム貯水池・砂防設備等の建設

による供給土砂量の減少や，河川改修による河道掘

削，さらには，昭和 30 年代から平成初期にかけての

砂利採取等により，河道状況が大きく変化した． 

その結果，現在の鬼怒川は，河床低下が著しく進

行し，護岸や構造物の不安定化，取水施設への影響

等の問題が懸念されている． 

また，砂等の沖積層の掘削や流出に伴い，河道に

泥岩・沖積粘性土層が露出する区間が増加した．こ

のような区間では，通常の沖積河川では見られない

ような急激な河床低下（数ｍオーダー）が進行する

などといった現象が起きている． 

本稿では，泥岩・沖積粘性土層の河床低下の要因

を明らかにしていくため，河道特性を整理すること

により，泥岩・沖積粘性土層を含めた経年的な河道

変化の把握を行った．その上で，泥岩・沖積粘性土

層の露出箇所の地質調査結果等を踏まえ，泥岩・沖

積粘性土層における河床低下の特徴について整理し，

河床低下のプロセスについて考察した． 

 

２．河道の経年変化と特徴 

 

泥岩・沖積粘性土層を含めた河道変化の実態を把

握するため，鬼怒川におけるインパクト（≒改修履

歴，砂利採取など）に対するレスポンス（≒河道変

化）を時系列的に整理した． 

そこでは，河道特性の異なる鬼怒川の下流部（48km

下流：セグメント 2-1，2-2）と上流部（48km 上流：

セグメント 1）について，年代別にインパクトに対

するレスポンスである河道変化の特徴についてとり

まとめた． 

 
2.1 河床変化の要因となるインパクトの整理 

 
河床変化の要因となるインパクトとして，治水事

業，砂利採取履歴，流量・雨量の経年変化，ダムに

関するデータ等について整理した． 
 

（1）主な治水事業 

鬼怒川の近代的河川改修は，大正 15 年の鬼怒川改

修計画より開始され，西鬼怒川の締め切り，鎌庭捷

水路の開削が行われた．その後，昭和 13 年の洪水を

契機として，「利根川増補計画」の策定をうけて，鬼

怒川の改修計画が昭和 16 年に改定され，五十里ダム

建設に着手した． 

戦後は，カスリーン台風による氾濫を契機に，昭

和 24 年に石井における基本高水のピーク流量を

5,400m3/s，五十里ダム及び川俣ダムの効果により，

計画高水流量を 4,000m3/s とする「利根川改修改定

計画」が策定された．この計画に基づき，川俣ダム

及び鬼怒川上流部の霞堤の整備を計画に位置づけ，

これらの整備に着手した． 

昭和48年には概ね100年に1回の確率で発生する

洪水規模を計画目標とし，石井における基本高水の

ピーク流量を 8,800m3/s，五十里ダム，川俣ダム，

川治ダムの効果により計画高水流量を 6,200m3/s と

* 株式会社テイコク 技術第 2部 技術 4課 係長（前 公益財団法人 河川財団 河川総合研究所 研究員） 
**（公財）河川財団 河川総合研究所 上席研究員 
***（公財）河川財団 河川総合研究所 所長 
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して，川治ダムの建設に着手した． 

さらに，昭和 55 年には利根川本川の計画改定に伴

い，鬼怒川流域に新たな洪水調節が計画され，この

計画に基づき，湯西川ダムの整備が着手された． 

その後，平成 18 年 2 月に利根川水系河川整備基本

方針を策定した．石井地点の基本高水のピーク流量

を 8,800m3/s，計画高水流量を 5,400m3/s とし，鬼怒

川の広い河道による流量の低減効果を見込み，水海

道において計画高水流量を 5,000m3/s とする計画と

なっている． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2）砂防設備の設置状況 

鬼怒川流域の砂防設備は，完成年月日が示されて

いるものが 434 基（砂防 130，床固工 213，谷止工

56，流路工 9，帯工 14，護岸 3，水制 5）であり，図

2.2 は設備数の変遷を整理したものである． 

砂防設備は，昭和 43 年を境に急増しており，特に

床固工が急増している．これは昭和 41 年の台風 26

号により大谷川流域が全域にわたって荒廃し，上流

山地部の整備と今市大谷橋下流の流路工の施工が急

務となったためである． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中流部 
･広い川幅と砂礫の河床 
･霞堤が点在 

上流部 
･ダムの建設 
･五十里ダム（S25～S31）
･川俣ダム（S32～S41） 
･川俣ダム（S45～S58） 
･湯西川ダム（S57～H23）

下流部 
･狭い川幅 
･連続堤の整備 

田川放水路 
（S43～S47）

鎌庭捷水路 
（S3～S11）

利根川合流点 
鬼怒川の洪水を下流 3調節池で調
節して利根川への影響を抑える．

田中調節池（S8～S40）

菅生調節池（S9～S40）

稲戸井調節池（S38～H21） 

国土交通省関東地方整備局 

鬼怒川ダム統合管理事務所 HP より 

国土交通省関東地方整備局 

鬼怒川ダム統合管理事務所 HP より 

国土交通省関東地方整備局 

鬼怒川ダム統合管理事務所 HP より 

国土交通省関東地方整備局 

鬼怒川ダム統合管理事務所 HP より 

凡例 

県境 

流域界 

図 2.1 主な治水事業 

水海道

稲戸井調整池 

石井 
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今市中流流路工の大谷橋までの区間は昭和 35 年

に直轄編入となり，今市下流流路工の今市下流床固

～芹沼床固までの区間は昭和 45 年に直轄に編入と

なり整備されている． 

昭和 60 年代以降は，大谷川筋の大薙山腹工，稲荷

川山腹工，馬立山腹工における谷止工が増加してい

る． 
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図 2.2 砂防設備の変遷１） 

 

（3）横断構造物（堰，床止）の設置履歴 

鬼怒川では，農業用水や河床の安定のための横断

構造物が設置されており，これらの設置状況を以下

に示す． 

1）鬼怒川上流部（セグメント 1）の横断構造物 

鬼怒川上流部では，農業用の取水堰である次の 3

頭首工が設置された． 

・佐貫頭首工（107.3km 地点） 

昭和 39 年，鬼怒川中部国営事業により 6用水を統

合する佐貫頭首工が設置された（約 8900ha の田畑を

灌漑，最大取水量 13.6 m3/s）． 

・岡本頭首工（82.6km 地点） 

鬼怒川中央土地改良事業により 8箇所の井堰を統

合して昭和 61 年に岡本頭首工が設置された（約

3300ha を灌漑する他，上水道，工業用水を補給）． 

・勝瓜頭首工（66.75km 地点） 

昭和 44 年に鬼怒川下流の 5用水が統合し，鬼怒川

南部農業水利事業により勝瓜頭首工が設置された

（9400ha を灌漑，最大取水量 19 m3/s）． 

 

2）鬼怒川下流部（セグメント 2-1，2-2）の横断構

造物 

鬼怒川下流部では，昭和初期に捷水路工事に伴う

床止めと，昭和の終わり頃から河床低下対策として

計 7 基の床止工が設置された． 

・長塚床止工（31.43km 地点）  

河床低下対策のため平成 16 年に設置したもので

ある．直上流に新鬼怒川橋および鬼怒川橋が架設さ

れている． 

・鎌庭第２床止工（27.56km 地点）および鎌庭第１

床止工（26.68km 地点） 

鎌庭捷水路（延長 2050m）は，大きく湾曲してい

た水路を 2350m 短縮し，洪水の疎通を良好とすると

ともに水衝部の解消を図るために設けられたもので，

昭和 10 年 3 月に通水した． 

昭和41年6月の洪水において上流床止めおよび低

水路護岸の大部分が流されたため，下流の鎌庭第１

床止工は 50m 継ぎ足し，上流の鎌庭第２床止工は全

面改築し，昭和 42 年 10 月に概成した． 

・石下床止工（22.84km 地点） 

直上流の石下橋（昭和 4年に開通）の河床低下に

よる被災をきっかけとし，河床低下対策のため平成

3年に設置したものである． 

・三妻床止工（12.86km 地点） 

河床低下対策のため平成 7年に設置したものであ

る．直上流に鬼怒川有料橋（平成 9年に開通）が架

設された． 

・水海道床止工（11.3km 地点） 

直上流に架かる豊水橋の被災防止のため昭和 61

年に設置された． 

・玉台床止（5.2km 地点） 

河床低下対策のため平成 12 年に設置された． 

 

（4）砂利採取履歴 

鬼怒川の砂利採取は，昭和 30 年～40 年にかけて

砂利採取が盛んに行われていたが，その後，昭和 50

年代に入り減少し，その後，昭和 60 年代に砂利採取

が規制さら，さらに減少した．平成 2年に砂利採取

が終了し，それ以降は実施されていない． 

 

谷止工
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（5）洪水流量と雨量の経年変化 

年最大流量の経年変化（図2.3）からは，ダムの設置

による年最大流量の減少についての有意な変化は見ら

れない．ただし，年最大日雨量の経年変化（図2.4）か

らは，平均年最大日雨量が昭和 59 年～平成 23 年の方

が昭和25～平成23年より大きい値となっている． 

年最大雨量は増加しているが，年最大流量に大き

な変化が見られないことから，ダム設置による効果

（洪水調節機能）であると考察する． 

また，流出計算によるダムあり・なしの結果（図

2.5）からは，平均年最大流量（1750m3/s）規模の出

水は，約 2割減となっている． 
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図 2.3 年最大流量の経年変化（石井地点） 
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図 2.4 年最大日雨量の経年変化（石井地点上流平均） 

 

（6）土砂供給量の整理 

鬼怒川上流域には，川治ダム，川俣ダム，五十里

ダム，湯西川ダムがある．湯西川ダムについては，

平成 24 年 11 月より運用開始された． 

図 2.6 より，五十里ダムにおいては浚渫が行われ

ているため，平成 21 年時点の計画堆砂量 4,781 千

m3に対し，堆砂量は2,197千m3と計画堆砂量の45.8%

であり，堆砂量は計画堆砂量を下回っている． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.5 石井地点ピーク流量（流出計算結果）   

超過確率図 

 

堆砂量＋浚渫量の合計（本来の堆砂量＝流入土砂

量）は，平成 21 年までの累計で 4,188 千 m3であり，

計画堆砂量の 87.6%とほぼ計画堆砂ペースとなって

いる． 

図 2.7 より，川俣ダムでは，平成 21 年時点の計画

堆砂量 6,408 千 m3に対し，堆砂量は 4,841 千 m3と計

画堆砂量の 75.5%であり，堆砂量は計画堆砂量をや

や下回っている． 

昭和 56 年～昭和 60 年にかけて堆砂量が突出して

多くなっており，これらは昭和 56 年，57 年の出水

の影響によるものと考えられる． 

図 2.8 より，川治ダムでは，平成 21 年時点の計画

堆砂量 1,820 千 m3に対し，堆砂量は 5,582 千 m3と計

画堆砂量の約 3倍のペースで進行している．平成 10

年以降，堆積速度が大きくなっており，これは出水

の影響によるものと考えられる． 
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図 2.6 五十里ダムの堆砂量の経年変化 
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図 2.7 川俣ダムの堆砂量の経年変化 
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図 2.8 川治ダムの堆砂量の経年変化 

 

（7）河床材料の経年変化 

粒径集団の割合縦断図（図 2.9）より，セグメン

ト 1（48km より上流区間）は，昭和 10 年代と比べ平

成期には中・粗砂集団が 1/3～1/5 となっており，セ

グメント 2-1（34～48km 区間）においては，昭和 10

年代と平成期には中・粗砂集団の割合が 1/5 となっ

た．また，セグメント 2-2（34km より下流区間）に

ついては，昭和 10 年代は中・粗砂集団であったが，

平成期は細砂・シルト・粘度集団となった． 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
       
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2.9 粒径集団の割合縦断図 

 

2.2 インパクトに対するレスポンスの整理 

 

人為的・自然的インパクトにより，河川環境およ

び河道形状へのレスポンス（変化・応答）を把握す

るため，砂州や植生，河床低高の経年変化について

整理を行った． 
 

（1）川幅・砂州の変化 

川幅と砂州の変化を把握するために，昭和 39 年と

平成 13 年の川幅と砂州の列数を比較した．表 2.1

に整理結果を示す． 

昭和 30 年代以前に比べて，川幅の減少に伴いその

砂州列数が小さくなっている．従来の知見によると

沖積地河川の川幅は，平均年最大流量の減少により，

また，河床材料の粗粒化により減少する．鬼怒川で

も同様のことが生じている． 
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表 2.1 砂州の列数の変化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2）植生の経年変化 

図 2.10 は昭和 22 年，昭和 48 年，平成 14 年にお

ける鬼怒川の河川空間（堤外地）における河道距離

2km ごとの利用地，植生域，裸地（河原），水面の面

積を航空写真により計測し，縦断方向に示したもの

である． 

昭和 22 年は，裸地の占める面積が多い．これは，

カスリーン台風による大洪水直後であり，河原の草

本類は破壊され裸地が多いと推定され，これが鬼怒

川の原風景であるが，戦前の地形図，写真等よりセ

グメント 1（48km 上流区間）においては裸地の河原

が大部分を占めていたと判断される．当時の利用地

は，農地である． 

昭和 48 年は，裸地の面積が減少した．これは，五

十里ダム，川俣ダムの完成に伴い，洪水による撹乱

の頻度が減り，砂利州に草本類（パイオニア植生）

が進入したためと考えられる． 

なお，昭和 30 年代後半から 50 年代において掘削

された場所は，一時，平坦な裸地となるが，何度か

の洪水により砂州が再生し，小出水による細粒物質

の堆積･侵食により表層物質，地下水位，土壌水分に

空間的差異が生じる．その差異に応じて，また，そ

の後の洪水による撹乱頻度と強度に応じて，植物の

侵入と破壊が生じ植物群落の分布が変化する． 

平成 14 年は，河床掘削により，河道の複断面化（高

水敷の形成）が起こり，利用可能地が増加した．こ

れにより，公園利用が増加した． 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

図 2.10 河道の環境区分の変遷 

 

（3）土砂動態の変化 

経年的な土砂動態や河道変化を把握するために，

鬼怒川の河道断面の存在状況，ダムの土砂生産量や

支川からの土砂流入量を踏まえたうえで，評価地点

毎の土砂通過量を算出し，粒径集団別に土砂動態マ

ップを作成した． 

土砂動態マップの作成概要について，以下のフロ

ー（図 2.11）に示す． 

土砂動態マップ作成フローをもとに，過去（昭和

30 年代），現在（平成 20 年代前半），将来（30 年後）

の土砂動態マップ（図 2.12）を作成した． 

粒径集団は，河床変動に大きく影響を及ぼすと考

えられる代表的な粒径，礫（2ｍｍ以上），砂（0.075

～2ｍｍ），シルト・粘土（0.075ｍｍ以下）の３区分

とした．礫の動きは礫床区間の河床変動を，砂の動

きは砂床区間の河床変動を，シルト・粘土は表層土

層や河岸・高水敷の形成等となる．各粒径集団の構

成比については，全国の各河川の平均供給土砂量（沖

積平野の体積から求めた１万年程度の年平均値及び

ダム堆積物調査（20 ダム程度）より）の以下の構成

比を用いた． 

距離標 

昭和 39年 平成 13 年 現河道(H23)

の川幅水深比

B/H 
砂州の列数 低水路川幅 砂州の列数 低水路川幅 

101～100km 1～2列 
500～600m 

1 列 
250～300m 100～200 

99km 付近 2～3列 2～4列 

95～92km 4～8列 350～750m 2～4列 350～400m 200 程度 

85～81km 3～6列 450～700m 1～2列 250～450m 100～300 

74.5～71km 6 列 450～700 2～3列 300～350 100～300 

67.5～64km 3～4列 400m 程度 1～2列 100～250m 50～250 

60.5～57km 5～6列 500～600m 3～4列 300～400m 150～350 

47.5～44.5km 1～3列 300～600m 単列 100～400m 50～150 

44～34km 1～3列 170～220m 1～3列 190m 程度 50～150 

34～30km ― 120～170m ― 80～160m 20～40 

30～3km ― 20～210m ― 80～180m 20～40 

3～0km ― ― ― ― ― 

  昭和 22 年 

昭和 48 年 

平成 14 年 
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図 2.11 土砂動態マップ作成フロー 

 

・礫：0～10% 

・砂：35～40% 

・シルト・粘土：50～60% 

現在の土砂供給量は過去に対して約 40％となる．

将来における現在からの土砂動態の変化は，湯西川

ダム設置による流況変化により，河道における掃流

力の減少分のみの変化を推定した． 

 

（4）河床高の経年変化 

昭和 39 年を基準とした 10km 区間ごとの平均河床

高と最深河床高の経年的変動量を図 2.13 に示す． 

平均河床高は，昭和 40 年代に急激に低下し，昭和

60 年以降は，砂利採取量の減少により，緩やかに低

下した．砂利採取が行われなくなった平成 3 年以降

は，安定又は緩やかな低下傾向にある． 
最深河床については，砂利採取が行われなくなっ

た平成 3 年までは低下傾向にあり，それ以降，上流

部（実線：50～101.5km 区間）については，安定又

は緩やかな低下傾向にあり，下流部（点線：3～50km
区間）については，以前と変わらない速度で低下し

ている． 
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図 2.12 土砂動態マップ 
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2.3 鬼怒川の河道変遷 

 

前述までに整理したインパクトとレスポンス関係

から，鬼怒川の上流部，下流部の河道変遷について

とりまとめた． 

 

（1）下流部の河道変遷 

鬼怒川 48km 下流（セグメント 2-1，2-2）につい

て，年代別の河道変化について図 2.14 に整理した． 

 

 

① 昭和 30 年代→昭和 50 年代前半 

掘削（砂利採取）により河床の砂が採取され，平

坦な河床となるとともに，河床下に粘性土層が露出

し始めた． 

② 昭和 56 年→昭和 57 年 

出水により，河床低下が進行した． 

③ 昭和 57 年頃→平成 22 年頃 

溝状に河床が低下し始め，浮遊砂等の堆積により

低水路内の高い部分の堆積が進行するとともに植生

が侵入し始める． 

図 2.13 平均河床高（上図），最深河床高の経年変化図 
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図 2.14 下流部の河道の変遷概念図 

 

（2）中流部の河道変遷 

鬼怒川 48km 上流（セグメント 1）について，年代

別の河道変化について図 2.15 に整理した． 

 

① 昭和 30 年代→昭和 50 年代前半 

従前は単断面形状であったが，掘削（砂利採取）

により砂州が削られ，平坦な河床となるとともに掘

削幅に対応した低水路が造られる． 

② 昭和 50 年代前半→平成 2年頃 

平坦な河床に変化が見られるようになる（砂州が

再生される）． 

③ 平成 2年頃→平成 22 年頃 

砂州が発達するとともに，砂州の移動による撹乱

が見られるようになる．ただし，洪水流量の変化に

より，低水路幅が縮小し，砂州の列数が減少してい

る．また，砂州の固定化が生じている区間があり，

固定砂州上の植生の侵入が見られる． 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

図 2.15 上流部の河道の変遷概念図 

 
３．泥岩・沖積粘性土層の露出実態と河床

低下について 

 

泥岩・沖積粘性土層の露出箇所について，その実

態や河床低下の現象を把握するために，泥岩・沖積

粘性土層の露出実態（調査結果），河床低下の特徴に

ついて整理した． 

 

3.1 泥岩・沖積粘性土層の露出実態 

 

平成 24 年度実施した調査（H24 鬼怒川・小貝川河

床材料等調査業務）を基に，図 3.1 に泥岩・沖積粘

性土層の平面的な分布箇所を図 3.2 に泥岩・沖積粘

性土層の露出状況の例を整理した． 

下流域では，更新統～完新統の粘性土，中流域で

は，鮮新～更新統の河成堆積物～段丘堆積物が確認

された．さらに，上流域においては，中新統のシル

ト岩等が露出していることが確認された． 

 

  
HWL

河床の砂の採取

掘削(砂利採取 )

昭和30年代の河床 昭和50年中頃の河床

昭和 30 年代→昭和 50 年前半

河床低下が進行

昭和56, 57 年出水後

昭和56,57 出水後

昭和 40年中頃の河床

HWL

溝化、2極化

昭和57年→平成 17年

平成17年の河床

昭和56,57 出水後

HWL
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3.2 下流部における泥岩・沖積粘性土層の露出箇所

における河床低下パターン 

 

泥岩・沖積粘性土層の露出河道における河床低下

の現象を明らかにしていくため，近年の横断形状の

変化から，河床低下形状のパターンを整理した． 

平成 17 年～平成 24 年における，河床低下状況を

整理すると，一般的に見られる河床低下と新たな河

床低下があり，河床低下形状を整理すると大きく以

下の 3パターンに区分される． 

 

1） 逆三角形型 

通常の沖積河川湾曲部では，河床は移動床であれ

ば，図 3.3 のような逆三角形型断面（水衝部による

深掘）を形成することが一般的である． 

 

 
図 3.3 逆三角形型の河床低下模式図 

図 3.2 （例）泥岩・沖積粘性土層の露出状況 

図 3.1 泥岩・沖積粘性土層の平面分布図 

 
 

  更新統～完新統の粘性土 

  鮮新～更新統の河川成堆積物～段丘堆積物 

  中新統のシルト岩、凝灰岩等 

凡   例 
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2）平坦型 

河床に平坦面が形成されている区間において，河

床全体が平坦面のまま低下，もしくは平坦面の一部

が溝状に低下している． 
 

 

 

図 3.4 平坦型の河床低下模式図 

 

3）急激な河床低下 

一部区間において，急激に河床が低下している． 

 
図 3.5 急激な河床低下模式図 

 

また近年，このような急激な河床低下が全国的に

出始めている． 

図 3.6 は，木曽川の事例である．木曽川の 37.0km

にて，平成 9年～平成 12 年に約 10m 河床が低下して

おり，平成 14 年～平成 22 年には，河床が約 7m 低下

している．その後，大きな変化はない． 

 

４．河床低下の要因分析 

 

河床低下の要因分析は，前述までの鬼怒川の河道

変遷，泥岩・沖積粘性土層等の露出実態，近年の河

床低下のパターンから，河床低下の要因や実態につ

いてとりまとめた． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 3.6 急激な河床低下事例（木曽川）4） 

 

（1）河床低下の要因 

鬼怒川の河床低下は，上流からの供給土砂量の減

少，砂利採取が大きな要因とされ，さらにこれらに

伴う砂州の固定化等も要因として挙げられている． 

更に，下流部においては，砂利採取規制後も河床

低下が進行しており，泥岩・沖積粘性土層の露出箇

所が増加している． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 4.1 河床低下の要因模式図 

 

洪水調節

冠水および
攪乱頻度の減少

ダム 砂利採取

ダム下流への土砂供給量の減少

河床低下

～平成2年度

泥岩・沖積粘性土層
の露出

(特異な河床低下)

下流部における事象上流部における事象

砂洲・澪筋の固定化

植生繁茂
(シナダレスズメガヤ等)

 

木曽川の事例(37.0km) 
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（2）河床低下の実態 

泥岩・沖積粘性土層の露出河道における河床低下

について，その侵食形態について分析を行った． 

 

1） 逆三角形型の河床低下 

通常の蛇行帯のセグメント 2-2 の河床は，上流か

らの土砂供給，下流への土砂流送による土砂収支の

大小関係により，堆積あるいは洗掘となる． 

砂利採取が行われていない現在の状況において，

河床低下を引き起こす要因は掃流力が相対的に大き

くなる区間であることが想定される．このような区

間は，主として湾曲部外湾側である． 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.2 湾曲部の航空写真 

 

 

 

 

 

 

図 4.3 逆三角形型の河床低下の横断図 

 

2） 平坦型の河床低下 

平坦型の河床低下は，縦溝筋状の侵食（図 4.4）

によるものと考え，縦溝筋がいくつも形成され，そ

れが順次崩壊していくことにより，河床の一部が低

下あるいは全体が低下すると考えられる． 

縦筋溝の形成過程を図 4.6，図 4.7 に示す．図 4.6

において，溝の形成が先で，ポットホールが後と推

定されているが，その逆の可能性もある． 

図 4.8 は小礫で生じた小さいポットホールが縦状

溝の凸部にある様子を示したものである．縦溝筋の

形成は，露岩の強度の差異がきっかけとなるのでな

く，ポットホールの形成に起源があり，それらが連

結拡大することにより縦溝筋が形成（図 4.9）され

ると考えられる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.4 縦溝筋の状況（3km 滝下橋下流） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.5 平坦型の河床低下の横断図 

 

 
図 4.6 馬の背型侵食地形のできかた 

（赤松他，2006） 
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図 4.7  流路に斜交・直交した溝状地形のできかた 

（赤松他，2006） 

 

 
図 4.8 小礫で生じた小さいポットホール 

  

 
図 4.9 ポットホールが連結拡大による 

縦溝筋の形成 

 

3）急激な河床低下 

鬼怒川下流部の 12.25km 地点において，急激な河

床低下が発生している．この地点の地層構造は，図

4.1 より砂層と粘性土層の互層構造となっている． 

急激な河床低下は，河床の地層構造が互層構造（砂

層と粘土層の交互など）を形成している場合，河床

付近の粘性土層が徐々に洗掘され，下層の砂礫層や

砂層が吸い出されることにより空洞化が生じ（図

4.10 中段），粘性土層が崩壊・侵食される（図 4.10

下段）ものと考えられる． 

 

 

図 4.10 12.25km 横断層序図 

 

 

盛土 

砂質層

粘土層

砂質層

HWL 

盛土 

砂質層

粘土層

砂質層

HWL 

盛土 

砂質層

粘土層

砂質層

HWL 

 
図 4.10 急激な河床低下の模式図 

 

 

５．今後の課題 
 

本稿において，近年生じている河床低下は，一般

的な河床洗掘の他，特異な河床低下として，平坦型

の河床低下や急激な河床低下が発生しており，これ

らの河床低下の要因について分析した． 

今後は，河床低下の要因分析の確度を上げていく

ために，以下のような調査・検討を行い，更なる泥

岩・沖積粘性土層の露出実態及び物性指標の把握を

していくことが重要である． 
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5.1 河床低下に係る調査・検討方法の提案 

 

（1）地史的把握 

泥岩・沖積粘性土層が露出している区間において，

どのように地形が形成されてきたのか把握し，堆積

物の構造と特性を捉える必要がある． 

 

（2）泥岩・沖積粘性土層の露出実態の把握 

泥岩・沖積粘性土層の露出実態の把握を行ってい

るものの，依然把握範囲が十分ではないため，更な

る河道内の土質調査を実施し，土層層序構造及び物

性値を把握していく必要がある． 

 

（3）侵食特性の検討 

侵食特性の検討として，土質調査等により把握し

た物性値を活用し，泥岩・沖積粘性土層の侵食速度

や侵食限界流速の検討を行う必要がある． 

 

5.2 データの蓄積による分析精度の向上 

 

 現在までに，泥岩・沖積粘性土層の露出河道につ

いての検討事例が少なく，その調査方法等も確立さ

れていない．そのため，泥岩・沖積粘性土層の侵食

形態等を検討するために必要となる土質・岩質に関

する物性値（調査結果）等が十分にない状態である． 

 したがって，泥岩・沖積粘性土層の露出河道にお

いて，今後より多くの土質調査等による物性値の把

握を行い，データを蓄積することが重要となる． 
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河川特性に応じた防災施設整備の提案 
～ 烏川の事例 ～ 

 
川畑 理恵*・原 俊彦**・河﨑 和明*** 

 
 
 
１．はじめに 

 

近年における自然災害では，局所豪雨等の外力が

増加傾向にあり，大規模災害のリスクが高まってい

る．また，災害発生時の被害の防止，軽減を図るた

め，迅速な水防活動，緊急活動を行うことが重要で

あるが，災害復旧資材の確保や被災地点への備蓄材

の運搬に時間を要するなど，防災上の課題が全国的

に顕在化しており，計画的な防災施設の整備が急務

となっている． 

本研究では，Ｈ24 年度に高崎河川国道事務所の委

託により，破堤等により流域が広範囲に浸水する恐

れがある烏川をケーススタディとして，河川氾濫等

の災害による被害の防止，軽減を図っていくための

河川防災ステーション，緊急時のための防災施設に

関して検討した結果を再整理し，報告を行うもので

ある． 

 

２．烏川の概要 
 
2.1 流域の概要  

 
烏川は，群馬と長野との県境にそびえる鼻曲山に

端を発し，榛名山の西と碓氷丘陵の東の傾斜地を東

南の方向に流れて平野部に入り，高崎市内で右支

川・碓氷川を，高崎市南部で右支川・鏑川を合わせ

て流下し，群馬と埼玉との県境で右支川・神流川と

合流し，利根川本川に注ぐ幹川流路延長 61.8km の

河川である．（図 2･1） 
  
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2･1 流域図 

 
流域の地形は，烏川左岸側が約２万４千年前の浅間

山大噴火により吾妻川を経由して流下した堆積物で

構成される前橋台地となっており，烏川右岸側が広

大な氾濫原となっている． 
各河川の流域は細長い羽状流域であり，最も北側

を流れる烏川に向かって，氾濫原である右岸側から

碓氷川，鏑川，神流川の比較的規模の大きな支川が

合流する形態を持っている．それらの流域は比較的

小さく，山地が大半を占めることから，降雨の影響

を受けやすく，洪水継続時間が短いことが流域の特

徴である． 
更に，烏川をはじめとして各支川ともに河床勾配

が大きい急流河川であり，特に出水時には河岸侵食 
 

 

利根川水系流域面積 16,840km2 

烏・神流川水系面積  1,800km2 

* 株式会社オリエンタルコンサルタンツ 関西支店 技術一部 河川チーム 技師 
（前 公益財団法人 河川財団 河川総合研究所 研究員） 

** 国土交通省 関東地方整備局 霞ヶ浦導水工事事務所 所長（前 公益財団法人 河川財団 河川総合研究所 主管研究員）

***（公財）河川財団 河川総合研究所 参事 
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が発生しやすいため，迅速な水防活動及び復旧活動

を行うための防災施設の整備が急務となっている． 
 
2.2 防災施設の現状 

 
烏川流域には，現在，河川防災ステーションや水

防拠点は整備されていない． 
そのため，破堤等重大災害が発生した場合には，

堤防側帯７箇所の備蓄材置き場から資材を調達する

が，烏川の備蓄材だけでは不足するため，支川や近

隣の利根川上流河川事務所からの資材調達を考慮し

なければならない．（表 2･1，図 2･2） 
また，堤防天端幅は大型車両が１台通行するのが

限界であるが，待避所や旋回場所等の防災施設はほ

とんど整備されていない状況である． 
 

表 2･1 烏川における備蓄材量１）（H24 時点） 

番号 備蓄箇所 備蓄資材 備考

烏 1 右岸 19.0k 土砂 100m3 側帯

烏 2 右岸 16.6k 土砂 150m3 側帯

烏 3 右岸 11.2k 連接ﾌﾞﾛｯｸ（大型） 1,780個 側帯

烏 4 右岸 7.2k 土砂 200m3 側帯

烏 5 右岸 5.2k 土砂 200m3 側帯

烏 6 右岸 0.8k 土砂 
根固ﾌﾞﾛｯｸ 4t 
連接ﾌﾞﾛｯｸ（大型） 

890m3

300 個

540 個

側帯

烏 7 左岸 0.2k 土砂 
栗石 
雑割石 
連接ﾌﾞﾛｯｸ（大型） 

420m3

150m3

30m3

280 個

側帯

 

図 2･2 備蓄資材配置図１） 

 

2.3 防災上の特性 

 
防災施設整備を行うにあたっては，烏川の堤防特

性や洪水特性，現在の周辺状況やアクセス性等の防

災上の特性を把握しておくことが重要である． 
 
2.3.1 堤防特性 

烏川は，直轄管理区間 19.0km のうち 29.4km が

要堤防区間延長であり，重要水防箇所（H25）とし

て 40 箇所，約 14.8km が指定されている．その内

訳は，Ａ評価（水防上最も重要な区間）が約 5.7km，

Ｂ評価（水防上重要な区間）が約 6.8km，要注意区

間（新堤防や過去の経験から注意を要する箇所）が

約 2.3km となっており，堤防高不足，堤防断面不足，

法崩れ・すべり等の理由が多い． 
 また，平成 17 年度に堤防詳細点検により浸透に

対する堤防の安全性を評価した結果，点検延長

47.7km のうち約 4.2km において堤防強化が必要で

あり，堤防背後地の状況等を考慮しつつ危険性の高

い箇所から対策を実施している状況である． 
 
2.3.2 洪水特性 

烏川では，明治 43 年，昭和 10 年，昭和 22 年，

昭和 57 年，平成 10 年，平成 19 年に大きな洪水が

発生している．昭和 22 年までの洪水では堤防の決

壊等により大きな被害が生じていたが，河川改修の

進捗やダム建設等によりその被害規模は縮小し，近

年は堤防の決壊被害は生じていない． 
洪水特性としては，洪水継続時間が比較的短いこ

とが挙げられる（図 2･3）．はん濫シミュレーション

等で用いている S22.9 型（カスリーン台風）の降雨

波形では，洪水継続時間が約 18時間となっており， 
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図 2･3 主要洪水の洪水波形
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図 2･4 浸水想定区域図 及び 周辺状況 

 
この洪水継続時間を考慮した防災施設配置及び応急

復旧工法を検討しておくことが重要である． 
その氾濫形態としては，左岸側は前橋台地である

ため，一部の低地が湛水型で浸水することが予想さ

れている．一方，右岸側は沖積低地であるため，一

度破堤が生じると流下型の氾濫となり，広大な浸水

面積を呈する可能性が高い．（図 2･4） 
 
2.3.3 周辺状況 

周辺の土地利用は，左右岸共に堤脚部まで市街地

が広がっており，緊急時に重機や資材等の搬入に支

障が生じる恐れがある．また，主要道路網のうち烏

川の堤防と交差する道路は，関越自動車道，国道 17
号及び烏川を横断する県道である．ただし，国道及

び県道は盛土構造となっていないため，浸水時には

通行できない可能性が高い．（図 2･4） 
 
2.3.4 アクセス性 

烏川の堤防天端は狭く，多くの橋梁から堤防天端

へのアクセスが困難な状況であるため，破堤等によ

り浸水被害が生じた場合には，被災箇所への重機や

資機材の運搬に時間を要することが想定される． 

 
  写真 2･1 堤防天端の状況（右岸 3.0k 付近） 

 
写真 2･2 関越自動車道との立体交差 



― 82 ― 

３．防災施設整備の課題 
 
破堤等重大災害が発生した際に，迅速に資機材を

搬入し，適切な水防活動や緊急復旧活動を行うため

には，万一の事態に備えて事前に河川や地域の特性

に応じた復旧計画を立て，必要資機材や防災施設等

を十分に備えておくことが重要である． 
ここでは，現在の烏川における防災施設状況を踏

まえ，被災時に円滑かつ効果的な水防活動及び復旧

活動を行っていくための課題を整理した． 
（1） 破堤等重大災害時の活動拠点の整備 
（2） 防災上の特性に応じた復旧計画の作成 
（3） 復旧活動に必要な備蓄材の確保 
（4） 被災箇所へ確実かつ迅速にアクセスできる

資機材搬入路の整備 
 
なお，烏川においてこれらの課題を解決するため

には，防災上の特性より以下の事項を留意する必要

がある． 
①河川改修に合わせた計画的な防災施設整備 
②必要最小限の備蓄材及び防災施設で，広範囲の

危険箇所に対応できる施設配置 
③短い洪水継続時間に適した水防工法・復旧工法 
④効率的・効果的な備蓄材配備 
⑤浸水時でも確実かつ迅速にアクセスできる資機

材搬入路 
 

４．破堤等重大災害時の活動拠点の整備 
 
4.1 破堤等重大災害時の活動拠点の定義 

 
破堤等重大災害等に対する河川防災施設としては，

河川防災ステーション，水防拠点，側帯，待避所（車

両交換場所），緊急河川敷道路，緊急用船着場等があ

る．しかし，烏川には備蓄材置き場としての側帯が

数カ所整備されているのみであり，重大災害時の活

動拠点（河川防災ステーションや水防拠点等）の整

備が急務である． 
この活動拠点（河川防災ステーション及び水防拠

点）の目的，必要な設備等の定義は以下の通りであ 

表 4･1 河川防災ステーション・水防拠点の定義 

項目 河川防災ステーション 水防拠点 
目的 洪水時等における河川管理

施設保全活動及び緊急復旧

活動の拠点となる施設 

同左 

必要

な

設備

・水防センター 
・水防倉庫 
・資機材備蓄 
・ヘリポート 
・車両交換場所 
・水防活動スペース 
・側帯 
・避難場所 

・水防倉庫 
・資機材備蓄 
・ヘリポート 
・車両交換場所 
・水防活動スペース 
・側帯 
・避難場所 

施設

整備

・自治体と一体で整備 
・氾濫ブロックに対応させ

て概ね 30～50km 程度の

カバー範囲を目安に整備 
・設置位置は，当該河川が

破堤はん濫した場合，甚

大な被害が発生するおそ

れがある区域，またはそ

の付近にあって，当該河

川及び堤内地の状況等を

総合的に勘案して選定 

・河川管理者が単独で整備

・概ね 10～20km 程度のカ

バー範囲を目安に整備 

 
 
り，大きな違いは，水防センター併設の有無及び自

治体と一体となった整備か否かという点である． 
なお，烏川における活動拠点の整備にあたっては，

地元自治体との一体整備の可否が現時点で未定であ

るため，活動拠点となる施設の候補地選定までを検

討した． 
 

4.2 活動拠点の候補地検討 

 
破堤等重大災害時の活動拠点の候補地は，破堤は

ん濫の危険度評価及び周辺状況調査を整理した上で

選定を行った． 
 

4.2.1 破堤はん濫の危険度評価 

烏川においては，近年の破堤はん濫履歴及び水防

活動実績がないため，防災施設等がほとんど整備さ

れていない． 
しかし，近年の気候変化に伴う降雨強度の増大や

局所的豪雨の増加に対しては，大きな被害が予想さ

れるエリアから計画的に防災施設等の整備を行い，

迅速に応急対策を実施できる防災体制の構築を図っ

ておくことが重要である． 
烏川においては，防災施設整備の優先度を評価す 

[出典：関東地方整備局河川防災施設全体計画（案）

H15.3（河川防災施設整備検討会）を一部加工]



― 83 ― 

 

 

 
①災害時の被害規模 Ａ：閾値 以上 Ｂ：閾値 以下 

 
 
 
 
 ②災害発生の危険度 
 
 
 
 

評価ランク ランクⅠ ランクⅡ ランクⅢ 

大 小 大 小 

以下のいづれかの箇所を 
危険度大とする。 
・重要水防箇所で「堤防高」「堤

防断面」「法崩れ・すべり」「漏
水」「水衝・洗掘」がＡランク
の箇所 

・堤防詳細点検で「浸透破壊に対
する安全性が確保されていな
い区間」 

閾値は以下のどちらか 
・被害額1,000億円以上 
・被害人口15,000人以上 

 
図 4･1 ランク分けの考え方 

 

表 4･1 ランクⅠ区間（評価結果） 

ランク 左右岸 区間（km） 備考 

Ⅰ 

右岸 3.6 ～  4.4 浸透破壊に対する安全

性が確保されていない

右岸 7.0 ～  8.4 浸透破壊に対する安全

性が確保されていない

右岸 12.2 ～ 15.6 重要水防箇所で「堤防

高・堤防断面不足」 

 
るため，堤内地の重要度（破堤災害時の被害規模）

や災害発生の危険度に応じて破堤はん濫の危険度を

ランク評価した．なお，活動拠点整備は，災害時に

被害規模が大きく，かつ，その中でも災害発生の危

険度が大きい箇所が最も優先度を高くすべきである

ため，ランク分けの考え方は，図 4･1 の評価フロー

を用いた． 
その結果，最も活動拠点整備の優先度が高い区間

は，表 4･1 の区間となった． 
 

4.2.2 周辺状況調査 

活動拠点の整備のあたっては，災害時にスムーズ

にアクセスできるよう，幹線道路網や事務所等の災

害時活動機関の配置等を考慮して候補地を選定する

ことが重要である． 
烏川では，緊急輸送路は整備されていないものの，

高速道路や国道・主要地方道が横断・並走している．

しかし，高架や盛土構造は高速道路のみであり，右

岸側の国道や主要地方道は浸水時に通行不可となる

可能性が高い．左岸側から渡河し，堤防天端を経由

して被災現場へアクセスするルートが浸水時も通行

可能であるが，図 2･4 の通り橋梁部から堤防天端へ

のアクセスが阻害されている箇所が多いのが現状で

あり，これらの改善が合わせて必要である． 

4.2.3 候補地の選定 

烏川における活動拠点の候補地選定にあたっては，

前述の危険度ランク及び周辺状況を踏まえ，以下の

原則で候補区間を検討した． 
・被災人口 1.5 万人以上の区間（内閣緊急参集特定

区間）をすべて受け持てるよう配置 
・重要水防箇所もしくは被災人口 1.5 万人以上の区

間（内閣緊急参集特定区間）の近傍 
・幹線道路から 1km 未満の範囲 

 
更に，抽出した候補区間の中から，以下の視点に

着目して，平面図を基に候補地を選定した結果が表

4･2 の通りである． 
・堤防補強が必要な地点（完成堤でない地点） 
・川裏に大規模な用地取得が可能な箇所がある 
・近隣住民の避難場所としての機能が確保できる 
・高速道路等へのアクセス（広域ネットワーク） 
・事務所・自治体が浸水時でもアクセスできる 
・水防団体・協定会社が浸水時でもアクセスできる 
なお，今後，河川管理者が破堤等重大災害時の活

動拠点として必要な面積及び施設を検討した上で，

地元調整等を行いながら候補地を絞り込んでいくこ

とが必要である． 
 

表 4･2 候補地の抽出結果 
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５．防災上の特性に応じた復旧計画 
 
5.1 出水特性に応じた復旧工程 

 
破堤した場合の緊急復旧は，一般的に①準備工，

②欠け口止め工，③仮水制工・掘削工，④荒締切工，

⑤仮締切工を経て，緊急復旧工事が完了する． 
過去の事例によると，これに要する期間は，堤防

決壊から④荒締切工を開始するまで半日から３日間，

④荒締切工が完了するまで６日間程度を有している

ことが多く，応急復旧堤防が完成するまでに更に１

０～２０日程度を要しているのが現状である． 
しかし，洪水継続時間が短い烏川においては，荒

締切工の着手前に水位が低下する可能性が高いため，

荒締切は行わず，①準備工と②欠け口止め工を実施

後，水位が堤内地盤高に低下次第，本復旧堤防の築

堤に移行することを基本とする．（図 5･1） 
 

復旧計画は，対象河川の出水特性等から復旧完了

目標日数を定め，更に資機材搬入にかかる時間や各

工程の作業速度の中でコントロールポイントとなる

工程（作業順序や作業速度に制約がある工程など）

の所要時間を考慮して，実現可能な復旧計画を設定

することが重要である． 
烏川では，事務所における破堤等重大災害時の行

動計画（案）H24.9 を参考とし，復旧完了目標日数

を３日間とした．また，烏川の洪水位は破堤から短

時間で堤内地盤高を下回るため，準備工・欠け口止

め工は洪水位が低下するまでに完了する必要がある．

さらに，高水護岸工は必ず両端から作業を行う必要 
 

破堤

緊
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工
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図 5･1 烏川における堤防緊急復旧工程  

表 5･1 復旧計画のコントロールポイント 

 
 
 

があるため，この敷設速度（243ｍ2／日※コンクリ

ートブロック積工 150kg/個以上）が制約条件となる． 
以上により，烏川では準備工・欠け口止め工及び

高水護岸工にかかる作業時間をコントロールポイン

トとし，残りの時間で本復旧堤防築堤や法面形成が

完了するよう復旧計画を行うこととした．（表 5･1） 
 
5.2 必要資機材量  

 
防災施設検討においては，どの地点で破堤が発生

しても，緊急復旧工事に必要な資材が不足すること

のないように資機材を備蓄しておく必要がある．そ

のため，堤防天端上のアクセスポイントを踏まえて

守備範囲の設定（区間分け）を行い，その区間毎に

最大となる必要資機材量を算出した． 
 

5.2.1 守備範囲（区間分け）と決壊位置 

守備範囲の設定にあたっての検討条件は以下の通

りとし，図 5･2 の通り区間を設定した． 
・霞堤，支川合流等の連続堤が切れる箇所 
・アクセスポイントは，アクセス可能な橋梁 
・無堤区間は，築堤が将来実施されると想定 
 
資機材量が最大となる箇所を選定するため，守備

範囲毎に破堤幅と破堤高の積が最大となる地点を決

壊想定位置として選定した．（図 5･2）なお，破堤幅

及び破堤幅は，土木研究所資料 氾濫シミュレーショ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 5･2 守備範囲・決壊想定位置の設定 

本
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工種 １日目  ２日目  ３日目  

準備工・欠け口止め工       
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法面整形 

      

高水護岸工（芝張り）       
※必要敷設数

から算定

洪水位が堤内地盤高 
を下回った時点 

必要敷設置数の作業 
に要する時間 コントロールポイント 
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ン・マニュアル（案）４）を用いて，以下の通りとし

た． 
 

1） 破堤幅 

◆合流点付近の場合 
ｙ＝2.0×（log10X）3.8＋77 

 ◆合流点付近以外の場合 
ｙ＝1.6×（log10X）3.8＋62 

          y：破堤幅[m]，x：川幅[m] 
2） 破堤高 

 
※無堤区間は，将来計画堤防高までの築堤を想定． 

 
5.2.2 必要資機材量の算定 

必要資機材量を算定するため，堤防の緊急復旧工

事における各工程の作業内容とその必要資材量を検

討した．ここでは，資材量が最大となる 1.2k 右岸を

ケーススタディとして説明する． 
 

＜1.2k 右岸 基礎データ＞ 

・破 堤 幅：218.6m 
・堤内地盤高：YP.54.280m 
・堤防天端高：YP.59.521m 
・落 堀 高：3.741m 
・堤体断面積：66.04 ㎡ 
 
 
 

 
 
 
 

図 5･3 1.2ｋ右岸断面図 

 
1） 準備工 

緊急復旧工事において最初に実施する準備工は，

破堤部付近の作業スペースや破堤部までの堤防天端

道路のアクセス性を確保するために実施する． 
施工延長は，①ダンプトラックが回転できるスペ

ースと，②緊急復旧工事で建設機械が作業するスペ

ースであり，これらは破堤部の両端に連続して設置

することとした． 
 

①回転スペース 

国内主要メーカーのダンプトラック最少回転半径

及びトラック旋回軌跡図を参考に，ダンプトラック

（10t）が切り返しにより方向転換するために必要

な幅は10.12mに余裕代を付加して12m程度と設定

した．また，奥行きについては，積込・荷下ろし等

を考慮して 15m 程度を確保することとした． 
 
表 5･2 主要メーカーのダンプトラック諸元 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
②建設機械作業スペース 

建設機械作業スペースとしては，緊急復旧工事で

使用する建設機械のうち，根固めブロックの吊り上

げ・設置の際に利用するラフタークレーンの作業可

能な面積とした． 
ラフタークレーン（25t吊り×3.5m）の占有面積は， 

堤防天端高 Y.P.59.521m 

堤内地盤高 Y.P.54.280m

堤体断面積 
66.04m2 

トラック形式 最大積載量 全長 全幅 最小回転半径

三菱ふそう
スーパーグレート・ダンプFV

9,200kg 7.605m 2.490m 6.5m 

日野
プロフィア・ダンプ/FS系

9,500kg 7.602m 2.200m 6.7m 

いすゞ
ダンプ GIGA20

9,500kg 7.670m 2.249m 6.6m 

出典：いすゞ自動車株式会社

ホームページ

4.9m

10.12m
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図 5･4 ラフタークレーンの寸法 

5m

幅 12m
 

10m
 

15m
 

25m 

 
 4m 

8m 

大型土のう

土砂又は根固
めブロック＋

砕石充填 

 
図 5･5 作業工スペース平面・横断 

 
長さ 11.59m，幅 2.52m のクレーンの場合，約 30
㎡である．その他，荷下ろし等の作業スペースも考

慮し，10m×12m のスペースを確保することとした．

以上により，準備工として設置する作業ヤードは，

幅 12m×25m であり，現在の堤防天端幅では不足

する．そのため，現在の堤防高をベースに，φ

1000mm×h1000mm の大型土嚢を層積みで腹付け

（図 5･5）するものとし，必要資材量は以下の通り

である． 

◆大型土嚢量 
計画堤防高－堤内地盤高＝5.241m，作業ヤード延

長 25m＋巻き込み部 2mを破堤部両端に設置するも

のとし，必要な大型土嚢数は鉛直方向 10 個×延長

方向 27 個×2 箇所＝540 個である． 
◆土砂量 
図 5･5 の赤着色部分の面積は約 30 ㎡であり，作

業ヤード延長分の土砂が必要であるため，30 ㎡×

25m×2 箇所＝1,500 ㎡が必要土砂量である． 
◆砕石量 
車両の走行性を確保するため，回転スペースの表

層を砕石で敷き均す．敷厚は，工事用道路の設定値

に基づき 0.3m とし，必要な砕石量は，延長 15m×

幅 12m×敷厚 0.3m×2 箇所＝108 ㎡に余裕を見て

120 ㎡とした． 
 

2） 欠け口止め工 

欠け口止め工は，決壊口の堤防断面及び堤防の法崩

れ部を根固めブロックで覆うことにより保護する作

業であり，決壊口の両端に設置する．なお，根固め

ブロックは，既往で検討されている右岸 9.2k 破堤時

の決壊口ピーク流速が約 3.0m/s であることから，

約 1t 程度のブロックを用いることとなる．（図 5･6）
しかし，烏川では従来から 4t ブロックを備蓄してい

ることから，これを活用する方針とし，必要資材量

は以下の通りである． 
 

 
図 5･6 流速と重量の関係５） 

 

単位：mm 

出典：加藤製作所

ホームページ

建設機械 

作業スペース 
回転スペース 
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◆根固めブロック数（4t） 
図 5･7の断面保護 V1＝75m3，法面保護 V2＝11 m3

から，両端合わせた必要ボリュームは 172 m3 であ

る．なお，4t 根固めブロックは 1.7 m3/個（空隙率

0.5）であるため，必要な 4t 根固めブロック数は

172[m3]÷{1.7[m3/個]÷（1-0.5）｝＝51 個である． 
 

 

 

 

 

 

法面保護(V2) 

1：1.3（勾配） 

堤内地 

計画高水位 

計画堤防高 

1：2（勾配） 

断面保護(V1) 

 
 

高水敷高 

1：2（勾配） 
2.3m 

破堤断面 

 

 

 

 

 

図 5･7 欠け口止め工の形状 

 
3） 本復旧堤防築堤 

烏川は洪水継続時間が短く，荒締切工が完了する

前に氾濫が終わる可能性が高いため，欠け口止め工

を実施後，本復旧堤防築堤を行う．本復旧堤防築堤

に必要な土砂量は，以下の通りである． 
 

◆土砂量 
当該箇所の堤体断面積は 66.04m2，破堤幅が

218.6m であるため，必要土砂量は 14,440m2である． 
◆連接ブロック数 

本復旧堤防の表法面は，次の洪水に備えて計画高

水位まで連接ブロックを敷設する必要がある．必要

敷設法長は 2.3m，敷設幅が 218m であるため，必要

な連接ブロック数は 501 個である． 

 

5.2.3 烏川における必要備蓄量 

前述の算定方法に則って，守備範囲毎の必要資機

材量を算定した結果は表 5･3 の通りである． 

これより，破堤の同時生起がないという前提にお

いて，烏川周辺で確保しておくべき資材量は表 5･3

の最大量であり，土砂量（損失分を含む）が19,080m3，

土のう 756 個等であり，これらを河川防災ステーシ

ョン及び近隣の備蓄材置き場で備蓄しておく必要が

ある． 

なお，土砂量を例とすると，烏川における既存の

大規模備蓄材置き場（800m3以上）は 5箇所，7090m3

であるため，新規で整備すべき土砂量は約 12,000m3

となる．ただし，破堤等重大災害時に待避所として

活用される備蓄材置き場は使用できないため，この

待避所分の備蓄量は，別箇所で確保する必要がある． 

 

表 5･3 守備範囲毎の必要資機材量 

L1 0.0k-1.6k 1.00 10,120 432 120 27 297

L2 1.6k-2.6k 2.00 11,880 432 120 30 347

L3 2.6k-3.0k 3.00 19,080 756 120 41 446

L4 4.0k-4.7k 4.20 9,910 324 120 30 275

L5 7.2k-8.2k 7.20 10,410 540 120 47 445

R1 0.0k-3.0k 1.20 17,540 540 120 51 501

R2 3.6k-5.2k 3.60 11,180 432 120 31 406

R3 5.2k-6.3k 5.40 14,170 540 120 59 490

R4 6.3k-8.6k 7.20 7,400 540 120 25 333

R5 8.6ｋ-9.0ｋ 9.00 14,180 432 120 50 247

R6 9.0k-9.4k 9.20 7,740 324 120 23 159

R7 9.6k-11.2k 10.40 5,840 432 120 19 164

R8 11.2k-11.8k 11.40 8,820 432 120 22 246

R9 11.8ｋ-12.2ｋ 12.00 2,990 108 120 10 0

R10 12.2k-13.1k 12.40 6,070 324 120 14 274

R11 13.1k-13.8k 13.60 4,520 216 120 16 165

R12 13.8k-14.4k 14.40 3,580 324 120 16 159

R13 14.4k-14.7k 14.60 3,580 324 120 10 157

R14 14.7k-15.4k 15.20 5,590 324 120 19 219

R15 15.4k-16.4k 16.40 6,950 324 120 26 146

R16 16.4k-18.2k 17.80 6,120 324 120 17 63

R17 18.2k-19.0k 18.60 3,720 216 120 12 30

19,080 756 120 59 501

土量(m3)
（損失分含

む）

必要資材量

土のう(個) 砕石(m3)
根固めブ
ロック(4t)

最大必要量

連接ブロッ
ク(m3)

守備範囲左右岸

左岸

右岸

決壊
想定地点

 

 

イメージ

出典：技研興業株式会社ＨＰ 

10m 

計画高水位 

破堤部 

1：1.3（勾配）

高水敷高 

法面保護形状（断面図） 

法面保護形状（側面図） 
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5.3 資機材搬入計画  

 
烏川では，破堤時に堤内地が浸水し，迅速な復旧

活動を行うことが困難となる可能性が高い． 

そこで，先に算定した必要資機材量をもとにトラ

ックの搬入回数及び各種作業に要する時間を算定し，

資機材搬入計画を検討した． 

なお，河川堤防の天端幅は，一般的に，河川管理

施設等構造令（表 5･4）に則って整備されているた

め，計画高水流量規模に応じて 3.0～7.0m である．

しかし，緊急復旧活動で用いる 50t 型クローラーク

レーンの通行には 4.9m 以上が必要であり，計画高水

流量が 2,000m3/s 未満の河川では通行も困難となる

可能性が高い．また，10t 型トラックは 2.8m 以上の

幅員が必要であり，計画高水流量が 5000m3/s 未満の

河川では車両のすれ違いが困難となる．（表 5･5） 

現状の烏川の堤防天端幅も上記と同様に，破堤等

重大災害時にスムーズにトラック等が行き来できる

幅員が確保されていないため，３日以内に本復旧堤

防の築堤が完了するよう，待避所（車両交換場所）

の必要性及び形状（何台分，位置等）を検討した． 

 

表 5･4 堤防天端幅６） 

計画高水流量 天端幅 

500m3/s 未満 3.0m 

500m3/s 以上 2,000m3/s 未満 4.0m 

2,000m3/s 以上 5,000m3/s 未満 5.0m 

5,000m3/s 以上 10,000m3/s 未満 6.0m 

10,000m3/s 以上 7.0m 

 
表 5･5 施工機械と通行幅の例５） 

施工機械の例 車両幅 路肩幅 必要幅

10t トラック 2.3m 以上 0.5m 以上 2.8m以上

50t クローラークレーン 4.4m 以上 0.5m 以上 4.9m以上

20t ブルドーザ 2.6m 以上 0.5m 以上 3.1m以上

アーティキュレート･ダンプ 

トラック（ＡＤＴ36）（関節式） 
3.5m 以上 0.5m 以上 4.0m以上

※上記は，施工条件が良好な場合の参考地であり，現場状況・オペレ

ーターの技術等の条件を考慮する． 
※無人化施工機械の場合は，現場条件と作業内容に応じて別途設定す

る． 

 

なお，関東地方整備局３）では，待避所（車両交換

場所）については，以下の整備方針が示されている． 

＜施設の機能＞ 

・資機材運搬車両のすれ違いや方向転換に利用する． 

・第 2種側帯として盛り土等の措置をして確保する

場所． 

＜整備方針＞ 

・重要水防箇所（A ランク）や老朽樋管箇所に重点

的に配置 

・河川防災ステーションや水防拠点にも設置 

・堤防天端への連絡可能な道路橋梁の間隔が 1,000m

以上となる箇所に設置 

 

これらの整備方針を勘案し，烏川における待避所

検討の考え方は，以下の通りとした． 

・工程計画は，洪水特性及び作業に要する時間（資

機材搬入にかかる時間や作業速度）から設定する． 

・待避所は，他の守備範囲における破堤災害に対す

る備蓄土砂置き場を兼ねることとし，第二種側帯

を基本とする． 

• 烏川における資機材搬入サイクルタイムを考慮

した上で，３日間で本復旧堤防を築堤するために

必要な待避所数，形状を守備範囲毎に検討する． 

• 待避所の位置は，現状で堤内地側に余剰地が確保

可能な場所の中から選定する． 

 

5.3.1 待避所の必要性 

現状の烏川において，先に設定した守備範囲毎に

破堤等重大災害時にスムーズに資機材を搬入するた

めに必要な待避所数，形状を検討した． 

 

1） 資機材搬入シミュレーション 

烏川のような堤防天端幅が狭く，待避所のない河

川では，１台が稼働している間は次のトラックは進

入できない．待避所を設置すると，図 5･8 のように

複数台が同時稼働できるようになり，運搬効率が向

上する．ただし，区間距離や作業時間によっては効

率が向上しない場合もあるため，各守備範囲の決壊

想定位置について，上下流アクセスポイントからの

距離を考慮し，待避所設置数に応じた運搬時間のシ 
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図 5･8 待避所設置効果イメージ 

 

＜上流側＞ 

①待避所なしの場合 

搬入時間  ：9.0min 

方向転換＋荷下ろし ：1.5min 

戻  り  ：9.0min 

⇒１台の所要時間 ：19.5min（19.5min/台） 

②待避所１箇所の場合 

搬入時間  ：9.0min 

方向転換＋荷下ろし ：1.5min 

戻  り  ：9.0min 

待避時間  ：0.5min 

⇒１台の所要時間 ：20.0min（10.5min/台） 

③待避所２箇所の場合 

搬入時間  ：9.0min 

方向転換＋荷下ろし ：1.5min 

戻  り  ：9.0min 

待避時間  ：1.0min 

⇒１台の所要時間 ：20.5min（7.5min/台） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ミュレーションを行った． 

ここでは必要資材量が最大となる 1.2k 右岸をケ

ーススタディとして説明する．シミュレーションに

用いる条件は，以下の通りとする． 

・搬入距離 （上流側） ：2.8km 

・搬入距離 （下流側） ：4.2km 

・運 搬 速 度 ：20km/h 

・方向転換＋荷下ろし ：1.5min 

・待 避 時 間 ：0.5min 

・車両のすれ違いを考慮し，作業ヤードから最寄

りの待避所の間では重複稼働はしない． 

 

＜下流側＞ 

①待避所なしの場合 

搬入時間  ：13.0min 

方向転換＋荷下ろし ：1.5min 

戻  り  ：13.0min 

⇒１台の所要時間 ：27.5min（27.5min/台） 

②待避所１箇所の場合 

搬入時間  ：13.0min 

方向転換＋荷下ろし ：1.5min 

戻  り  ：13.0min 

待避時間  ：0.5min 

⇒１台の所要時間 ：28.0min（14.5min/台） 

③待避所２箇所の場合 

搬入時間  ：13.0min 

方向転換＋荷下ろし ：1.5min 

戻  り  ：13.0min 

待避時間  ：1.0min 

⇒１台の所要時間 ：28.5min（10.5min/台） 
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＜上流側（区間距離 2.8km）＞            ＜下流側（区間距離 4.2km）＞ 

図 5･9 待避所数毎の資材搬入シミュレーション結果 

②待避所１箇所の場合 ②待避所１箇所の場合 

③待避所２箇所の場合 ③待避所２箇所の場合 

□：作業ヤード-最寄り待避所間（重複不可） □：作業ヤード-最寄り待避所間（重複不可）

※（）は，作業ヤード～最寄待避所間の所要時間
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1.2k 右岸における資材搬入シミュレーションの

結果（図 5･9），待避所が増えると複数車両の同時稼

働が可能となる．しかし，車両のすれ違いを考慮す

ると作業ヤードから最寄りの待避所の間で１台しか

稼働できないため，可能な同時稼働車両数は待避所

数＋１台となる． 

区間距離の長い下流側（L=4.2km）では，サイクル

タイム（１時間当たりの搬入回数）が，待避所がな

い場合に 2.2 回であったものが，待避所を設置する

ことによって 4.1 回（１箇所），5.7 回（２箇所）と

増加することが確認された． 

 

5.3.2 待避所数及び形状の検討 

以上の搬入にかかる時間を考慮し，各工程に必要

な資材搬入回数，所要時間等から必要な待避所数及

び検討した． 

1.2k 右岸をケーススタディに手順を説明する．各

工程に必要な土砂量は，以下の通りである．（5.2.2） 

・土砂（準備工）     ：1,500m3 

・大型土のう（準備工）     ：540 個 

・砕石（準備工）     ：120m3 

・根固めブロック（欠け口止め工）：51 個 

・土砂量（本復旧堤防築堤）   ：14,440m3 

・連接ブロック（本復旧堤防築堤）：501 個 

 

1）  準備工 

作業ヤードは，大型土のうと土砂によりスペース

を確保し，砕石により車両の走行性を確保する．ス

ペース確保にあたっては，堤内地で大型土のうを作

成・層積みにしながら，同時に堤防天端から土砂を

供給し，砕石は次工程の欠け口止め工の合間に運搬

敷設を行う．よって，運搬にかかる時間は土砂量運

搬に要する時間に規定される． 

以上を踏まえ，準備工に必要な土砂量は，運搬作

業等における損失分１割を見込んで 1,650m3 とする．

10t トラックの１台当たりの運搬量は 6m3 であるた

め，275 台分の運搬が必要である． 

ここで，先に検討した資材運搬サイクルタイムか

ら運搬に要する時間を，待避所なし，待避所１箇所

設置，２箇所設置の各ケースについて算定した． 

表 5･6 準備工の運搬時間 

アクセスポイント L=2,800（神流川堤防より）

搬入 9.0 min 9.0 min 6.0 min

運搬（バック） 1.0 min 1.0 min 1.0 min

荷下ろし 0.5 min 0.5 min 0.5 min

戻り 9.0 min - min - min

1台当たり所用時間 19.5 min 10.5 min 7.5 min

760.5 min 409.5 min 300.0 min

12.7 hr 6.8 hr 5.0 hr
275台を両端施工

160台を想定160/4＝40台
(待避所4台分確保）

待避所なし項　　目　（上流側） 待避所1箇所待避所2箇所

 

アクセスポイント L=4,200（利根川堤防より）

搬入 13.0 min 13.0 min 9.0 min

運搬（バック） 1.0 min 1.0 min 1.0 min

荷下ろし 0.5 min 0.5 min 0.5 min

戻り 13.0 min - min - min

1台当たり所用時間 27.5 min 14.5 min 10.5 min

797.5 min 420.5 min 304.5 min

13.3 hr 7.0 hr 5.1 hr

待避所なし 待避所1箇所待避所2箇所項　　目　（下流側）

275台を両端施工
115台を想定115/4＝29台
(待避所4台分確保）

 

 

なお，烏川は沿川が高度に利用されており，数多

くの待避所新設は困難であるため，延長の長い待避

所を数カ所設置するものとして検討した結果，４台

分以上の待避所を整備し，４台セットで運搬を行う

こととした．また，作業ヤードは上下流端とも同サ

イズであるが，先に完成した側から次の工程に進み，

本復旧堤防築堤の土砂運搬で相殺されるため，運搬

回数を同比率とする必要はない．よって，計上する

運搬時間を短縮するため，運搬回数比率を区間距離

の短い上流側に多く配分して算定した．（表 5･6） 

 

2） 欠け口止め工 

 欠け口止め工は，根固めブロックの運搬及びクレ

ーンによる投入にかかる時間の大きい方に規定され

る． 

根固めブロックの投入には，国土交通省土木工事

標準積算基準書により据付け（乱積み）の作業速度

が 65 個/日であることから，上下流端で作業した場

合，それぞれ 9.5 時間（25.5[個/箇所]/65[個/日]

＝9.5hr）を要する． 

根固めブロックの運搬は，待避所なし，待避所１

箇所設置，２箇所設置の各ケースについて算定した

結果，最長でも 1.8 時間である．（表 5･7） 

以上を踏まえ，欠け口止め工に要する時間は，根

固めブロックの投入に規定され，9.5 時間とする． 

 

回 

回 
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表 5･7 欠け口止め工の運搬時間 

アクセスポイント L=2,800（神流川堤防より）

搬入 9.0 min 9.0 min 6.0 min

運搬（バック） 1.0 min 1.0 min 1.0 min

荷下ろし 0.5 min 0.5 min 0.5 min

戻り 9.0 min - min - min

1台当たり所用時間 19.5 min 10.5 min 7.5 min

97.5 min 52.5 min 37.5 min

1.6 hr 0.9 hr 0.6 hr

項　　目　（上流側）

26台を両端施工
15台を想定15/3＝5台
(待避所3台分確保）

待避所1箇所待避所なし 待避所2箇所

 

アクセスポイント L=4,200（利根川堤防より）

搬入 13.0 min 13.0 min 9.0 min

運搬（バック） 1.0 min 1.0 min 1.0 min

荷下ろし 0.5 min 0.5 min 0.5 min

戻り 13.0 min - min - min

1台当たり所用時間 27.5 min 14.5 min 10.5 min

110.0 min 58.0 min 42.0 min

1.8 hr 1.0 hr 0.7 hr

項　　目　（下流側）

11台を想定11/3＝4台
(待避所3台分確保）

待避所なし 待避所1箇所待避所2箇所

26台を両端施工

 

 

3） 本復旧堤防築堤 

河道水位が低下した後，欠け口止め工で投入した

根固めブロックを撤去しながら，同時進行で①土砂

搬入に取り掛かる．その後，②法面を整形した上で

③芝張り，④高水護岸工を行って完成である． 

 

①土砂搬入 

土砂搬入は，根固めブロックを撤去しながら実施

するため，根固めブロックの撤去と土砂運搬に係る

時間の大きい方に規定される． 

根固めブロックの撤去に要する時間は，国土交通

省土木工事積算基準書より消波ブロックの撤去・仮

置きの作業速度が 84 個/日であることから，上下流

端で作業した場合，それぞれ 7.3 時間（25.5[個/箇

所]/84[個/日]＝7.3hr）を要する． 

土砂運搬には，資材運搬サイクルタイムから待避

所なし，待避所１箇所設置，２箇所設置の各ケース

について算定した結果，最短で 49 時間である．（表

5･8）なお，築堤に必要な土砂量は，運搬作業等にお

ける損失を１割見込んで 16,000m3とした． 

以上を踏まえ，本復旧堤防築堤に要する時間は，

土砂運搬に要する時間に規定される． 

 

②法面整形 

土砂搬入が完了した箇所から順次，バックホウで

法面整形を行うこととする．法面整形作業について 

表 5･8 本復旧堤防築堤の土砂運搬時間 

アクセスポイント L=2,800（神流川堤防より）

搬入 9.0 min 9.0 min 6.0 min

運搬（バック） 1.0 min 1.0 min 1.0 min

荷下ろし 0.5 min 0.5 min 0.5 min

戻り 9.0 min - min - min

1台当たり所用時間 19.5 min 10.5 min 7.5 min

7644.0 min 4116.0 min 2940.0 min

127.4 hr 68.6 hr 49.0 hr

待避所なし 待避所1箇所

2666台を両端施工
1566台を想定1566/4＝
392台(待避所4台分確保）

項　　目　（上流側） 待避所2箇所

 

アクセスポイント L=4,200（利根川堤防より）

搬入 13.0 min 13.0 min 9.0 min

運搬（バック） 1.0 min 1.0 min 1.0 min

荷下ろし 0.5 min 0.5 min 0.5 min

戻り 13.0 min - min - min

1台当たり所用時間 27.5 min 14.5 min 10.5 min

7562.5 min 3987.5 min 2887.5 min

126.0 hr 66.5 hr 48.1 hr

項　　目　（上流側）

2666台を両端施工
1100台を想定1100/4＝
275台(待避所4台分確保）

待避所なし 待避所1箇所待避所2箇所

 

 

も作業速度に限界があり，事務所の実績等から

420m2/日として必要時間を算定した． 

その結果，1.2k 右岸の法面面積は 2,071m2である

ため，バックホウ４台体制で 1.23 日が必要である． 

 

③芝張り 

法面整形が完了した箇所から順次，芝張りを行う．

この作業速度は，事務所実績等から 900m2/日として

必要時間を算定した． 

その結果，法面面積 2,071m2 を４パーティー体制

で実施した場合，0.58 日が必要である． 

 

④高水護岸工 

本復旧堤防の表法面は，計画高水位まで高水護岸

を敷設する必要がある．この高水護岸工は，両端か

ら順次敷設していく必要があるため，２パーティー

で上下流端から中央に向かって敷設作業を行う．な

お，高水護岸の敷設速度は，国土交通省土木工事標

準積算基準書においてコンクリートブロック積（張）

工（150kg 以上）が 243m2/日である． 

以上により必要時間を算定した結果，敷設面積が

501m2であるため，2 パーティー体制で 1.03 日が必

要である． 

 

以上を踏まえ，準備工から本復旧堤防築堤までの

工程を検討し，必要待避所数及び形状を評価した． 

回 

回 

回 

回 
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工程の検討にあたっては，準備工及び欠け口止め

工，高水護岸工をクリティカルパスとし，各作業の

順序，重複の可否を考慮した． 

その結果，1.2k 右岸において全工程を 3日間で完

了するためには，待避所を２箇所以上ずつ設置し，

その延長はトラック４台分以上とする必要がある． 

 

5.3.3 待避所の設置検討 

ケーススタディの 1.2k 右岸と同様に，各守備範囲

の最大決壊想定地点に対して必要資材量，３日間で

全工程を完了できる工程計画及び待避所の必要性を

検討した．（表 5･10）なお，待避所検討の考え方は，

以下の通りとした． 

・待避所なしで，３日間未満  ⇒ 必要なし 

・待避所なしで，３日間以上  ⇒ １箇所設置 

・待避所１箇所で，３日間以上 ⇒ ２箇所以上設置 

・進入路が浸水時に通行不可の場合，使用可能な侵

入路から全資材を搬入することを想定する． 

 

待避所が必要な守備区間については，現状の堤内

地余剰箇所及び既存備蓄材置き場の位置等を考慮し 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 5･9 1.2k 右岸破堤時の復旧工程（案） 

日数

準備工（作業ヤード確保） 0.2日

高水護岸工 1.0日

法面整形 1.2日

芝張り 0.6日

欠け口止め工 0.4日

本復旧堤防（盛土） 2.0日

根固めブロック撤去 0.3日

１日目 ２日目 ３日目

 

表 5･10 待避所の必要性検討結果 

L1 0.0k-1.6k 滝川堤防 利根川堤防 1800 1600 97.2 58.5 ○

L2 1.6k-2.6k 滝川堤防 利根川堤防 800 2600 113.6 68.3 ○

L3 2.6k-3.0k 滝川堤防 利根川堤防 400 3600 206.3 120.2 － ○

L4 4.0k-4.7k 岩倉橋 4.0k地点(※) 200 69.0 (55.3) ×

L5 7.2k-8.2k 柳瀬橋 鶴亀橋 1000 0 48.7 (37.8) ×

R1 0.0k-3.0k 神流川堤防 利根川堤防 2800 4200 303.7 169.8 － ○

R2 3.6k-5.2k 岩倉橋 神流川堤防 800 1200 76.8 49.6 ○

R3 5.2k-6.3k 柳瀬橋 岩倉橋 2800 1000 153.3 94.2 － ○

R4 6.3k-8.6k 柳瀬橋 岩倉橋 1000 2800 78.3 47.5 ○

R5 8.6ｋ-9.0ｋ 鏑川堤防 柳瀬橋 1200 800 100.4 66.0 ○

R6 9.0k-9.4k 鏑川堤防 柳瀬橋 1200 1000 53.7 (34.9) ×

R7 9.6k-11.2k 共栄橋 鏑川堤防 300 3200 57.2 (34.9) ×

R8 11.2k-11.8k 柳沢川堤防 共栄橋(※) 600 700 95.3 64.7 ○

R9 11.8ｋ-12.2ｋ一本松橋(※) 柳沢川合流点(※) 200 200 21.5 (17.3) ×

R10 12.2k-13.1k 支川堤防 一本松橋(※) 700 200 56.9 (40.) ×

R11 13.1k-13.8k 支川堤防 支川堤防 200 500 19.6 (14.9) ×

R12 13.8k-14.4k 支川堤防 支川堤防 0 600 14.1 (11.7) ×

R13 14.4k-14.7k 支川堤防 支川堤防 100 200 12.2 (9.7) ×

R14 14.7k-15.4k 支川堤防(※) 支川堤防 300 500 48.6 (37.0) ×

R15 15.4k-16.4k 聖石橋 支川堤防(※) 400 900 80.2 56.0 ○

R16 16.4k-18.2k 八千代橋 和田橋 400 300 24.8 (18.5) ×

R17 18.2k-19.0k 君が代橋(※) 八千代橋 200 400 31.4 (23.7) ×

右
岸

左
岸

上流側進入路 下流側進入路
上流
(m)

下流
(m)

所要時間(hr)
待避所なし

所要時間(hr)
待避所１箇所

待避所の
必要性
1箇所

(72h未満)

待避所の
必要性

２箇所以上
(72h以上)

岸 ブロック

アクセスポイント 運搬距離

 
（※）：浸水時通行不可 

イタリック：（※）のため，１箇所から運搬 

図 5･10 待避所設置箇所（案） 

    ：浸水想定区域 

  ●  ：既存備蓄材置き場（規模大） 

  ●  ：待避所設置箇所 

    ：堤脚余剰地 
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図 5･11 待避所標準断面 

 

て設置位置（図 5･10）を提案するとともに，待避所

の標準断面を以下の考え方で設定した．（図 5･11） 

・大型車両がすれ違いできるよう 3.0m を確保する 

・側帯延長は，30ｍ（大型車両２台分）以上とする． 

・堤脚余剰地がある場合は，最大限に活用する． 

・堤脚余剰地に制約がある場合は，用地等の状況に

応じて擁壁構造を検討する． 

 
5.4 資機材の配置計画 

 

烏川における資機材の配置は，防災ステーショ

ン・水防拠点の備蓄土砂を優先的に使用し，不足す

る量を隣接する守備範囲の待避所から補うこととし

て検討を行った． 
 

5.4.1 新設待避所における備蓄土砂量 

5.3.3 において検討した新設の待避所で確保でき

る備蓄土砂量を算定した結果，17,270m3 であった．

（表 5･11）なお，待避所形状は前述の標準断面の通

りとし，延長は大型車両２台が待避するために必要

な延長約 30m を基本とし，堤脚部に河川用地が確保

されている箇所はその延長とし，更に堤脚部に余剰

地や用地が取得可能な場合は，最大限に活用するも

のとした． 

 

5.4.2 活動拠点に確保すべき備蓄資材量 

河川防災ステーションに備蓄する土砂量を検討す

るにあたっては，出来る限り河川防災ステーション

だけで必要量を確保し，待避所を兼ねた備蓄材置き

場から供給しないことが理想的である．しかし，烏

川周辺には広大な敷地の河川防災ステーション用地

が確保できない可能性が高いため，大規模な備蓄材

置き場（800m3以上）と合わせて必要土砂量を確保す

る計画とした． 

なお，既設・新設の大規模な備蓄材置き場は表 5･

12 の通りであるが，利根川合流点左岸（烏７，0.2k

左岸）に 3,710m3，利根川合流点右岸（烏６，0.4k

右岸）に 9,860m3 と，下流部を中心に土砂備蓄量が

配置されている．そのため，利根川合流点右岸で破

堤等の重大災害が発生した場合，周辺の備蓄土砂置

き場（烏６，0.4k 右岸）は待避所として利用される

ため，活用できる備蓄土砂量は 11,600m3となる． 

以上を踏まえ，烏川における最大必要資機材量及

び備蓄材量から，活動拠点に確保すべき資材量（最

低値）を表 5･13 の通り算定した． 

 

表 5･11 新設待避所の備蓄土砂量 

断面積（m2) 延長（ｍ） 土量（m3)

0.2k 10.07 280 2,820

2.0k 8.39 30 260

3.0k 11.26 30 340

0.4k 15.71 500 7,860

2.2k 14.66 30 440

神流川左岸0.6k 4.87 30 150

5.4k 10.03 30 310

6.6k 12.44 30 380

8.0k 10.32 30 310

9.4k 12.66 30 380

11.8k 10.86 30 330

15.8k 7.38 500 3,690

右
岸

合　　　計 17,270

待避所
新設位置

岸
備蓄土砂量

左
岸

 

表 5･12 大規模な備蓄材置き場（待避所） 

備蓄材置き場 備蓄土砂量（m3）

既
存 

烏６ 2,000

烏７ 890

鏑２ 1,200

神３ 1,000

碓２ 2,000

新
設 

0.2k 左岸 2,820

0.4k 右岸 7,860

18.5k 右岸 3,690

合計 21,460

※最大必要土のう量 756 個＝756m3 を１箇所で

確保できるよう 800m3以上を大規模とした． 

側帯幅 3.0m 

1:2 
2.2～4.3ｍ 
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5.5 資機材搬入ルート 

これまでに検討した決壊位置，必要資材量，待避

所，備蓄材の配置検討結果を踏まえ，資材搬入ルー

トを検討した．なお，多くの資材を備蓄する予定の

河川防災ステーション（水防拠点）は位置が未確定

であるため，候補地⑥（14.0～14.8k 右岸）を仮設

定して検討を行った． 
決壊規模が最大となる 1.2k 右岸が破堤した場合

の資機材搬入ルートは，図 5･11 の通りである．防災

ステーション（水防拠点）の備蓄材だけでは資材が

不足するため，烏 7，神 3，左岸 0.2k，右岸 15.8k

の待避所等からも資材を運搬する必要がある． 

 

・烏川下流部は，アクセスポイントから被災箇所

への距離が長くなる傾向があり，資機材の運搬に

支障が生じる可能性が高い．そのため，延長が長

い待避所を多く設ける等，大型車両が効率的に資

材搬入できる工夫が必要である． 

・大型車両により資機材搬入する際，支障となる箇

所（支川流入部橋梁や狭小路等）があるため，通

常時から大型車両が通行できるよう配慮しておく

ことが必要である． 

 

表 5･13 活動拠点に確保すべき資材量（最低値） 

資材名 最大必要量 既存・待避所の備蓄量 活動拠点の必要量

土砂 19,080m3 （3.0k左岸） 7,090m3

14,370m3
（烏 6,烏 7,鏑 2,神 3,碓 2） 

（新規待避所：0.2k 左, 

0.4k 右,18.5k 右） 

10,000m3※

土のう 756m3 （3.0k左岸）

砕石 120m3  120m3

根固めブロック（4t） 59 個 （5.4k右岸） 300 個 （烏 7） － 

連接ブロック 501m3 （5.4k右岸） 2,600m3 （烏 3,烏 7,鏑 1） － 

※活動拠点の必要土砂量の考え方 

1.2k 右岸（右岸最大）が破堤した場合，烏 6，0.4k 右は待避所となるため，9,860m3が使用できない． 

よって，既存・待避所の備蓄土砂量 21,460m3のうち 9,860m3を除く 11,600m3で不足する約 8,300m3に予備を付加した．

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

備蓄箇所

1 大型土のう 540 個 河川防災ST

2 土砂（準備工） 1,650 m3 河川防災ST

3 砕石 120 m3 河川防災ST

4 根固めブロック 51 個 烏７

5 土砂（本復旧） 15,883 m3
河川防災ST､烏7､神3、
左岸0.2k、右岸15.8k

6 連接ブロック 501 m2 烏７

●決壊想定地点：右岸1.2k

資材名 必要量

河川防災ステーション（仮） 

    ：浸水想定区域 

  ●  ：既存備蓄材置き場（規模大） 

  ●  ：待避所設置箇所 

    ：国道 

    ：主要地方道（県道） 

    ：資材搬入ルート 

111...222ＫＫＫ   

■■■  

× 

×

×

県道 
40 号 

関越自動車道 

国道 17 号

上信越自動車道 

国道 17 号 

県道 
13 号 

国道 254 号 

県道 
13 号 

図 5･11 資機材搬入ルート図（1.2k 左岸破堤時） 
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６．烏川における今後の課題 
烏川における防災施設検討を行った結果，今後の

整備における課題が顕在化した．以下に，今後の整

備における課題を整理した． 

・河川と立体交差している幹線道路が多く，浸水時

に堤防天端上へアクセスするポイントが制限され

る．そのため，重大災害発生時に堤防天端に確実

にアクセスできるよう交差部の改良が必要である 
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河川維持管理 DB システムの構築について 
 

中村 彰吾*・原 俊彦**・鈴木 克尚*** 
 
１．はじめに 
 

平成 17 年，社会資本整備審議会河川分科会に「安

全・安心が持続可能な河川のあり方検討委員会」が

設置され，平成 18 年に「安全・安心が持続可能な河

川管理のあり方」が提言された． 

この提言を受けて平成 19 年に「効果的・効率的な

河川の維持管理の実施について」が河川局長通達と

してなされ，各河川で概ね 5年間に実施する具体的

な維持管理の内容を定めた「河川維持管理計画」を

策定することが示された． 

平成 23 年に「河川砂防技術基準 維持管理編（河

川編）」が策定（平成 25 年 5 月に一部改定）され，

河川維持管理計画に基づき計画的な管理を実施する

ことが示された．直轄管理河川では，平成 23 年度末

から平成 24 年度初頭にかけて「河川維持管理計画」

を公表し，今日に至っている． 

河川維持管理の実施にあたっては，河川巡視，点

検による状態把握，維持管理対策を長期間にわたり

繰り返し，記録を蓄積し，それらの一連の作業の中

で得られた知見を分析・評価して，河川維持管理計

画あるいは実施内容の更新に反映していくという，

ＰＤＣＡサイクルによる維持管理体系を構築してい

くことが望ましい．そしてその際には，河川巡視や

各種点検におけるデータ，河川カルテ等データを活

用することが必要となる． 

そのため，河川管理施設等の維持管理に関するデ

ータを効率的・効果的に活用できる DB システムの構

築と維持管理の実務への適用が急務とされた． 

本稿は河川維持管理データベースシステムの構築

と適用に向けて，関東地方整備局が開発した河川維

持管理データベースシステム（以下，「河川維持管理

DB」と称す）を東北・関東・北陸・中部・近畿・中

国・四国及び九州地方整備局と北海道開発局（以下，

「各地方整備局」と称す）において試行的に導入し，

システムの実用性を検証し，導入上の課題や改良点

を把握し全国システム構築に向けた提案を行うもの

である． 

表－１ 河川維持管理に関する提言・基準等の経緯 

年月 河川維持管理全般 河川カルテ・ＤＢシステム

H7.6
「河川カルテ作成整備要領」（事務連絡
通知）

H13
・河川基盤地図ガイドライン（案）
・河川基盤データベースシステム標準仕
様（案）

H14
・水情報国土基盤方針及び整備計画の
策定について

H17
社会資本整備審議会河川分科会に「安
全・安心が持続可能な河川のあり方検討
委員会」設置

H18
「安全・安心が持続可能な河川管理のあ
り方」提言

「河川維持管理実施計画のフォローアッ
プについて」において、河川カルテの作
成要領・作成例（試行）

H19
「効果的・効率的な河川の維持管理の実
施について」河川局長通達

H23
「河川砂防技術基準 維持管理編（河川
編）」が策定

関東地方整備局河川維持管理DBシス
テム開発

H24
直轄河川において河川維持管理計画を
公表
（H23年度末～H24年度初頭）

・河川カルタの作成要領について（一部
改訂）
・河川維持管理DBガイドラインVer.2
・RMDIS(Ver.1）試験運用  

 

本稿は，関東地方整備局が開発した河川維持管理

データベースシステム（以下，「河川維持管理 DB」

と称す）を東北・関東・北陸・中部・近畿・中国・

四国及び九州地方整備局と北海道開発局（以下，「各

地方整備局」と称す）において試行的に導入し，シ

ステムの実用性を検証し，導入上の課題や改良点を

把握し全国システム構築に向けた提案を行うもので

ある． 

 

２．河川維持管理 DB システムの概要 

 

はじめに，現在各地方整備局や事務所において現

在使用されている既存システムについてその実態を

整理する．次に，本稿で扱う「河川維持管理 DB シス

テム」について，その概要を述べる． 

 

* 株式会社日水コン 河川事業部 技術第一部 副部長（前 公益財団法人 河川財団 河川総合研究所 主任研究員） 

** 国土交通省 関東地方整備局 霞ヶ浦導水工事事務所 所長（前 公益財団法人 河川財団 河川総合研究所 主管研究員）

***（公財）河川財団 河川総合研究所 上席研究員 
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2.1 既存システムの実態 

（1） 河川維持管理行為を支援する既存 DB 

全国各地方整備局では，河川維持管理行為を支援

することを目的として，現在までに様々な種類の DB

が整備されている．9地方整備局 86 事務所を対象に

実施したアンケート結果に基づき，既存 DB を表－2

に整理した． 

 

表－2 河川維持管理を支援する既存 DB 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（2）既存 DB の課題・問題点 

既存 DB に対する課題・問題点について，DB 管理

者39名，DB利用者93名よりアンケート回答を得た．

主な意見を以下に示す． 

＜DB 管理者の指摘＞ 

 マニュアル等変更に伴い様式や項目が増減する

とシステム改良の費用が嵩む． 

 データ作成・更新の継続性や記載内容のレベル統

一が担保できていない． 

 更新方法やメンテナンスのルールが決まってい

ない．委託をしないと更新ができない． 

 事務所単独の DB は職員移動に伴う確実な引継ぎ

が困難であり，データ更新が行われず，結果的に

利用されない． 

 

＜DB 利用者の指摘＞ 

 河川カルテ等とのシステム一元化がされていな

いため複数様式に記載する必要がある． 

 河川カルテの記載について詳細ルールがないた

め，記載方法や記載内容の精度にばらつきがある． 

 記載レベルの統一，継続性をもたせるための簡素

化が必要． 

 地方整備局単位で共通のシステムが良い． 

 事務所サーバに様々なデータが保存されており，

DB を活用する必要性が低い． 

 
2.2 河川維持管理 DB の概要 

（1）河川維持管理 DB の位置づけ 

河川における DB は「河川基盤データベースシステ

ム標準仕様（案）」などの方針に基づき整備が進めら

れている． 

 「水情報国土基本方針及び整備計画の策定について（平

成 14 年 4 月 8日，国河情発第 1 号）」 

 「河川基盤地図ガイドライン（案）第 2.1 版の送付につ

いて（平成 13 年 12 月 25 日，国河情発第 13 号）」 

 「河川基盤データベースシステム標準仕様（案）第 2.1

版の送付について（平成 13 年 12 月 25 日，国河情発第

13 号）」 

河川維持管理に必要な台帳類等の DB 化は現在も

道半ばにあり，当時整備された DB は更新が滞り，多

くは実務で活用されていない実情にある．その一方

で，先駆的ないくつかの河川事務所において，独自

のデータ構造で整備を始めている例も見られる．こ

うした実態を踏まえ，以下の基本方針のもと，河川

維持管理 DB を全国規模で整備・管理する． 

 

（2）河川維持管理 DB ガイドライン 

河川維持管理 DB について，その基本的な仕様及び

その整備・運用・改善に係る共通の内容等を「河川

維持管理 DB ガイドラン」に定めた． 

■基本方針 

①データ仕様等の全国統一   

②個々の DB の連関性  

③地方整備局毎に DB ソフト統一 

④持続性のある DB とする運用  

地整名 既存データベース 地整名 既存データベース

構造物台帳データベース 北陸 河川GISシステム

河川管理基図データベース 中部 河川巡視結果システム

河川管理情報検索システム 河川GISシステム

水文・水質データベース 河川カルテ（各種台帳管理）システム

河川敷地占用許可システム 河川管理システム

堤防データベース 河川現況台帳システム

自然環境データベース 河川巡視データ

河川カルテシステム 安全利用点検

管内河川テレメータ情報 許認可施設点検

河川GIS2002 機械施設点検

河川カルテ 河川カルテ

河川関係情報共有フォルダ（共有サーバー）
（各種台帳、横断測量図、現況管理図等）

河川環境情報図

河川巡視データベース 占用台帳

河川整備台帳システム 縦横断測量

河川台帳検索システム 水文観測データベース

河川台帳等データ管理システム 大和川河川台帳管理システム

各種施設台帳（樋管、堰、橋梁等） 猪名川GIS

秋田河川管理情報センター 木津川上流河川管理GISシステム

占用台帳関連 千代川基盤図

樋門・樋管台帳閲覧システム 岡山河川GISシステム

霞河川水質データベース 河川敷地占用管理システム

江戸川河川環境情報図 巡視システム

渡良瀬川河川データベース 水文・水質データベース

河川図（1/2500） Google Mapから構造物の検索

流域図（1/25000） コンクリート構造物点検評価システム

河川現況台帳 河川の点検及び巡視システム

構造物台帳 河川縦横断測量

河川工事履歴 機械点検評価システム

河川占用状況 構造物台帳

重要水防箇所 多自然川づくりDB

オルソ画像データ

斜め写真データ

国土交通省水文水質データベース

荒川上流管内データベースシステム

河川環境データベース（河川水辺の国勢調査）

荒川河川河川管理WWWサーバ

河川情報システム

河川管理情報共有化システム

四国

九州

北海道

東北

関東

中国

近畿



― 98 ― 

 
 河川維持管理 DB は，「事務所 DB」，「整備局 DB」，

「本省 DB」により構成するものとした．これら全体

像を図－２に示す． 
 
 
 
 
 
 
 
 

図－２ 維持管理 DB の構成 
 
1） 事務所 DB 

事務所 DB は，事務所や出張所において河川カルテ

データ及び各種台帳データ等を管理する．事業管理

に関する各種資料や予算要求資料などの二次データ

を作成する機能を整備する． 

2） 整備局 DB 

管内の各事務所 DB が保持するデータのうち整備

局が必要とするデータを管理する． 

事務所 DB 及び整備局 DB の両システムは，整備局

内に設置するサーバに格納する． 

3） 本省 DB 

本省 DB は，事務所 DB に蓄積される台帳データや

巡視・点検等で収集されるデータ，河川カルテ等か

ら集計された二次データを扱う DB である．政策の

企画立案や予算管理等に使用するため，事務所 DB

で作成する二次データや台帳データを全国単位で

集計する． 

 

３．河川維持管理 DB の試行検証 
 

3.1 試行検証の概要 

（1） 試行検証の目的 

Ｈ２３年度に関東地方整備局が開発した DB シス

テムを用いた試行検証を全国的に行い，システムの

実用性の検証，導入上の課題や改良点を把握し，全

国版システム（RMDIS）構築に向け整理を行う． 

 

（2） 試行に用いた河川維持管理 DB システム 

試行検証に用いた DB システムは，関東地整構築の

「巡視・点検支援システム」と「管理情報共有化シ

ステム」をベースとしたもの．支援機能は，①構造

物台帳，②河川カルテ，③事件事故，④河川巡視，

⑤行政相談，⑥河川現況台帳，⑦工事履歴台帳，⑧

占用台帳である． 

 

 

 

図－３ 試行に用いた維持管理 DB の構成 （上段：

事務所・出張所 PC 画面，下：現場用タブレット機画面） 

 

■河川維持管理 DB ガイドライン 
○基本ルール１（整備）： 
河川維持管理業務を総括的に支援する唯一の DB と
して，全ての事務所，河川関係出張所，整備局，本
省に整備する 
○基本ルール２（運用）： 
データを一元的に管理することを早期に定着させ
るため，本 DB を日常業務に使用し，確実にデータ
登録・更新を行う 
○基本ルール３（改善）： 
各現場では，本 DB 及び関連システムの改善に創意
工夫を行い，その成果を全ての整備局間で共有する
取り組みを進める．特に，目的を達成しえない状況
が生じないよう，常に課題を把握・特定し，確実に
改善を図り，継続的な運用に資する 

本
省
Ｄ
Ｂ
へ
デ
ー
タ
出
力
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（3） 検証の方法 

試行導入により，各支援機能に対する実用性を検

証する．検証は，事務所・出張所職員及び委託巡視

員に対して行う． 

＜検証項目＞ 

 対象管理行為における本システムの適用性 

 本システムの利便性 

 導入上の課題改良点 

 

これらの検証を行うにあたって，以下の事柄を実

施した． 

 事務所・出張所での検証内容の説明会の実施 

 巡視に同行し端末操作方法等説明 

 事務所・出張所での試行運用（10 日間） 

 試行結果のヒアリング 

 

（4） 実施機関と実施時期 

表－3に示す全国 8地整及び北海道開発局の計 19

事務所（出張所）で試行を実施し，平成 24 年 12 月

及び平成 25 年 1 月の 2グループに分けて実施した． 

 

表－3 試行実施事務所 

開発局名，整備局名 事務所名 

北海道開発局 
・釧路開発建設部 
・釧路河川事務所 

東北地方整備局 
・岩手河川国道事務所 
・北上川下流河川事務所 

関東地方整備局 
・荒川下流河川事務所 
・甲府河川国道事務所 

北陸地方整備局 
・信濃川下流河川事務所 
・高田河川国道事務所 

中部地方整備局 
・庄内川河川事務所 
・木曽川上流河川事務所 

近畿地方整備局 
・大和川河川事務所 
・福知山河川国道事務所 

中国地方整備局 
・岡山河川事務所 
・山口河川国道事務所 

四国地方整備局 
・那賀川河川事務所 
・高知河川国道事務所 

九州地方整備局 
・本局 
・遠賀川河川事務所 
・武雄河川国道事務所 

 

3.2 試行検証の実施内容 

試行検証の実施内容は，携帯端末の地図操作，新

規地点登録，写真登録，地図の自動キャプチャ，日

報の作成であり，Web システム（事務所 PC）におい

ては，巡視結果の一覧表示，詳細表示，地図表示を

確認することである． 

携帯端末を用いた巡視作業の流れは，図－4 に示

すとおりであり，作業前に前日までのデータのダウ

ンロード，作業後に当日作業のアップロードを行う

ことが特徴である． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図－４ 巡視員の一日の作業の流れ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真－1 釧路河川事務所での試行状況 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真－2 高田河川国道事務所での試行状況 
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写真－3 庄内川河川事務所での試行状況 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真－4 大和川河川事務所での試行状況 
 

3.3 検証結果 

試行後，ヒアリングを実施し，システムの実用性，

導入上の課題や改良点を把握した． 

ヒアリングで出た意見を，試行システムに対する

改善要望，試行システムに無い機能の追加要望，そ

の他の意見（表－4）に，また，意見の対象の機能

ごとに分類した（表－5）． 

 

表－4 分類ごとの意見の件数 

対象機能 / 意見分類 
改善 
要望 

機能追

加要望 その他 計 

全般 8 2 19 29 

河川巡視 47 41 45 133 

河川カルテ  4 3 7 

構造物台帳   3 3 

事件事故，行政相談   8 8 

工事履歴台帳   2 2 

占用台帳   3 3 

新機能  16 1 17 

情報保護   4 4 

運用   36 36 

ネットワーク   3 3 

ハードウェア性能   23 23 

その他   6 6 

表－5 ヒアリング結果等の主な意見 

対

象 

機

能 

意

見 

分

類 

主な意見  

全般 評価 

DB は整備されれば使いやすいものにな

るという印象で，画面構成は分かりやす

い．（事務所）  

河川

巡視

評価 
GPS で現在地がわかる機能は有効であ

る．精度も問題ない．（巡視員）  

評価 
巡視結果が集計できるのは便利．（事務

所）  

要望 

土日祝日の巡視等，庁舎が開かない時に

は朝のダウンロードができない場合もあ

るので考慮してほしい．（出張所・巡視

員）  

要望 

よく入力する項目は，大中項目から入れ

るのではなく，最初から小項目を入力し

たい．（巡視員）  

要望 

GPS から取得，また地図入力した経緯度

の情報から，距離標の情報を自動入力で

きたほうがよい． （局・出張所・巡視員）

要望 
一日で複数の出張所の管理区域を巡視す

るため考慮して欲しい．（巡視員）  

要望 

上流支川の巡視や，災害時の他地整への

応援などのため，管轄外の地図情報もあ

ったほうがよい． （事務所・出張所・巡

視員）  

要望 

写真を複数枚重ねてパノラマのようにし

たり，写真上へのオートシェイプでの書

き込みをできるようにしてほしい． （出

張所・巡視員）  

河川

カルテ
要望 

河川カルテと河川巡視データを連携させ

てほしい．（局・事務所・出張所）  

運用

評価
事件・事故を登録すると局と共有でき，

報告できると手間が省ける．（事務所）

要望 

電子国土の 1：2500 は都市部のみ整備の

ため，河川管理基図は必須である．（出

張所・巡視員）  

要望 

河川管理基図の更新や縦横断図の差し替

えなど，システムのメンテナンスにかか

わるデータ更新が容易にできたほうがよ

い．（事務所・出張所）  

要望 他事務所の事例を閲覧したい．（事務所）

要望 

河川維持管理 DB の内容を現場で閲覧し

たい．オフラインが前提となるのであれ

ば，巡視前のダウンロード時に DB の内容

を同時に携帯端末に保存し，閲覧できる

ようにしてほしい． （事務所・出張所）

要望 

端末性能について，１０インチ対応，カ

メラのズーム，重さ，バッテリー等の意

見があった．（出張所・巡視員）  

要望 

巡視時に持ち歩くものが多くなる場合が

あるので，携帯端末はケースに入れたり

ストラップをつけるなど，扱いやすくし

ておく必要がある． （出張所・巡視員）

その他
現在運用中のデータベースと二重登録に

なると対応が難しい．（事務所）  

その他
個人情報保護についてはどうなるのか．

（事務所）  
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４．河川維持管理 DB の改良提案 

 

検証結果を踏まえた河川維持管理 DB の改良の方

向性として，対応方針を改良検討としている河川カ

ルテ，河川巡視システム，運用に関する改善提案事

項のうち，全国版にて対応する内容を対象に，以下

に改良点を示す． 

 

4.1 河川カルテ 

河川カルテの更新を支援する機能として，巡視結

果のデータを河川カルテに取り込む機能を整備する． 

システム化による具体的な対応内容を以下に示す． 

河川カルテの更新時には，記載すべき巡視結果を

一覧し，クリックすると対象箇所のカルテの更新画

面を表示する． 

カルテの更新画面には結果詳細へのリンクを表示

する． 

 

4.2 河川巡視システム 

（1） 巡視報告の小項目からの入力 

最初から小項目を入れることを可能とする必要が

ある．また，最初から小項目を入れるときの入力値

について検討が必要である． 

具体的な対応内容を以下に示す． 

河川巡視システムの DB 側と端末側の入力方法に

ついて，小項目からも入力できるように変更する． 

小項目数が多く，一般的なプルダウンメニューか

らの入力が困難なため，１～２文字入力で該当小項

目の絞り込みが可能な入力支援機能を整備する． 

なお，小項目のみ入力すれば，大項目，中項目は

自動的に入力可能とする． 

 

（2） 距離標の自動取得 

距離標情報の自動取得機能を追加する必要がある． 

具体的な対応内容を以下に示す． 

地図上の地点の座標値から，該当する距離標を自

動認識する機能を追加する． 

湾曲している河川等では，右岸と左岸，河川の中央

堤防の状況 継続試験
左岸 23.50k

堰・水門等の状況 両
岸 22.25k

巡視詳細(popup)

処理済みにする 巡視結果
詳細リンク

巡視箇所表示
(編集時に表示)

巡視詳細
☑ 河川カルテに要記載

DB

【事前作業】
巡視結果の登録

河川カルテ
更新ボタン

カルテに記載すべ
き巡視結果一覧

対象箇所のカル
テ更新画面へ

図－5 河川カルテの改良提案 
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付近で距離標との位置関係が異なるため，右岸，左

岸，河川の中央の３区域毎程度に分けて，距離標を

自動認識するものとする． 

 

（3） 複数の出張所のデータのダウンロード・アッ

プロード 

複数の出張所のデータをダウンロード・アップロ

ード可能とする必要がある．  

具体的な対応内容を以下に示す． 

データダウンロード時に，出張所を複数指定して，

それぞれダウンロードできる機能を追加する． 

データ登録時に，出張所を複数指定して，それぞ

れ登録できる機能を追加する． 

 

（4） 管轄外の地図の整備，携帯端末に保存する地

図情報の追加・更新 

管轄外の地図について整備が必要である． また，

携帯端末に保存する地図情報を追加・更新する機能

を追加する必要がある． 

具体的な対応内容を以下に示す． 

管轄外の地図については，既存の電子国土の地図

データを活用する． 

データダウンロード時に，携帯端末に保存する地

図情報を追加・更新できる機能を追加する． 

 

（5） 写真の編集 

河川巡視において，登録した写真に対して矢印や

コメントの書き込みを可能とする必要がある． 

具体的な対応内容を以下に示す． 

写真に対して矢印やコメントの書き込みを可能と

するツールを追加する． 

 

4.3 運用 

（1） 情報の持ち出し・閲覧 

情報の持ち出し範囲について検討した上で，情報

の持ち出し・閲覧機能を追加するシステム更新が必

要である． 

運用方法の検討による具体的な対応内容を以下に

示す． 

情報の持ち出しについて，職員の現地での管理行

為に用いる場合の目的，代替方法の有無等を整理し

た上で，持ち出し範囲を検討する． 

データダウンロード時や閲覧時に，職員の情報の

持ち出し範囲に従った制御方法を検討する． 

 

（2） 個人情報 

個人情報は河川維持管理 DB にできる限り登録し

ない方針とするが，河川維持管理 DB に必要な情報に

ついては公開範囲に制限を設けるよう検討すること

が必要である． 

公開範囲の検討による具体的な対応内容を以下に

示す． 

河川維持管理 DB に必要な情報のうち，個人情報に

該当する情報を抽出し，公開制限方法を検討する． 

さらに，個人情報であることの周知・徹底の方法

や情報管理方策についても検討する． 

 

５．今後の課題 

 

本稿において，現在構築中である河川維持管理 DB

の概要及び試行検証を報告した．さらに，試行検証

を踏まえた改良方針を提示した． 

今後，河川維持管理 DB の活用による，維持管理の

効率化，高度化を図っていくための課題は，以下の

とおりであると考える． 

河川維持管理 DB システムの着実な活用を目指し，

運用にあたっては定期的に講習会を開く等，システ

ム使用に対するフォローアップ体制を整え，システ

ムに対する理解を深めることが重要である． 

また，河川維持管理 DB システムの活用によるデー

タ蓄積を踏まえ，維持管理行為の分析・評価を行い，

維持管理の精度・信頼性向上につなげていくことが

重要である． 
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河川の維持管理行為の分析・評価 
及び効果的な周知方法について 

 
鈴木 克尚*・吉田 高樹** 

 
 
１．はじめに 
 

現在までに，河川改修事業等により河川の安全度

は飛躍的に向上したが，平成 10 年を境に河川改修費

は減少を続け，今後も少子高齢化等に伴い改修費等

の予算の縮小が想定されるなか，既存ストックの維

持管理の重要性が高まってきた． 

このような状況下において，平成 23 年に「河川砂

防技術基準 維持管理編（河川編）」（以下，維持管理

編という）が改訂され，平成 24 年 6 月までに 109

水系の全てで河川維持管理計画（案）が公表され，

同計画に基づいて，河川の維持管理が実施されてい

る． 

河川維持管理関連への予算や河川の維持管理を担

う人員体制が削減されている中，適正な河川の維持

管理を行うにあたり，どのように状態把握（巡視・

点検頻度，項目，目的）するかは維持管理計画の目

標の達成度そのものに直接影響するため，河川の特

性と現場の状況を踏まえた適切な維持管理内容（実

施頻度や点検項目等）とすることが必要である． 

また，河川は公共用物であり，河川の維持管理行

為は一般公衆利益に資する必要があり，さらに，昨

年 12 月に生じた笹子トンネル天井板落下事故によ

り，インフラの維持管理に対する社会的注目が集ま

る中，河川の維持管理の必要性・重要性，実施状況

等を広く社会・地域に発信し，河川管理への理解促

進を図り，外部の視点を入れることが重要であると

考える． 

そのため，本稿においては，より効率的な河川管

理の実施に向け維持管理の分析・評価についてその

方法等を提示するとともに，河川管理の必要性・重 

 

要性の効果的な周知のための河川管理レポートの作

成について提示するものである． 

 

２．河川維持管理の分析・評価 

 

現行の河川維持管理計画（案）においては，以下

の章立てで構成されており，治水，河川利用，河川

環境の保持，保全を行っていくための状態把握，対

策等を中心に記述されている． 

①河川の概要 

②河川維持管理上留意すべき事項 

③河川の区間区分 

④河川維持管理目標 

⑤河川の状態把握 

⑥維持管理対策 

⑦地域連携等 

⑧効率化・改善に向けた取り組み 

これらのうち，河川維持管理の分析・評価にあた

っては，河川の状態・把握や維持管理対策で得られ

たデータ等から，維持管理内容（実施頻度や点検項

目等）やその実効性に着目することとなる． 

これら分析・評価にあたっての着目点，着目点を

踏まえた分析・評価方法について，以下に示す． 

 

2.1 分析・評価の着目点 

1） 治水 

治水における分析・評価の着目点は，河川維持管

理計画（案）の記載内容や実際の維持管理行為（状

態把握＝巡視・点検，対策）について，河川管理施

設の機能保持が確保できているかどうかの内容（実

施頻度（出水期前後，局地的豪雨，地震，津波など）， 

 
*（公財）河川財団 河川総合研究所 上席研究員 
**（公財）河川財団 河川研究所 副所長 
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点検項目，管理水準，対応方針等）となっているか

に着目する． 
 
2） 河川利用 

河川利用における分析・評価の着目点は，河川維

持管理計画（案）の記載内容や実際の維持管理行為

（状態把握＝巡視・点検，対策）について，人が集

まる場所において河川利用に関する安全性が確保さ

れているか，適切な水利用が維持（渇水や水質事故

等）されているか等，把握することができる内容（実

施頻度（時期，利用時間帯等））となっているかに着

目する． 
 
3） 河川環境 

河川環境における分析・評価の着目点は，河川維

持管理計画（案）の記載内容や実際の維持管理行為

（状態把握＝巡視・各種調査，対策）について，良

好な河川環境の保全という目的に照らし合わせ，河

川環境の機能保持が図られているかどうかの内容

（実施頻度，確認項目，管理目標，措置方法等）と

なっているかに着目する． 
 

これら視点より分析・評価を行い，現行の河川維

持管理計画の妥当性を評価し，河川特性を踏まえた 

維持管理項目の整理，点検内容，頻度（手順），   

時期等，河川維持管理計画の見直しに反映させてい

くことが重要である． 
 
2.2 分析・評価手法 

河川維持管理における分析・評価手法は，各種維

持管理行為の目的（効果）に対して，目的が達せら

れているか否か，あるいは効果が得られているか否

かを明らかにすることが可能である手法であること

が求められる． 

河川維持管理行為は，一般に①状態把握行為であ

る巡視，点検，定期的な調査と②対策である．また，

河川維持管理行為は多岐に亘り，その目的とすると

ころも広範であることから，維持管理行為の内容に

応じてデータの取得（蓄積）状況が異なる． 

よって，取得（蓄積）されたデータに対して分析

評価を行うにあたって， 

①データ処理で目的（効果）の評価に資する図表（基

礎資料）が抽出される行為 

②データ処理によっての達成状況（あるいは効果）

が評価可能である行為 

に分類される． 

以下にこれら分析・評価にあたっての 2種に対し

て，その具体的内容を示す． 

 

2.2.1 データ処理で目的（効果）の評価に資する図

表（基礎資料）が抽出される行為 

維持管理行為の目的によっては，統計分析のみで

は目的に対する達成度（効果）等の評価が行えない

ものがある．状態把握データを活用して河川空間の

安全度・環境の質の変化の分析を行っていくために，

資料の図表化を行うものである．例えば，河川管理

施設の健全度評価等に使用する図表がこれに該当す

る． 

 

1） 河道の安全性保持 

縦横断測量や河道の基本データ（河床材料調査，

河道内樹木調査，痕跡水位調査）についても，今後，

河川維持管理計画において定期的にデータ取得する

こととなっており，これらデータを用いて河川の状

態の分析評価（判断材料）を行う上での基礎資料の

図化を行うものである． 
 
○縦横断測量 
データに対する加工（図表化）は，以下のとおり

とする． 
①横断データから平均河床高を算出するとともに

最深河床高を抽出し，縦断図として図化する． 
②上記データを任意の区間で平均し，時系列の変

化図を作成する． 
③既往の横断データとの重ね合わせ図を作成する． 

 
○河床材料調査 
データに対する加工（図表化）は，以下のとおり

とする． 
①任意の区間内（セグメント区分ごと）に各調査
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地点の粒度分布図を作成する． 
②過去の調査結果との重ね合わせ図を作成する． 
③粒度区分図の縦断図を作成する． 

○痕跡水位調査 
データに対する加工（図表化）は，以下のとおり

とする． 
①痕跡水位縦断図を作成する． 
②痕跡水位の左右岸差の一覧表を作成する． 

 
2） 良好な自然環境の保持 

良好な自然環境の保持を図っていくには，維持管

理の範疇においては各種モニタリングによる監視が

主な行為となっている． 
河川維持管理計画において定期的なデータ取得や

巡視による監視を行うこととなっており，得られた

データから変化を及ぼしている要因を考察する上で

の基礎資料の図化を行うものである． 
 
○巡視による自然環境の状況把握，定期的な点検に

よる水辺の国勢調査 
データに対する加工（図表化）は，以下のとおり

とする． 
①貴重種数（貴重種生息生育面積，保全面積など）

の経年変化図を作成する． 
 

2.2.2 データ処理によって達成状況（あるいは効

果）が評価可能である行為 

主に取得（蓄積）したデータを統計処理すること

により分析評価が行えるものである．一般に，統計

処理によって，分析可能になる（明らかになる）事

柄は，因果関係である．分析手法として，時系列分

析と相関分析がある． 

なお，時系列分析は，ある事象の時間的推移を分

析するものである．相関解析は，2つの事象 X，Yが

あって，X と Y に変化の傾向がどの程度合致してい

るのかを示すものである．（3つ以上の事象に拡張可

能） 

 

1） 時系列分析 

ある事象の時間的推移を分析するものとする． 

事象に対して，時系列のグラフを作成するものと

する．時系列のグラフの作成にあたっては，任意の

時間，位置で作成する． 

主に，ある事象が減少傾向にあるのか増加傾向に

あるのかを把握するものであり，対策等を実施する

場合の判断に寄与するものとなり，維持管理の高度

化，効率化に資するものと考えられる． 

図 2・1は巡視における例であり，この例において

は，違法行為数，指導数（看板設置数）を縦軸にと

り，さらに違法行為数を任意の時間，場所に区分し

てデータの可視化（グラフ化）する．このグラフに

より違法行為数の時間的，場所的推移が明らかにな

る． 

図 2・2は点検における例であり，この例において

は，変状箇所数を縦軸にとり，さらに変状の箇所数

を種別化（沈下，クラックなど）し，任意の時間，

場所に区分してデータの可視化（グラフ化）する．

このグラフにより変状の種別ごとの時間的，場所的

推移が明らかになる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2・1 巡視における時系列グラフ作成例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2・2 点検（堤防点検）における時系列グラフ作

成例 
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2） 相関分析 

蓄積したデータに対して，分析評価手法（統計手

法）においては，諸要素間の因果関係を明らかにす

ることが可能である．どの要素が目的（効果）に対

して支配的であったのかが明らかになれば，対策等

を実施する場合の判断に寄与するものとなり，維持

管理の高度化，効率化に資するものと考えられる． 

諸要因に対しての因果関係の分析評価は，重回帰

解析によって行える． 

重回帰解析においては，目的変数と説明変数を設

定し，目的変数に対する説明変数による回帰式を求

めるものである．目的変数，説明変数を設定し，目

的変数に対する説明変数それぞれの相関係数によっ

て，評価を行うものである． 

なお，説明変数が 1つの場合，単回帰分析を用い

ることとなる． 

目的変数の設定にあたっては，定性分析手法でよ

く用いられているフレームワークである 5W1H にデ

ータを分類することが有効であり，各種維持管理行

為についても 5W1H に分類することにより，分析評価

を行う対象（事象）が明確となる． 

※5W1H：Who（誰），What（何を），When（いつ），Where

（どこで），Why（どのように），How（どのように）

（あるいは，いくらで） 

 

表 2・1 各種維持管理行為の 5W1H への摘要 

5W1H 各種維持管理における適用 

Who（誰が） ・実施主体 

What（内容） ・実施した行為の内容 

When（時期） 
・月 

・季節 

Where（場所） 
・区間 

（例えば○○地区） 

Why（理由） 
・なぜ目的（行為）が達せら

れたのか 

How（量 or 金額） 

・実施した行為のボリューム

（あるいは，行為に要した費

用） 

（例えば注意看板の設置数）

図 2・3は違法行為の年度別の推移であるが，これ

らに付随して，図の上段の吹出し中の要素を説明変

数として重回帰解析を行えば，どの要素が効果的で

あったのか定量的に評価可能となる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2・3 重回帰解析による分析・評価例 

 
３．河川管理レポートの作成 

 

河川の管理の必要性や重要性，さらには抱えてい

る課題等について社会（地域）の理解を得るために

は，まず河川の流下能力や施設の安全性等，現況の

管理状況について地域の方々に十分理解いただき，

共有することが重要である． 

さらには，近年の大規模な水害が頻発する状況に

おいて，河川の様々な施設の現況の安全性に関する

評価を地域と共有することにより，治水，利水，環

境について相反する要請を持つ関係者間の相互理解

が促され，あるいは水防や避難等の必要性が理解さ

れ易くなる． 

管理の現況を地域に理解されれば，実効的な管理

を行っていくための地域の評価を受け，効率的・効

果的な維持管理の実施に大きく寄与するとものと期

待される．そのため，河川管理の状況について情報

発信していくものであるが，社会（地域）に理解を

得るためには，より分かり易い表現が求められ，そ

の一つの方法として本稿においては「河川管理の見

える化」を提示するものである． 
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3.1 河川管理レポートの内容 

3.1.1 構成等 

河川管理レポートの基本構成は，「現場の諸課題」

「対応目標」「河川維持管理計画に基づく維持管理の

実施結果」「現場の諸課題への対応結果」とする． 

｢現場の諸課題｣は，維持管理行為の実施状況等結

果を適正に分析・評価するとともに，社会（地域）

の関心事（要望や維持管理コスト等）にも配慮して

整理することが重要である． 

「対応目標」「河川維持管理計画に基づく維持管理

の実施結果」「現場の諸課題への対応結果」は，可能

な限り定量的，視覚的に対応結果を整理するものと

する．ただし，対応結果の定量評価が困難な項目等

（治水面の安全・安心に係わる項目）については，

施設の稼働・監視継続状況や維持補修状況を操作実

績写真等で提示し，的確に河川管理が実施されてい

る状況が理解されることが重要である． 

 

3.1.2 表現方法等 

住民にも理解しやすい河川管理レポートとするた

め，「河川管理の必要性・重要性」「これらに対する

維持管理行為」を提示するとともに，『河川管理の見

える化』を図り，社会（地域）が安全・安心の確保

や快適な河川空間を享受・実感できる内容とする． 

「河川管理の見える化」とは，治水・利水・環境・

利用等に対する河川の維持管理が的確に実施され，

その諸成果（表 3・1参照）を社会（地域）に広く公

表していくことで，その重要性を認識して頂くこと

であると捉える．また，巡視や対策などの記録は，

ある種の「ビックデータ」であり，これらを分析・

評価の章で示したデータの可視化（グラフ化）する

ことにより，河川維持管理行為がより具体化（ある

いは可視化）され，文字通りの見える化となるもの

と考える． 

 

表 3・1 本稿における河川管理の見える化の考え方 

項目 内容 
治水 安全・安心の確保 
利水 安全な水資源の提供 
環境 良好な河川環境 
利用 安心な利用空間の提供 

コスト 維持管理コストの効率化 

3.2 河川管理レポート作成例 

3.2.1 目次構成 

前述した構成等に基づいて，河川管理レポートの

目次案は，以下のとおりとする． 

 

①管理の対象区間 

管理の範囲等を記載する． 

 

②特徴と現場の諸課題 

当該河川の特性等から現状，課題を記載するもの

とし，洪水特性，水利特性，環境特性などを記載す

る． 

 
③対応目標 
諸課題を踏まえ，概ね 1～5年程度先を見据えた具

体の対応目標を記載するものとし，洪水等による災

害の防止，流水の正常な機能の維持と適正な水利用，

河川環境の整備と保全などを記載する． 

 
④河川維持管理計画に基づく維持管理の実施状況 
河川管理の必要性・重要性を強調するとともに，

当該年度に実施した河川管理行為（例えば，平常時

巡視，堤防点検など）を分析・評価の章で示したデ

ータの可視化（グラフ化）等を援用しつつ，維持管

理の実施状況を掲載する． 
 
⑤現場の諸課題への対応結果 
安全，安心の確保，快適な河川空間を，社会が享

受・実感できる内容であることに留意し，対応結果

等を分析・評価の章で示したデータの可視化（グラ

フ化）等によって，諸課題に示した対応として掲載

する． 
また，対応目標に対する当該年度の対応を総括し，

次年度以降の改善点を記載する． 
 
3.2.2 作成例 

上記に示した目次案に対する具体の作成事例を以

下に示す． 
なお，管理の対象区間，特徴と現場の諸課題，対

応目標は，個別河川での事例となるため，本稿にお



― 109 ― 

いては割愛し，河川維持管理計画に基づく維持管理

の実施結果について平常時の河川巡視を例示し，現

場の諸課題への対応結果について洪水等による災害

の防止を例示する． 
 
1） 河川維持管理計画に基づく維持管理の実施結果 

河川の概括的な状態把握（河川区域等における違

法行為，河川管理施設及び許可工作物，河川空間の

利用，自然環境等を対象）を行うために，河川巡視

をします．車上巡視を主とする一般巡視と場所・目

的を絞った目的別巡視を実施し，異常な状況を発見

した場合は，その状況を把握し是正します． 
 
○河川巡視における報告件数 
 
 
 
 
 
○報告内容の内訳 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○報告内容への対応  
・警察・関係市町村等へ情報連絡 

・本人へ注意文書送付 
・維持工事により修繕 
・巡視の強化 
 
2） 現場の諸課題への対応 

出水時における水防活動，地域住民の避難行動，

あるいは市町村長による避難勧告等の判断を行うた

め，通常時から危機管理体制を構築するとともに，

適切な情報提供ができるよう努めています． 
河川管理施設の目的に沿った機能を十分に発揮さ

せるため，降水量，水位，流量等を確実に把握し，

操作規則又は操作要領等に基づき適切な操作を行っ

ています． 
 
○主要地点の水位 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○洪水予報発令状況 
 
 
 
 
 
 
○水防警報発令と水防団活動状況 
 
 
 
 
 
 

項目 ○○出張所 △△出張所 ××出張所

①違法行為の発見 120 37 58

②河川管理施設及び許可工作物の
　維持管理の状況

2 5 3

③河川管理の利用状況 12 5 24
④河川の自然環境に関する情報 6 1 7

合計 140 48 92

車止め破堤

45%

堤防の損傷

25%

護岸の損傷

20%

水門閉塞

10%

②河川管理施設及び許可工作物の状況

ゴミの投棄

40%

不法耕作

25%

車両乗入れ

20%

工作物設置

10%

盗掘

5%

①違法行為の発見

水質事故

30%

貴重種採集

28%

魚道土砂堆積

25%

渡り鳥飛来

17%

④自然環境に関する情報

危険箇所での遊泳

49%
河川敷でのゴルフ

30%

車両放置

21%

③河川空間の利用状況

A地点
　（河口から○K）

3.50
○月△月
12：00

15

B地点
　（河口から○K）

はん氾濫注意水位
以上の継続時間（ｈ）

最高水位
最高日時

最高水位（m）観測地点

水防団
待機水位

（m）

はん濫
注意水位

（ｍ）

避難判断
水位
（ｍ）

氾濫水位
（ｍ）

A地点
　（河口から○K）

1.50 2.50 4.00 5.00

B地点
　（河口から○K）

観測地点

参考

区分 主分

1
○月○日
5：00

はん濫注意報
○○川A水位観測所では、はん濫注意水位に
達しました。水位はさらに上昇する見込みで
す。今後の洪水予報に注意してください。

2
○月○日
5：00

解除
○○川A水位観測所では、はん濫注意水位を
下回り、危険はなくなりました。

地点名

地点
名

待機 準備 出動 解除 水防団活動状況

A
○月△月
1：00

○月△月
3：00

○月△月
5：10

○月△月
20：20

○○水防団30名で、
パトロールと○○地点
で土のう積実施

B
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○排水機場の運転状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
４．今後の課題 

 
本稿において，河川維持管理計画（案）公表後の

維持管理の実施状況の分析・評価手法について提示

し，また，その実施状況を広く地域に発信するため

の河川管理レポートのとりまとめ方法について提示

した． 

今後，更なる河川維持管理の更なる効率的・効果

的な実施に向け，以下の点が課題であると考える． 
 
4.1 分析・評価手法の適用性の検証 

本稿で提示した手法を，実際の河川巡視や点検結

果に適用し，それぞれの維持管理行為の目的とする

効果の発現程度が見える化（表現できているか）さ

れているか検証を行っていくとともに，どのように

データを取得・整理・管理していくかということを

検討することが必要であると考える．  

 
4.2 河川管理レポートのブラッシュアップ 
河川管理レポートを公表したことによる河川管理

への理解の促進状況を把握するため，行政相談，イ

ンターネット等で寄せられた意見や要望を把握・分

析し，地域住民・河川利用者の視点からも河川維持

管理行為の評価等を行い，維持管理計画及び河川管

理レポートの改善につなげていくことが必要である

と考える． 
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運転期間
最大排水量

（m
3
/s）

総運転時間
（h）

総排水量

（千m
3
）

○月○日
排水機場

○m
3
/s

×2台

○月△月

10：00～20：00
10 10 1,000

運転状況
施設
規模

排水機場
名
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現場における効率的・効果的な河川維持管理 
手法について～大和川を事例にして～ 

 
鈴木 克尚*・吉田 高樹**・河﨑 和明*** 

 
１．はじめに 
 

近年，集中豪雨や台風による浸水被害が相次ぎ，

特に平成 16 年においては各地で破堤氾濫が生じた．

そのため，社会資本整備審議会河川分科会に「安全・

安心が持続可能な河川のあり方検討委員会」が設置

され，平成 18 年に「安全・安心が持続可能な河川管

理のあり方」が提言された．これを受け，平成 19

年に「効果的・効率的な河川の維持管理の実施につ

いて」が河川局長通達としてなされ，これまでの河

川の維持管理おける経験の積み重ねなどを踏まえる

とともに，河川の状態の変化を把握し，その分析・

評価を繰り返す事により，その内容の充実を図り，

効率的・効果的な維持管理を適切に実施するための

河川の維持管理計画を策定する事とされた． 

その後，平成 23 年に「河川砂防技術基準 維持管

理編（河川編）」（以下，維持管理編という）が改訂

され，河川砂防技術基準に沿った維持管理計画の改

定を行うこととなった． 

大和川においては，上記河川砂防技術基準の改訂

に伴い，平成 24 年 4 月に「大和川維持管理計画（案）」

が公表された． 

「大和川維持管理計画（案）」は，公表を前提とし

ており，維持管理の実施にあたって詳細な部分まで

記述しているわけではない．また，河川砂防技術基

準を始めとして，「大和川維持管理計画（案）」にお

いても監視・点検結果に対する評価方法が必ずしも

明確となっていない． 

さらに，河川砂防技術基準と付随して示された「堤

防等河川管理施設及び河道の点検要領案」では，  

 

 

 

 

点検内容が一般論で記述され，非常に多くの項目を

点検する内容となっている．予算や人員の減少，技

術の伝承が困難となっている状況において，これら

点検を実施していくのは現実的ではない． 

そのため，昨今の維持管理に関する予算・人員の

状況を鑑み，効率的に施設の機能保持を図っていく

ため，現場で実際の維持管理を実施していくための

詳細な内容及び評価方法を記述したマニュアルが必

要とされた． 

本稿においては，大和川における維持管理マニュ

アルとして，以上までの維持管理に係る課題等を踏

まえて，特に以下の 3点に留意し作成した事例を示

すものである． 

・大和川の河川管理施設を，効率的に機能保持を図

っていくための監視・点検内容の明文化 

・経験の少ない技術者のために，監視・点検の必要

性・重要性，着眼点の明文化 

・機能評価を図っていく上での要対策・要監視の判

断のための閾値の明確化 

 

２．維持管理マニュアルの概要 

 

維持管理編においては，河川の維持管理の実施に

あたって，河川巡視，点検による状態把握，維持管

理対策を長期間にわたり繰り返し，それらの一連の

作業の中で得られた知見を分析・評価して，河川維

持管理計画あるいは実施内容の更新に反映していく

というＰＤＣＡサイクルの体系を構築していくこと

が重要であることが示されている． 

 

 

 

*（公財）河川財団 河川総合研究所 上席研究員 
**（公財）河川財団 河川研究所 副所長 
***（公財）河川財団 理事 
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本稿で示す維持管理マニュアルにおける内容は，

ＰＤＣＡサイクルに基づいたものであるが，現場で

の維持管理の実情を鑑み，実施内容等を細分化し，

新たなＰＤＣＡサイクルとして２段階評価方式のサ

イクル型維持管理を提案するものである．その概要

を以下に示す． 

また，本稿においては，維持管理マニュアルの作

成事例として，大和川の事例を示すものであること

から，本節において大和川の概要，河川維持管理上

留意すべき事項を整理した． 

 

2.1 ２段階評価方式のサイクル型維持管理 

河川の維持管理を効率的・効果的，合理的に実施

していくためには，予兆現象や現場での事象を河川

巡視等で捉え，さらに定期取得データ（定期横断測

量等）等から変化・変状状況・従前からの変化量や

過去からのデータ等（被災形態等）との比較から，

その状況・状態の機能評価を行い，維持管理基準を

超えるような変化・変状が認められた場合には，そ

の程度に応じて即時対策するもの，あるいは事象の

原因等を正確に把握するための調査・検討等を行い，

その結果から要対策・要監視の評価を行う２段階評

価方式のサイクル型維持管理が有効であると考え

た． 

 

上記の２段階評価方式のサイクル型の維持管理を

実施していく上では，監視・点検手法を明確にする

必要がある． 

点検手法の明確化においては，各施設の機能を維

持していく上で，機能劣化・損傷を来たす事象に着

目して，機能維持を図っていく上で，各施設におけ

る着眼点を明確にした監視・点検項目および手法と

することが重要である． 

また，維持管理対策は，その必要性をできるだけ

早期に判断することが重要であり，必要性の判断は，

現場での監視・点検結果を基にした一次評価（維持

管理基準を基にした評価）を実施し，維持管理基準

を超える事象が確認された場合，即時対策するもの，

さらに二次評価として，損傷・変形の程度およびそ

の施設に関連する設計思想等の情報を基に，河川管

理施設の機能・安全性等について評価し，詳細検討

後の対応を次のレベルに区分し対応していくことと

した． 

1）対策が必要なもの（要対策） 

2）経過を注意深く観察し，その状況に応じて対策を

行うもの（要監視） 

 

これらの変状に対する機能評価を行うにあたって

は，大きく２通りの手法がある． 

 

① 維持管理の目的を明確にし，維持管理基準として

「閾値」のような数値基準を定めることが適当で，

かつ可能なものについては，数値基準を設定する．

（RC 構造物のクラック幅など） 

② 「閾値」の設定に困難性があるものについては，

過去の被災形態，河道の変化等の現地状況や今

後の損傷・変形拡大・進行の予想から安全性を

評価するなどの評価プロセスをへて判断してい

く．（局所洗掘に対する護岸の安定性など） 

施設の種別ごとに，これら二つの手法のうち，ど

ちらを適用するかについて検討を行い，対策等の必

要性を判断する． 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2・1 ２段階評価方式のサイクル型維持管理 

 

2.2 大和川における維持管理上留意すべき事項 

1） 大和川の概要 

大和川は，水源を笠置山地に発して初瀬川渓谷を

北西に流れ，奈良盆地周辺の山地より南流する佐保

川，富雄川，竜田川，北流する寺川，飛鳥川，曽我

① 河川状況等の把握 
（巡視点検，測量等） 

評価（一次評価） 
  ③ 機能評価 

（維持管理基準） 

② データの更新・蓄積 
（河川カルテ等） 

維持管理基準以上の変化・変状等が見られた場合

サイクル型維持管理の実施 

評価（二次評価）        
 ④ 即時対応 or 詳細検討   要対策 

             要監視 

河川維持管理計画 
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川，葛下川等，大小の支川を合わせながら西流する．

大阪府，奈良県の府県境にある亀の瀬狭窄部を経て，

河内平野に入り，和泉山脈を水源とする左支川石川，

東除川，西除川等を合わせ，浅香山の狭窄部を過ぎ，

大阪湾に注ぐ関係市町村 21 市 15 町２村 （平成

24 年 4 月現在）で構成される流域面積 1,070km2，

幹川流路延長 68km の一級河川である． 
直轄管理区間は，大和川本川が河口から 37.6km，

支川石川が合流点から 0.8km，支川曽我川が合流点

から 1.9km，支川佐保川が合流点から 8.0km となっ

ている． 
 
2） 大和川の河川維持管理上留意すべき事項 

大和川においては，大阪府と奈良県の県境に位置

する亀の瀬狭窄部により氾濫原が２分されている

（図 2・2参照）．大阪府側は，江戸時代の淀川から

の分離事業により大阪平野の高い位置を放水路とし

て流下しており，右岸側に広大な氾濫域が存在して

いる（図 2・4参照）．また，奈良県側では，放射状

に広がる多くの支川が亀の瀬上流の短い区間に集中

して合流しているため，河川の氾濫や内水被害を生

じやすい． 

これら地形条件に加え，多くの区間が有堤区間で

あることから，洪水防御においては堤防・護岸が特

に重要な施設となり，これら施設の機能維持が重要

な課題となっている．なお，堤防においては，過去

の築堤履歴や材料構成が明確でないため（図 2・3

参照），質的な脆弱性が潜在化しており，その形状（高

さ，法勾配等）やさらには護岸も含めた適正な管理

が必要である． 

本川下流は，開削による人工河川であり，現在に

おいては洪積粘土層の露出により河床低下は進行し

ていないものの，河川管理施設や横断工作物を維持

するための堰堤の適正な管理が必要である． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2・2 大和川流域図（河川維持管理計画＜大和川

＞平成 24 年 4 月） 

 
その他，河川管理施設の維持管理の課題としては， 

河川水質の改善のための河川浄化施設が多数設置さ

れ，これら河川浄化施設の機能維持や今後増大する

樋門樋管等の老朽化への計画的な対応が必要となっ

ている． 
以上を踏まえ，大和川の維持管理マニュアルで対

象とする河川管理施設は，堤防，護岸（高水護岸，

 

砂質土系
粘土塊混 

砂質土、粘性
土の互層 

礫質土系

砂質土系

粘性土系 

マサ土系 

砂質土系 

粘性土系

図 2・3 築造年代による堤防土質の違い（大和川左岸 32.4km，平成 11 年度調査） 
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低水護岸），根固工，樋門・樋管及び水門，堰，その

他（貯留施設など）とした． 
 

 
 
 
 
 
 
図 2・4 大和川・淀川横断イメージ図（大和川水系

流域図） 

 
 
３．低水護岸の維持管理方法例 

 

維持管理マニュアルに記載した河川管理施設とし

て，本稿においては大和川の洪水防御の上で特に重

要な施設である護岸（低水護岸）に着目し，その維

持管理方法を示す． 

2 段階評価方式のサイクル型における低水護岸の

維持管理の流れ（フロー）は，図 3・1のとおりであ

る． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3・1 低水護岸の維持管理フロー 

 

3.1 大和川における低水護岸の特徴 

大和川の直轄管理区間は，セグメント 3 及び 2-2

区間であり，比較的低水路水深が大きいことから，

低水護岸は図 3・2に示す矢板護岸形式によって整備

されている区間が大部分である． 

また，法覆工は，コンクリートブロック張りの割

合が高く，次いで連接ブロックの割合が高い．コン

クリートブロックは控 35cm と大きなものを用いて

いることが特徴的である． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3・2 大和川の典型的な低水護岸の概略図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3・3 大和川の低水護岸法覆工種別割合 

 

3.2 監視・点検内容 

大和川における低水護岸の特徴や法覆工の種別を

踏まえて低水護岸の監視・点検内容を設定した． 

低水護岸の監視・点検は，基礎部，法覆工部，天

端工（部）の欠損，変状状況等を目視により把握す

連節ブロック護岸
19%

コンクリート護岸
5%

カゴ護岸
3%

法枠工
3%

その他
23%

コンクリートブロック
張35cm護岸

47%

 

②機能評価のための管理水準

（判断目安）を超える場合 

サイクル型維持管理の継続（調査対策情報記録、維持管理への反

変状要因の特定、機能評価（詳細検討に基づく判断） 

必要に応じて現地調査、簡易

測量等を実施 

継続観察 
（必要に応じて重点監

視を検討）

巡視・点検の継続 

① 変状なし 

① 機能評価のための管理水準

（判断目安）を超えない場合 

②変状あり 

巡視・点検 

即時対応の可否 

変状要因を把握し、

必要に応じて適正な

補修等を実施  

②即時対応外の事象 

① 即時対応が必要な事象 

機能評価 
（機能評価のための管理水準 

（判断目安）） 

要対策  要監視  

個別の検討結果による判断 

START 
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ることを基本とした． 

 

1） 基礎部 

基礎部（基礎工，鋼矢板）については，基礎部の

洗掘状況と根固工変状状況（沈下，流出等）につい

て目視により把握するものとした． 

矢板工については，目視で確認できる範囲の鋼矢

板の腐食，破損，傾倒状況について把握するものと

した． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3・4 連接ブロック張り護岸の沈下・破損例（大

和川左岸 29.2km 付近） 

 

2） 法覆工部 

法覆工は，工法別により以下の状況を把握する． 

コンクリートブロック張護岸（控 35cm）の場合は，

ブロックの沈下（不陸），ブロック間の目地開きから

土砂の吸出し等の変状により法覆工としての機能低

下が生じるのでこれらの変状状況を把握するものと

した．なお，古いコンクリートブロック張において

は白華現象（アルカリ骨材反応による）により劣化

している場合があるので注意を要する． 

連節ブロック護岸の場合は，ブロックの欠損，沈

下（不陸），はらみだし，連結鉄筋の浮き錆・破断，

吸出し防止材の劣化・破損状況を把握するものとし

た．なお，覆土タイプ護岸においては，覆土上から

の沈下（不陸），はらみだしの監視・点検とするが，

一定期間経過後に覆土を剥いで，連結鉄筋，吸出し

防止材の健全性について確認しておく必要がある． 

石積護岸の場合は，石積の沈下（不陸），欠損状況

を把握するものとした． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3・5 石積護岸の不陸・欠損例（大和川左岸 3.4km

付近） 

 

コンクリート護岸の場合は，沈下（不陸），破損，

土砂の吸出し状況を確認するものとした． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3・6 コンクリート護岸の破損例（大和川左岸

4.0km 付近） 

 

法枠工の場合は，沈下（不陸），クラック等の変状

状況を把握するものとした． 

かご護岸の場合は，沈下（不陸），鉄線の浮き錆・

破断，中詰石の流出状況，吸出し防止材の劣化・破

損状況を確認するものとした． 

 

3） 天端工（部） 

天端工については，洪水等で天端工が破損したり

流出したりすると，背面土砂が流出し，護岸が崩壊

するため，天端工の欠損，背面地盤の侵食・洗掘状

況を把握する． 
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図 3・6 法枠工の破損例（大和川左岸 3.4km 付近） 

 

4） 取り付け部 

取り付け部は，本体部に比べ構造的にやや簡易に

処理されているため，（小口止めを含む）被災を受け

易く，本護岸部への影響もあることから，めくれ，

ずり落ち，破損，流出等の状況を把握するものとし

た． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3・7 護岸端部の小口止の沈下・傾斜の例（大和

川右岸 8.4km 付近） 

 

3.3 実施体制，頻度・時期 

低水護岸の監視・点検は，年 1回（出水期前）を

基本とし，後述の重点管理区間は年 2回（出水期前

及び台風期）実施するものとした． 

年 2回（出水期前及び台風期）の監視・点検は，

所内の堤防点検時や合同巡視時に併せて実施すると

効率的となり，防災エキスパートなど外部の協力を

得ることでさらに効果的に実施できると考えられる．

また，日々の河川巡視経路等にあり目視点検により

把握可能なもの（ブロックの沈下（不陸）・めくれ・

欠損状況等）は，日々の巡視で把握しておくと効率

的であると考えられる． 

連節ブロック下の吸出し防止材の点検実施頻度に

ついては，護岸の変状が見られる箇所を必要に応じ

て現地において試掘し（必要に応じて引っ張り強度

試験等も実施），劣化が進行している護岸においては

実施間隔を早めるなどの措置を図ることが望ましい． 

 

一定の規模以上の出水，地震，津波が生起した場

合の出水後，地震後，津波後（津波生起区間対象）

にも実施する． 

出水後，津波後の監視・点検実施規模は，当該区

間（地点）の受持ち観測所で，過去からの被災実績

を考慮し，はん濫注意水位以上の出水が発生すると

高水敷が冠水し，河道内災害が起こる可能性が大き

くなるはん濫注意水位以上（従前の警戒水位）とし

た． 

地震後の監視・点検実施規模は，震度４とする．

地震時の監視・点検は，「直轄河川に係る地震発生時

の点検について：H21.2 国河治保第６号」による概

略点検や詳細点検時に併せて実施する． 

ただし，上記設定の出水規模，地震規模，津波規

模（過去に被災経験が少数である）については，今

後の被災生起状況を踏まえて適切な規模に見直しし

ていくことが重要である． 

 

3.4 重点管理区間における実施頻度 

現状での治水安全度や施設の信頼性を確保（維持）

するために，数十キロにおよぶ河川堤防区間や多数

の管理施設のうち，監視・点検を重点的に行うべき

箇所を精選し，優先して監視・点検を実施すること

が，効率的・効果的な維持管理につながる． 

低水護岸については，水衝部であり高水敷が狭く

河岸の水衝洗掘等により堤防の安全性・健全性に支

障をきたす可能性が高い区間を，特に重点的に監

視・点検を実施する必要がある． 

そのため，重点管理区間は，水衝部で背後地盤高

が堤防天端よりも低い区間で，低水護岸の位置が堤

防防護ライン以内であり，かつ土砂で護岸が埋没し

ていない区間を，重点管理区間として設定し，経時

的な監視・点検を実施するものとする． 
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重点管理区間は，監視・点検を年 2回（出水期前

及び台風期）実施するものとし，その他区間は，年

1回（出水期前）実施することを基本とした． 

 

3.5 監視・点検時のデータ取得後の処理方法 

監視・点検時の結果は，日時，場所（位置），変状

状況（スケッチ及び写真，計測値等）等を記録・蓄

積しておく． 

低水護岸の変状は，目視により確認した変状状況

を平面図，展開図等に，記入するとともに，変状箇

所の写真撮影を行う．なお，写真撮影は経時的な変

化を把握するため定点の設定やスケールの利用等を

工夫するものとした． 

法覆工部の高さ等は，定期的に取得するデータ（定

期縦横断測量結果）あるいは，定点測量や GPS 簡易

測定等で計測したデータを含めて，経時的に従前の

データと縦断高さを比較できるよう沈下量等の経年

監視が可能なデータ蓄積を行うものとした． 

 

3.6 機能評価のための維持管理基準（判断目安） 

各部材が変状，破損し，護岸全体の安全性・健全

性に支障を来すことが想定される場合を機能評価の

ための維持管理基準（判断目安）とした． 

 

1） 基礎部 

基礎工の変状（沈下等）が確認された場合は，護

岸基礎としての支持を失い，法覆工へ影響が及び護

岸機能の低下が想定されることから，この変状を確

認した場合を機能評価のための維持管理基準（判断

目安）とした． 

根固工の変状（沈下，流出等）が確認された場合

は，基礎工，法覆工へ影響が及び護岸機能の低下が

想定されることから，この変状を確認した場合を機

能評価のための維持管理基準（判断目安）とした． 

矢板工については，目視で確認できる範囲におい

て，鋼矢板の腐食，破損，傾倒が見られる場合は，

矢板基礎の健全性が損なわれていること，また，背

面土砂の流出を確認した場合は，背面に空洞化が起

きている可能性があり，目視で確認できる変状が護

岸の安定性に影響すると想定されることから，これ

ら変状を確認した場合を機能評価のための維持管理

基準（判断目安）とした． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3・8 基礎部の変状に対する評価事例 

 

2） 法覆工 

法覆工は，工法別により以下の状況を機能評価の

ための維持管理基準（判断目安）とした． 

 

①コンクリートブロック張護岸（控 35cm） 

ブロックの沈下（不陸）においてはブロック厚以

上の変状が発生すると背面の土砂の吸出し等が起き

ている可能性があること，ブロック間の目地開きか

ら土砂の吸出しが確認された場合は，護岸裏が空洞

化している可能性があることから，これら変状を確

認できた場合を機能評価のための維持管理基準（判

断目安）とした． 

 

②連節ブロック護岸 

ブロックの沈下（不陸）や，はらみだしの変状に

おいてはブロック厚以上の変状が発生すると背面の

土砂の吸出し等が起きている可能性があること，ま

た，ブロック等の欠損等が生じると今後の出水で欠

損範囲が拡大する可能性があることから，これら変

状を確認できた場合を機能評価のための維持管理基

準（判断目安）とした．また，連結鉄筋の破断，浮

き錆による劣化が生じるとブロック間の連繫がなく

なり機能低下が生じること，また，吸出し防止材の

破断が生じた場合には，ブロック護岸背面の土砂吸

この事例では，判断目安（維持管理基準）

以上の変状と判定 
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出しにより護岸機能が損なわれることから，これら

変状を確認した場合を機能評価のための維持管理基

準（判断目安）とした． 

 

③石積護岸 

石積石厚以上の変状が発生すると背面の土砂の吸

出し等が起きている可能性があること，また，欠損

等が生じると今後の出水で欠損範囲が拡大する可能

性があることから，これら変状を確認できた場合を

機能評価のための維持管理基準（判断目安）とした． 

 

④コンクリート護岸 

コンクリート厚以上の変状が発生すると背面の土

砂の吸出し等が起きている可能性があること，破損

により土砂の吸出しが確認された場合は，護岸裏が

空洞化している可能性があることから，これら変状

を確認できた場合を機能評価のための維持管理基準

（判断目安）とした． 

 

⑤法枠工 

法枠工の厚さ程度の沈下（不陸）が生じている場

合に，背面の土砂の吸出し，空洞化等が起きている

可能性があることから，これら変状を確認した場合

を機能評価のための維持管理基準（判断目安）とし

た． 

クラックが発生した場合には法枠工としての護岸

機能の劣化につながることから機能評価のための判

断目安とした．クラック幅については，「コンクリー

ト標準示方書（設計編）土木学会」で示されている

許容ひびわれ幅の算定式を参考として用心鉄筋に影

響が出るクラック幅 0.5mm，無筋の場合は構造系に

影響する全体的にクラックが廻っている場合を機能

評価のための維持管理基準（判断目安）とした． 

 

⑥かご護岸 

かご材が破断しており，中詰め材が流出すると護

岸機能が損なわれること，護岸が追随出来ない沈下

が生じていると破断・崩壊等の危険性が高くなるこ

と，また，吸出し防止材の破断が生じた場合には，

ブロック護岸背面の土砂吸出しにより護岸機能が損

なわれることから，これら変状を確認した場合を機

能評価のための維持管理基準（判断目安）とした． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3・9 石積護岸の変状に対する評価事例 1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3・10 石積護岸の変状に対する評価事例 2 

 

3） 天端工（部） 

天端工（部）の欠損，背後地盤の侵食・洗掘は，

洪水に対してさらに洗掘される可能性が高くなり，

この事例では，判断目安（維持管理基準）

以下の変状と判定 

この事例では，判断目安（維持管理基準）

以上の変状と判定 
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法覆工の安定性が損なわれることから，これら変状

を確認した場合を機能評価のための維持管理基準

（判断目安）とした． 

 

4） 取り付け部 

取り付け部で一般的に用いられている連接ブロッ

クやかごマット等のめくれ，ずり落ちなどは，本護

岸部への影響が生じる可能性があることから，これ

ら変状を確認した場合を機能評価のための維持管理

基準（判断目安）とした． 

 

3.7 変状が確認された場合の詳細な検討内容 

変状が確認された場合，対策を実施するのか，あ

るいは監視を継続していくのかを判断することとな

るが，判断にあたっての詳細な検討を行う必要があ

る．以下に判断を行うにあたっての詳細検討の内容

を示す．なお，要対策あるいは要監視に至る判断の

基本的な流れ（フロー）は，図 3・11 のとおりであ

る． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3・11 変状確認後の判断に至るフロー 

 

1）基礎部 

基礎工の変状（沈下等），根固工の変状（沈下，流

出等）が確認された場合は，必要に応じて詳細測量

（地形測量，横断測量）を行い，変状範囲・内容（沈

下，洗掘状況等）の特定を行うとともに，河床の洗

掘状況，護岸設置時の設計条件・土質性状に関する

情報等を収集・整理し，その原因を把握するととも

に必要に応じて安定計算等を実施し，機能評価を行

い，要対策・要監視などの措置を図るものとした． 

 

2）法覆工 

①コンクリートブロック張護岸（控 35cm） 

コンクリートブロックの欠損，目地開き（土砂の

吸出し無し）が確認された場合は，その状況につい

て詳細に調査し，その原因を把握したうえで，必要

に応じて適正な補修等の措置を図るものとした． 

法覆工の沈下（不陸），ブロック間の目地開きから

の土砂の吸出し状況が確認された場合は，測量等に

より変状範囲・内容を特定し，必要に応じブロック

等を剥がし背面の吸出しや空洞状況を確認するもの

とした． 

既往の監視・点検結果，護岸設置時の設計条件や

土質性状に関する情報等を収集・整理し，必要に応

じてボーリング調査を行った上で安定計算等を実施

し，その原因を把握するとともに機能評価を行い，

要対策・要監視などの措置を図るものとした． 

 

②連節ブロック護岸 

連結鉄筋の破断，吸出し防止材または遮水シート

の破断・破損等の状況が確認された場合は，その要

因が，経年的劣化によるもの，堤体法面の変位によ

るもの，降水等による残留水圧によるもの等の複数

の要因が想定されるため，その状況について詳細に

調査し，その原因を把握したうえで，必要に応じて

適正な補修等の措置を図るものとした． 

連節ブロック護岸の沈下（不陸），はらみだしが確

認された場合は，コンクリートブロック張護岸の沈

下変状に対する検討内容と同様に対処し，要対策・

要監視などの措置を図るものとした． 

 

③石積護岸 

石積み石の欠損（背面土砂の吸出し無し）が確認

された場合は，その状況について詳細に調査し，そ

の原因を把握したうえで，必要に応じて適正な補修

等の措置を図るものとした． 

石積護岸の沈下（不陸），欠損による背面土砂の吸

出しが確認された場合は，コンクリートブロック張

護岸の沈下変状に対する検討内容と同様に対処し，

要対策・要監視などの措置を図るものとした． 

 

必要に応じてボーリング調査を行った上で安定計算等を実施
必要に応じてブロック等を剥がし背面の吸出しや空洞状況を確認

要対策 要監視

変状要因の特定、機能評価（詳細検討に基づく判断）

・詳細測量の実施（地形測量、横断測量等）
・変状範囲・内容（護岸沈下状況、河床洗掘状況等）の特定
・河床の洗掘状況、護岸設置時の設計条件・土質性状等を把握

個別の検討結果による判断
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④コンクリート護岸 

コンクリート護岸の破損（背面土砂の吸出し無し）

が確認された場合は，その状況について詳細に調査

し，その原因を把握したうえで，必要に応じて適正

な補修等の措置を図るものとした． 

コンクリート護岸の沈下（不陸），破損による背面

土砂の吸出しが確認された場合は，コンクリートブ

ロック張護岸の沈下変状に対する検討内容と同様に

対処し，要対策・要監視などの措置を図るものとし

た． 

 

⑤法枠工 

法枠工にクラックが確認された場合は，その状況

について詳細に調査し，その原因を把握したうえで，

必要に応じて適正な補修等の措置を図るものとした． 

法枠工の沈下（不陸），背面土砂の吸出しが確認さ

れた場合は，コンクリートブロック張護岸の沈下変

状に対する検討内容と同様に対処し，要対策・要監

視などの措置を図るものとした． 

 

⑥かご護岸 

かご材が破断，中詰め材の流出，吸出し防止材の

破断・破損等の状況が確認された場合は，その要因

が，経年的劣化によるもの，法面の変位によるもの

等の複数の要因が想定されるため，その状況につい

て詳細に調査し，その原因を把握したうえで，必要

に応じて適正な補修等の措置を図るものとした． 

かご護岸が追随出来ない沈下が生じている場合は，

河床部の洗掘状況についても詳細に調査し，その原

因を把握するとともに機能評価を行い，要対策・要

監視などの措置を図るものとした． 

 

3）天端工背面，上下流取付け部 

天端工背面の洗掘，上下流取付け部の洗掘，連節

ブロックやかごマットのめくれ・ずり落ちが確認さ

れた場合は，その状況について詳細に調査し，必要

に応じて適正な補修等の措置を図るものとした． 

 
 
 

４．今後の課題 

 
本稿において，大和川を事例として，河川維持管

理計画をより具体化し，かつ効率的・効果的に維持

管理を行うための維持管理マニュアルを提示した．

今後，更なる効率化や高度化に向け，以下の点が課

題であると考える． 
 
4.1 監視・点検内容及び維持管理基準（判断目安）

の検証 

現地での運用により，問題点・課題等を抽出し，

監視・点検内容及び機能評価のための維持管理基準

（判断目安）の検証，さらなる効率的，効果的な監

視・点検を目指しフォローアップを行っていくこと

が重要である． 

 
4.2 監視・点検結果（データ）の蓄積，更新 
２段階評価方式のサイクル型の維持管理において

は，維持管理基準（判断目安）以上の変状か確認さ

れた場合，補修，点検（モニタリング）の継続の評

価（判断）を行うこととなる．評価（判断）を行う

にあたって，評価項目によっては，現状では判断が

難しいものも，データ蓄積の充実化によって変状の

挙動に一定の傾向が表れ，評価可能となるものもあ

る．よって，点検結果をデータとして蓄積，整理し

ていくことは，極めて重要である． 
点検後のデータ蓄積をより確実に持続的に実施し

ていくためには，簡便なデータ蓄積とすることが肝

要である． 
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